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１ 

舞鶴市職員の給与に関する条例旧新対照表 

旧 新 

附 則 附 則 

1から21まで （略） 1から21まで （略） 

(平成25年7月1日から平成26年3月31日までの間の給与に関する特

例措置) 

(平成25年7月1日から平成26年3月31日までの間の給与に関する特

例措置) 

22 平成25年7月1日から平成26年3月31日までの間(次項及び附則第

24項において「特例期間」という。)においては、第3条第1項各号

に掲げる給料表の適用を受ける職員に対する給料月額(舞鶴市職員

の給与に関する条例の一部を改正する条例(平成19年条例第16号)

附則第9項から第11項までの規定による給料を含む。以下同じ。)の

支給に当たっては、給料月額から、給料月額に、当該職員に適用さ

れる次の表の左欄に掲げる給料表及び同表の中欄に掲げる職務の

級の区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める割合(次項において

「支給減額率」という。)を乗じて得た額に相当する額を減ずる。

ただし、給料の調整額、管理職手当、時間外勤務手当、休日勤務手

当、夜間勤務手当、期末手当及び勤勉手当の額の算出については、

本文の規定により減ずる前の給料月額に基づいて行うものとする。 

22 平成25年7月1日から平成26年3月31日までの間(次項及び附則第

24項において「特例期間」という。)においては、第3条第1項各号

に掲げる給料表の適用を受ける職員に対する給料月額(舞鶴市職員

の給与に関する条例の一部を改正する条例(平成19年条例第16号)

附則第9項から第11項までの規定による給料を含む。以下この項及

び次項において同じ。)の支給に当たっては、給料月額から、給料

月額に、当該職員に適用される次の表の左欄に掲げる給料表及び同

表の中欄に掲げる職務の級の区分に応じそれぞれ同表の右欄に定

める割合(次項において「支給減額率」という。)を乗じて得た額に

相当する額を減ずる。ただし、給料の調整額、管理職手当、時間外

勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、期末手当及び勤勉手当の

額の算出については、本文の規定により減ずる前の給料月額に基づ

いて行うものとする。 

給料表 職務の級 割合 

行政職給料表 2級以下 100分の4.77 

3級から6級まで 100分の7.77 

7級以上 100分の9.77 

教育職給料表 1級及び2級(40号給以下に限る。) 100分の4.77 

2級(41号給以上に限る。)及び3級 100分の7.77 
 

給料表 職務の級 割合 

行政職給料表 2級以下 100分の4.77 

3級から6級まで 100分の7.77 

7級以上 100分の9.77 

教育職給料表 1級及び2級(40号給以下に限る。) 100分の4.77 

2級(41号給以上に限る。)及び3級 100分の7.77 
 

23から26まで （略） 23から26まで （略） 

 (平成30年4月1日から平成31年3月31日までの間の給与に関する特例

措置) 

 27 平成30年4月1日から平成31年3月31日までの間(次項及び附則第



２ 

旧 新 

29項において「特例期間」という。)においては、行政職給料表の

適用を受ける職員でその職務の級が6級以上であるもの(次項及び

附則第29項において「特定職員」という。)に対する給料月額の支

給に当たっては、給料月額から、給料月額に100分の3を乗じて得た

額に相当する額を減ずる。ただし、給料の調整額、管理職手当、期

末手当及び勤勉手当の額の算出については、本文の規定により減ず

る前の給料月額に基づいて行うものとする。 

 28 特例期間においては、特定職員に係る第8条に規定する勤務1時間

当たりの給与額は、第25条第1項の規定にかかわらず、同項の規定

により算出した給与額から、給料月額に12を乗じ、その額を1週間

当たりの勤務時間に52を乗じたものから1年間における休日等に割

り振られた勤務時間を減じたもので除して得た額に100分の3を乗

じて得た額に相当する額を減じた額とする。 

 29 特例期間においては、特定職員に対する第34条の2第1項から第

6項までの規定による給与の支給に当たっては、これらの項の規定

により算出した給与額から、当該特定職員に適用される次の各号に

掲げる規定の区分に応じ当該各号に定める額に相当する額を減ず

る。 

(1) 第34条の2第1項又は第3項 附則第27項本文に定める額 

(2) 第34条の2第2項又は第4項 附則第27項本文に定める額に

100分の80を乗じて得た額 

(3) 第34条の2第5項又は第6項 附則第27項本文に定める額に、同

条第5項又は第6項の規定により当該特定職員に支給される給与に

係る割合を乗じて得た額 

 30 前3項の規定により給与の支給に当たって減ずることとされる額

を計算する場合において、当該額に1円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てるものとする。 

   改正附則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行する。 
 



３ 

舞鶴市職員の退職手当に関する条例旧新対照表(第10号議案関係) 

旧 新 

附 則 附 則 

1から12まで （略） 1から12まで （略） 

 (平成 30年 4月 1日から平成 31年 3月 31日までの間の退職手当の

額の算出) 

 13 平成 30年 4月 1日から平成 31年 3月 31日までの間における舞鶴

市職員の給与に関する条例の規定による行政職給料表の適用を受け

る職員でその職務の級が 6級以上であるものに支給する退職手当の

額の算出については、同条例附則第 27項本文の規定により減ずる前

の給料月額に基づいて行うものとする。 

    改正附則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



４ 

舞鶴市職員の育児休業等に関する条例旧新対照表 

旧 新 

   附 則    附 則 

1から4まで （略） 1から4まで （略） 

 (平成30年4月1日から平成31年3月31日までの間の部分休業をして

いる職員の給与の取扱いの特例措置) 

 5 平成30年4月1日から平成31年3月31日までの間においては、給与条

例の規定による行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級

が6級以上であるものに対する第25条の規定の適用については、同

条中「給与条例第25条」とあるのは、「給与条例附則第28項」とす

る。 

    改正附則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



５ 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例旧新対照表 

旧 新 

   附 則    附 則 

 (平成30年4月1日から平成31年3月31日までの間の介護休暇及び介

護時間に係る給与の取扱いの特例措置) 

 第7条 平成30年4月1日から平成31年3月31日までの間においては、舞

鶴市職員の給与に関する条例の規定による行政職給料表の適用を

受ける職員でその職務の級が6級以上であるものに対する第15条第

3項及び第15条の2第3項の規定の適用については、これらの項中「同

条例第25条第1項」とあるのは、「同条例附則第28項」とする。 

    改正附則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



６ 

舞鶴市職員の退職手当に関する条例旧新対照表(第11号議案関係) 

旧 新 

附 則 附 則 

1から4まで （略） 1から4まで （略） 

5 当分の間、35年以下の期間勤続して退職した者(舞鶴市職員の退職

手当に関する条例の一部を改正する条例(昭和48年条例第13号。以

下「昭和48年条例第13号」という。)附則第3項の規定に該当する者

を除く。)に対する退職手当の基本額は、第3条、第3条の2及び第6条

から第6条の2の2までの規定により計算した額にそれぞれ100分の

87を乗じて得た額とする。この場合において、第6条の3の3第1項中

「前条」とあるのは、「前条並びに附則第5項」とする。 

5 当分の間、35年以下の期間勤続して退職した者(舞鶴市職員の退職

手当に関する条例の一部を改正する条例(昭和48年条例第13号。以

下「昭和48年条例第13号」という。)附則第3項の規定に該当する者

を除く。)に対する退職手当の基本額は、第3条、第3条の2及び第6条

から第6条の2の2までの規定により計算した額にそれぞれ100分の

83.7を乗じて得た額とする。この場合において、第6条の3の3第1項

中「前条」とあるのは、「前条並びに附則第5項」とする。 

6から12まで （略） 6から12まで （略） 

    改正附則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



７ 

舞鶴市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例(昭和48年条例第13号)旧新対照表 

旧 新 

附 則 附 則 

1及び2 （略） 1及び2 （略） 

(長期勤続者等に対する退職手当に係る特例) (長期勤続者等に対する退職手当に係る特例) 

3 適用日に在職する職員のうち、適用日以後に新条例第3条、第3条

の2又は第6条の規定に該当する退職をし、かつ、その勤続期間が

35年以下である者に対する退職手当の基本額は、当分の間、新条例

第3条、第3条の2及び第6条から第6条の2の2までの規定により計算

した額にそれぞれ100分の87を乗じて得た額とする。 

3 適用日に在職する職員のうち、適用日以後に新条例第3条、第3条

の2又は第6条の規定に該当する退職をし、かつ、その勤続期間が

35年以下である者に対する退職手当の基本額は、当分の間、新条例

第3条、第3条の2及び第6条から第6条の2の2までの規定により計算

した額にそれぞれ100分の83.7を乗じて得た額とする。 

4から6まで （略） 4から6まで （略） 

    改正附則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



８ 

舞鶴市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例(平成19年条例第17号)旧新対照表 

旧 新 

附 則 附 則 

(適用区分) (適用区分) 

第2条 職員が新制度適用職員(職員であって、その者がこの条例の施

行の日(以下「施行日」という。)以後に退職することによりこの条

例による改正後の舞鶴市職員の退職手当に関する条例(以下「新条

例」という。)の規定による退職手当の支給を受けることとなる者

をいう。以下同じ。)として退職した場合において、その者が施行

日の前日に現に退職した理由と同一の理由により退職したものと

し、かつ、その者の同日までの勤続期間及び同日における給料月額

を基礎として、この条例による改正前の舞鶴市職員の退職手当に関

する条例(以下「旧条例」という。)第3条、第3条の2、第6条、第6条

の2及び附則第5項から第7項まで並びに附則第7条の規定による改

正前の舞鶴市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

(昭和48年条例第13号。以下この条及び次条において「条例第13号」

という。)附則第3項から第5項までの規定により計算した額(当該勤

続期間が43年又は44年の者であって、傷病若しくは死亡によらずに

その者の都合により又は公務によらない傷病により退職したもの

にあっては、その者が旧条例第6条の規定に該当する退職をしたも

のとみなし、かつ、その者の当該勤続期間を35年として旧条例附則

第5項の規定の例により計算して得られる額)にそれぞれ100分の

87(当該勤続期間が20年以上の者(42年以下の者で傷病又は死亡に

よらずにその者の都合により退職したもの及び37年以上42年以下

の者で公務によらない傷病により退職したものを除く。)にあって

は、104分の87)を乗じて得た額が、新条例第2条の3から第3条の2ま

で、第6条から第6条の2の2まで、第6条の3の2及び第6条の3の3並び

に附則第5項から第7項まで、附則第4条、附則第5条並びに附則第7条

の規定による改正後の条例第13号附則第3項から第5項までの規定

により計算した退職手当の額(以下「新条例等退職手当額」という。)

第2条 職員が新制度適用職員(職員であって、その者がこの条例の施

行の日(以下「施行日」という。)以後に退職することによりこの条

例による改正後の舞鶴市職員の退職手当に関する条例(以下「新条

例」という。)の規定による退職手当の支給を受けることとなる者

をいう。以下同じ。)として退職した場合において、その者が施行

日の前日に現に退職した理由と同一の理由により退職したものと

し、かつ、その者の同日までの勤続期間及び同日における給料月額

を基礎として、この条例による改正前の舞鶴市職員の退職手当に関

する条例(以下「旧条例」という。)第3条、第3条の2、第6条、第6条

の2及び附則第5項から第7項まで並びに附則第7条の規定による改

正前の舞鶴市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

(昭和48年条例第13号。以下この条及び次条において「条例第13号」

という。)附則第3項から第5項までの規定により計算した額(当該勤

続期間が43年又は44年の者であって、傷病若しくは死亡によらずに

その者の都合により又は公務によらない傷病により退職したもの

にあっては、その者が旧条例第6条の規定に該当する退職をしたも

のとみなし、かつ、その者の当該勤続期間を35年として旧条例附則

第5項の規定の例により計算して得られる額)にそれぞれ100分の

83.7(当該勤続期間が20年以上の者(42年以下の者で傷病又は死亡

によらずにその者の都合により退職したもの及び37年以上42年以

下の者で公務によらない傷病により退職したものを除く。)にあっ

ては、104分の83.7)を乗じて得た額が、新条例第2条の3から第3条

の2まで、第6条から第6条の2の2まで、第6条の3の2及び第6条の3の

3並びに附則第5項から第7項まで、附則第4条、附則第5条並びに附

則第7条の規定による改正後の条例第13号附則第3項から第5項まで

の規定により計算した退職手当の額(以下「新条例等退職手当額」



９ 

旧 新 

よりも多いときは、これらの規定にかかわらず、その多い額をもっ

てその者に支給すべきこれらの規定による退職手当の額とする。 

という。)よりも多いときは、これらの規定にかかわらず、その多

い額をもってその者に支給すべきこれらの規定による退職手当の

額とする。 

    改正附則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



１０ 

舞鶴市職員定数条例旧新対照表 

旧 新 

(職員の定数) 

第2条 職員の定数は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 議会の事務局の職員               9人 

(2) 市長の事務部局の職員             609人 

(3) 選挙管理委員会の事務局の職員          

(4) 公平委員会の事務局の職員 

(5) 農業委員会の事務局の職員 

(6) 監査委員の事務局の職員             4人 

(7) 教育委員会の事務局及び教育委員会の所管に属する 

教育機関の職員                  185人 

(8) 消防機関の職員                125人 

(9) 公営企業の職員                 

ア 水道事業                   70人 

イ 病院事業                   280人 

    計                     1,282人 

(職員の定数) 

第2条 職員の定数は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 議会の事務局の職員               8人 

(2) 市長の事務部局の職員             570人 

(3) 選挙管理委員会の事務局の職員          

(4) 公平委員会の事務局の職員 

(5) 農業委員会の事務局の職員 

(6) 監査委員の事務局の職員             4人 

(7) 教育委員会の事務局及び教育委員会の所管に属する 

教育機関の職員                  30人 

(8) 消防機関の職員                125人 

(9) 公営企業の職員                 

ア 水道事業及び下水道事業            75人 

イ 病院事業                   65人 

    計                      877人 

    改正附則 

 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



１１ 

財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例旧新対照表 

旧 新 

財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例 財産の交換、譲与、無償貸付け等に関する条例 

(趣旨) (趣旨) 

第1条 財産の交換、譲与、無償貸付等に関しては、この条例の定め

るところによる。 

第1条 財産の交換、譲与、無償貸付け等に関しては、この条例の定

めるところによる。 

(普通財産の交換) (普通財産の交換) 

第2条 普通財産は、次の各号の一に該当するときは、これを他の同

一種類の財産と交換することができる。ただし、価額の差額が、そ

の高価なものの価額の4分の1をこえるときは、この限りでない。 

第2条 普通財産は、次の各号のいずれかに該当するときは、これを

他の同一種類の財産と交換することができる。ただし、価額の差額

が、その高価なものの価額の4分の1を超えるときは、この限りでな

い。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

2 （略） 2 （略） 

(普通財産の譲与又は減額譲渡) (普通財産の譲与又は減額譲渡) 

第3条 普通財産は、次の各号の一に該当するときは、これを譲与し、

又は時価よりも低い価格で譲渡することができる。 

第3条 普通財産は、次の各号のいずれかに該当するときは、これを

譲与し、又は時価よりも低い価格で譲渡することができる。 

(1)から(4)まで （略） (1)から(4)まで （略） 

(普通財産の無償貸付又は減額貸付) (普通財産の無償貸付け、減額貸付け等) 

第4条 普通財産は、次の各号の一に該当するときは、これを無償又

は時価よりも低い価額で貸し付けることができる。 

 (1) 他の地方公共団体その他公共団体又は公共的団体において公

用若しくは公共用又は公益事業の用に供するとき。 

 (2) 地震、火災、水害等の災害により普通財産の貸付けを受けた者

が、当該財産を使用の目的に供し難いと認めるとき。 

第4条 普通財産は、次の各号のいずれかに該当するときは、これを

無償又は時価よりも低い価額で貸し付けることができる。 

 (1) 他の地方公共団体その他公共団体又は公共的団体において公

用若しくは公共用又は公益事業の用に供するとき。 

 (2) 普通財産の貸付けを受けた者が、地震、火災、水害等の災害に

より当該財産を使用の目的に供し難いと認めるとき。 

 2 前項の規定は、貸付け以外の方法により普通財産を使用させる場

合について準用する。 

 (行政財産の無償貸付け、減額貸付け等) 

第5条 前条第1項の規定は、行政財産を貸し付け、又はこれに地上権



１２ 

旧 新 

若しくは地役権を設定する場合について準用する。 

(物品の交換) (物品の交換) 

第5条 （略） 第6条 （略） 

(物品の譲与又は減額譲渡) (物品の譲与又は減額譲渡) 

第6条 物品は、次の各号の一に該当するときは、これを譲与し、又

は時価よりも低い価額で譲渡することができる。 

第7条 物品は、次の各号のいずれかに該当するときは、これを譲与

し、又は時価よりも低い価額で譲渡することができる。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

(物品の無償貸付又は減額貸付) (物品の無償貸付け又は減額貸付け) 

第7条 （略） 第8条 （略） 

    改正附則 

 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



１３ 

舞鶴市の市長及び副市長の給与に関する条例旧新対照表 

旧 新 

附 則 附 則 

1から4まで （略） 1から4まで （略） 

(給与の特例) (給与の特例) 

5 平成29年4月1日から平成30年3月31日までの間、第3条の規定にか

かわらず、市長の給料月額は918,000円とし、副市長の給料月額は

756,000円とする。 

5 平成30年4月1日から平成31年3月31日までの間、第3条の規定にか

かわらず、市長の給料月額は920,530円とし、副市長の給料月額は

757,570円とする。ただし、期末手当の額の算出については、本文

の規定は、適用しない。 

6から12まで （略） 6から12まで （略） 

(期末手当に関する特例措置) (期末手当に関する特例措置) 

13 平成29年4月1日から平成30年3月31日までの間に支給する期末手

当に関する第4条第2項の規定の適用については、同項中「給料及び

扶養手当の月額並びに給料月額の100分の15に相当する額の合計

額」とあるのは「給料及び扶養手当の月額の合計額」とする。 

13 平成30年4月1日から平成31年3月31日までの間に支給する期末手

当に関する第4条第2項の規定の適用については、同項中「給料の月

額及びその額に100分の15を乗じて得た額の合計額」とあるのは「給

料の月額」とする。 

    改正附則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



１４ 

舞鶴市教育長の給与等に関する条例旧新対照表 

旧 新 

附 則 附 則 

1から4まで （略） 1から4まで （略） 

(給料の特例) (給料の特例) 

5 平成29年4月1日から平成30年3月31日までの間、第3条の規定にか

かわらず、教育長の給料月額は666,000円とする。 

5 平成30年4月1日から平成31年3月31日までの間、第3条の規定にか

かわらず、教育長の給料月額は667,360円とする。ただし、期末手

当の額の算出については、本文の規定は、適用しない。 

(期末手当に関する特例) (期末手当に関する特例) 

6 平成29年4月1日から平成30年3月31日までの間に支給する期末手

当に関する第4条第2項の規定の適用については、同項中「給料及び

扶養手当の月額並びに給料月額の100分の15に相当する額の合計

額」とあるのは「給料及び扶養手当の月額の合計額」とする。 

6 平成30年4月1日から平成31年3月31日までの間に支給する期末手

当に関する第4条第2項の規定の適用については、同項中「給料の月

額及びその額に100分の15を乗じて得た額の合計額」とあるのは「給

料の月額」とする。 

    改正附則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



１５ 

舞鶴市の特別職の職員で常勤のものの退職手当に関する条例旧新対照表 

旧 新 

附 則 附 則 

1から3まで （略） 1から3まで （略） 

(適用区分) (平成 30年 4月 1日から平成 31年 3月 31日までの間の退職手当の

額の算出) 

 4 平成 30年 4月 1日から平成 31年 3月 31日までの間における退職

手当の額の算出については、舞鶴市の市長及び副市長の給与に関す

る条例(昭和 40年条例第 24号)附則第 5項本文及び舞鶴市教育長の

給与等に関する条例(平成 27 年条例第 2 号)附則第 5 項本文の規定

は、適用しない。 

    改正附則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



１６ 

舞鶴市土地開発基金条例旧新対照表 

旧 新 

(基金の額) (基金の額) 

第2条 （略） 第2条 （略） 

2 必要があるときは、予算の定めるところにより基金に追加して積

立てをすることができる。 

2 必要があるときは、予算の定めるところにより基金に追加して積

立てをし、又はその処分をすることができる。 

3 前項の規定により積立てが行われたときは、基金の額は、積立金

相当額増加するものとする。 

3 前項の規定により積立て又は処分が行われたときは、基金の額は、

積立金相当額増加し、又は処分額相当額減少するものとする。 

    改正附則 

 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



１７ 

舞鶴市組織及び分掌事務に関する条例旧新対照表 

旧 新 

(設置) (設置) 

第1条 地方自治法(昭和22年法律第67号)第158条第1項の規定に基づ

き、市長の権限に属する事務を分掌させるため、次の公室及び部を

置く。 

第1条 地方自治法(昭和22年法律第67号)第158条第1項の規定に基づ

き、市長の権限に属する事務を分掌させるため、次の公室及び部を

置く。 

(1) 市長公室 (1) 市長公室 

(2) 政策推進部 (2) 政策推進部 

(3) 総務部 (3) 総務部 

(4) 市民文化環境部 (4) 市民文化環境部 

(5) 福祉部 (5) 福祉部 

(6) 健康・子ども部 (6) 健康・子ども部 

(7) 産業振興部 (7) 産業振興部 

(8) 建設部 (8) 建設部 

(9) 上下水道部 （削除） 

(分掌事務) (分掌事務) 

第2条 公室及び部の分掌する事務は、次のとおりとする。 第2条 公室及び部の分掌する事務は、次のとおりとする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 政策推進部 (2) 政策推進部 

ア 市政の総合的な企画及び調整に関すること。 ア 市政の総合的な企画及び調整に関すること。 

イ 行財政改革の総合調整に関すること。 イ 行財政改革の総合調整に関すること。 

 ウ 移住・定住の促進に関すること。 

ウ 財政に関すること。 エ 財政に関すること。 

(3) 総務部 (3) 総務部 

ア 工事検査並びに技術指導及び調整に関すること。 ア 工事検査並びに技術指導及び調整に関すること。 

イ 契約に関すること。 イ 契約に関すること。 



１８ 

旧 新 

ウ 議会及び市の行政一般に関すること。 ウ 議会及び市の行政一般に関すること。 

エ 統計に関すること。 エ 統計に関すること。 

オ 財産管理に関すること。 オ 財産管理に関すること。 

 カ 公共施設の営繕に関すること。 

カ 債権管理に関すること。 キ 債権管理に関すること。 

キ 市税に関すること。 ク 市税に関すること。 

ク 電子情報化に関すること。 ケ 電子情報化に関すること。 

(4)から(7)まで （略） (4)から(7)まで （略） 

(8) 建設部 (8) 建設部 

ア 都市計画に関すること。 ア 都市計画に関すること。 

イ 都市整備に関すること。 イ 都市整備に関すること。 

ウ 道路、河川その他の土木に関すること。 ウ 道路、河川その他の土木に関すること。 

エ 住宅に関すること。 エ 住宅に関すること。 

オ 公共施設の建築に関すること。 （削除） 

(9) 上下水道部 （削除） 

ア 下水道に関すること。  

    改正附則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



１９ 

舞鶴市消防団員等公務災害補償条例旧新対照表 

旧 新 

(損害補償を受ける権利) (損害補償を受ける権利) 

第2条 非常勤消防団員が公務により死亡し、負傷し、若しくは疾病

にかかり、若しくは公務による負傷若しくは疾病により死亡し、若

しくは障害の状態となった場合又は消防法第25条第1項若しくは第

2項若しくは第29条第5項(同法第36条において準用する場合を含

む。)の規定により消防作業に従事した者(以下「消防作業従事者」

という。)、同法第35条の10第1項の規定により救急業務に協力した

者(以下「救急業務協力者」という。)、水防法第24条の規定により

水防に従事した者(以下「水防従事者」という。)若しくは災害対策

基本法第65条第1項(同条第3項(原子力災害対策特別措置法第28条

第2項の規定により読み替えて適用される場合を含む。)において準

用する場合及び原子力災害対策特別措置法第28条第2項の規定によ

り読み替えて適用される場合を含む。)の規定若しくは災害対策基

本法第65条第2項において準用する同法第63条第2項の規定による

応急措置の業務に従事した者(以下「応急措置従事者」という。)が

消防作業若しくは水防(以下「消防作業等」という。)に従事し、救

急業務に協力し、若しくは応急措置の業務に従事したことにより死

亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、若しくは消防作業等に従事

し、救急業務に協力し、若しくは応急措置の業務に従事したことに

よる負傷若しくは疾病により死亡し、若しくは障害の状態となった

場合は、市長は、損害補償を受けるべき者に対して、その者がこの

条例によって損害補償を受ける権利を有する旨を速やかに通知し

なければならない。 

第2条 非常勤消防団員が公務により死亡し、負傷し、若しくは疾病

にかかり、若しくは公務による負傷若しくは疾病により死亡し、若

しくは障害の状態となった場合又は消防法第25条第1項若しくは第

2項若しくは第29条第5項(これらの規定を同法第36条第8項におい

て準用する場合を含む。)の規定により消防作業に従事した者(以下

「消防作業従事者」という。)、同法第35条の10第1項の規定により

救急業務に協力した者(以下「救急業務協力者」という。)、水防法

第24条の規定により水防に従事した者(以下「水防従事者」という。)

若しくは災害対策基本法第65条第1項(同条第3項(原子力災害対策

特別措置法第28条第2項の規定により読み替えて適用される場合を

含む。)において準用する場合及び原子力災害対策特別措置法第

28条第2項の規定により読み替えて適用される場合を含む。)の規定

若しくは災害対策基本法第65条第2項において準用する同法第63条

第2項の規定による応急措置の業務に従事した者(以下「応急措置従

事者」という。)が消防作業若しくは水防(以下「消防作業等」とい

う。)に従事し、救急業務に協力し、若しくは応急措置の業務に従

事したことにより死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、若しく

は消防作業等に従事し、救急業務に協力し、若しくは応急措置の業

務に従事したことによる負傷若しくは疾病により死亡し、若しくは

障害の状態となった場合は、市長は、損害補償を受けるべき者に対

して、その者がこの条例によって損害補償を受ける権利を有する旨

を速やかに通知しなければならない。 

(補償基礎額) (補償基礎額) 

第5条 （略） 第5条 （略） 

2 （略） 2 （略） 
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3 次の各号のいずれかに該当する者で、非常勤消防団員又は消防作

業従事者等(以下「非常勤消防団員等」という。)の死亡若しくは負

傷の原因である事故が発生した日又は診断により死亡の原因であ

る疾病の発生が確定した日若しくは診断により疾病の発生が確定

した日において、他の生計の道がなく主として非常勤消防団員等の

扶養を受けていたものを扶養親族とし、扶養親族のある非常勤消防

団員等については、前項の規定による金額に、第1号に該当する扶

養親族については333円を、第2号に該当する扶養親族については

1人につき267円(非常勤消防団員等に第1号に該当する者がない場

合には、そのうち1人については333円)を、第3号から第6号までの

いずれかに該当する扶養親族については1人につき217円(非常勤消

防団員等に第1号に該当する者及び第2号に該当する扶養親族がな

い場合には、そのうち1人については300円)を、それぞれ加算して

得た額をもって補償基礎額とする。 

3 次の各号のいずれかに該当する者で、非常勤消防団員又は消防作

業従事者等(以下「非常勤消防団員等」という。)の死亡若しくは負

傷の原因である事故が発生した日又は診断により死亡の原因であ

る疾病の発生が確定した日若しくは診断により疾病の発生が確定

した日において、他の生計の道がなく主として非常勤消防団員等の

扶養を受けていたものを扶養親族とし、扶養親族のある非常勤消防

団員等については、前項の規定による金額に、第1号又は第3号から

第6号までのいずれかに該当する扶養親族については1人につき

217円を、第2号に該当する扶養親族については1人につき333円を、

それぞれ加算して得た額をもって補償基礎額とする。 

(1)から(6)まで （略） (1)から(6)まで （略） 

4 （略） 4 （略） 

    改正附則 

 (施行期日) 

1 この条例は、平成30年4月1から施行する。 

 (経過措置) 

2 この条例による改正後の第5条第3項の規定は、この条例の施行の

日以後に支給すべき事由の生じた舞鶴市消防団員等公務災害補償

条例第5条第1項に規定する損害補償(以下この項において「損害補

償」という。)並びに同日前に支給すべき事由の生じた同日以後の

期間に係る同条例第4条第3号に規定する傷病補償年金、同条第4号

アに規定する障害補償年金及び同条第6号アに規定する遺族補償年

金(以下この項において「傷病補償年金等」という。)について適用

し、同日前に支給すべき事由の生じた損害補償(傷病補償年金等を 



２１ 

旧 新 

 除く。)及び同日前に支給すべき事由の生じた同日前の期間に係る傷

病補償年金等については、なお従前の例による。 
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 (防火対象物の消防用設備等の状況の公表) 

第 50条の 2 消防長は、防火対象物を利用しようとする者の防火安全

性の判断に資するため、防火対象物の消防用設備等の状況が法、令

若しくはこれに基づく命令又はこの条例の規定に違反する場合は、

その旨を公表することができる。 

2 消防長は、前項の規定による公表をしようとするときは、当該防

火対象物の関係者にその旨を通知するものとする。 

3 第 1 項の規定による公表の対象となる防火対象物及び違反の内容

並びに公表の手続は、規則で定める。 

別表第 9(第 50条関係) 別表第 9(第 50条関係) 

手数料を徴収する事

務 

手数料の額 

(3) 法第11条第1項

前段の規定に基づ

く貯蔵所の設置の

許可の申請に対す

る審査 

ア 屋内貯蔵所の設置の許可の申請に係る審査 

次に掲げる屋内貯蔵所の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額 

(ア) 指定数量の倍数が 10以下の屋内貯蔵所 

20,000円 

(イ) 指定数量の倍数が 10 を超え 50 以下の

屋内貯蔵所 26,000円 

(ウ) 指定数量の倍数が 50を超え 100以下の

屋内貯蔵所 39,000円 

(エ) 指定数量の倍数が 100 を超え 200 以下

の屋内貯蔵所 52,000円 

(オ) 指定数量の倍数が 200 を超える屋内貯

蔵所 66,000円 

イ 屋外タンク貯蔵所(特定屋外タンク貯蔵所、 

手数料を徴収する事

務 

手数料の額 

(3) 法第11条第1項

前段の規定に基づ

く貯蔵所の設置の

許可の申請に対す

る審査 

ア 屋内貯蔵所の設置の許可の申請に係る審査 

次に掲げる屋内貯蔵所の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額 

(ア) 指定数量の倍数が 10以下の屋内貯蔵所 

20,000円 

(イ) 指定数量の倍数が 10 を超え 50 以下の

屋内貯蔵所 26,000円 

(ウ) 指定数量の倍数が 50を超え 100以下の

屋内貯蔵所 39,000円 

(エ) 指定数量の倍数が 100 を超え 200 以下

の屋内貯蔵所 52,000円 

(オ) 指定数量の倍数が 200 を超える屋内貯

蔵所 66,000円 

イ 屋外タンク貯蔵所(特定屋外タンク貯蔵所、 
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 準特定屋外タンク貯蔵所及び岩盤タンクに係

る屋外タンク貯蔵所を除く。)の設置の許可の

申請に係る審査 次に掲げる屋外タンク貯蔵

所の区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

(ア) 指定数量の倍数が 100 以下の屋外タン

ク貯蔵所 20,000円 

(イ) 指定数量の倍数が 100を超え 10,000以

下の屋外タンク貯蔵所 26,000円 

(ウ) 指定数量の倍数が 10,000を超える屋外

タンク貯蔵所 39,000円 

ウ 準特定屋外タンク貯蔵所(岩盤タンクに係

る屋外タンク貯蔵所を除く。)の設置の許可の

申請に係る審査 530,000円 

エ 特定屋外タンク貯蔵所(浮き屋根を有する

特定屋外貯蔵タンクのうち危険物規則第 20条

の 4 第 2 項第 3 号に定める構造を有しなけれ

ばならないものに係る特定屋外タンク貯蔵所

(オにおいて「浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵

所」という。)、浮き蓋付きの特定屋外貯蔵タ

ンクのうち危険物規則第 22条の 2第 1号ハに

定める構造を有しなければならないものに係

る特定屋外タンク貯蔵所(オにおいて「浮き蓋

付特定屋外タンク貯蔵所」という。)及び岩盤

タンクに係る屋外タンク貯蔵所を除く。)の設

置の許可の申請に係る審査 次に掲げる特定

屋外タンク貯蔵所の区分に応じ、それぞれ次

に定める金額 

 (ア) 危険物の貯蔵最大数量が 1,000 キロリ 

 準特定屋外タンク貯蔵所及び岩盤タンクに係

る屋外タンク貯蔵所を除く。)の設置の許可の

申請に係る審査 次に掲げる屋外タンク貯蔵

所の区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

(ア) 指定数量の倍数が 100 以下の屋外タン

ク貯蔵所 20,000円 

(イ) 指定数量の倍数が 100を超え 10,000以

下の屋外タンク貯蔵所 26,000円 

(ウ) 指定数量の倍数が 10,000を超える屋外

タンク貯蔵所 39,000円 

ウ 準特定屋外タンク貯蔵所(岩盤タンクに係

る屋外タンク貯蔵所を除く。)の設置の許可の

申請に係る審査 570,000円 

エ 特定屋外タンク貯蔵所(浮き屋根を有する

特定屋外貯蔵タンクのうち危険物規則第 20条

の 4 第 2 項第 3 号に定める構造を有しなけれ

ばならないものに係る特定屋外タンク貯蔵所

(オにおいて「浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵

所」という。)、浮き蓋付きの特定屋外貯蔵タ

ンクのうち危険物規則第 22条の 2第 1号ハに

定める構造を有しなければならないものに係

る特定屋外タンク貯蔵所(オにおいて「浮き蓋

付特定屋外タンク貯蔵所」という。)及び岩盤

タンクに係る屋外タンク貯蔵所を除く。)の設

置の許可の申請に係る審査 次に掲げる特定

屋外タンク貯蔵所の区分に応じ、それぞれ次

に定める金額 

 (ア) 危険物の貯蔵最大数量が 1,000 キロリ 
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 ットル以上 5,000 キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 830,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が 5,000 キロリ

ットル以上 10,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 1,010,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が 10,000キロリ

ットル以上 50,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 1,120,000円 

(エ) 危険物の貯蔵最大数量が 50,000キロリ

ットル以上 100,000 キロリットル未満の特

定屋外タンク貯蔵所 1,420,000円 

(オ) 危険物の貯蔵最大数量が 100,000 キロ

リットル以上 200,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 1,660,000円 

(カ) 危険物の貯蔵最大数量が 200,000 キロ

リットル以上 300,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 3,880,000円 

(キ) 危険物の貯蔵最大数量が 300,000 キロ

リットル以上 400,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 5,100,000円 

(ク) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リットル以上の特定屋外タンク貯蔵所 

6,290,000円 

オ 浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き

蓋付特定屋外タンク貯蔵所の設置の許可の申

請に係る審査 次に掲げる浮き屋根式特定屋

外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タンク

貯蔵所の区分に応じ、それぞれ次に定める金 

 ットル以上 5,000 キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 880,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が 5,000 キロリ

ットル以上 10,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 1,070,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が 10,000キロリ

ットル以上 50,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 1,200,000円 

(エ) 危険物の貯蔵最大数量が 50,000キロリ

ットル以上 100,000 キロリットル未満の特

定屋外タンク貯蔵所 1,520,000円 

(オ) 危険物の貯蔵最大数量が 100,000 キロ

リットル以上 200,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 1,780,000円 

(カ) 危険物の貯蔵最大数量が 200,000 キロ

リットル以上 300,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 4,070,000円 

(キ) 危険物の貯蔵最大数量が 300,000 キロ

リットル以上 400,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 5,340,000円 

(ク) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リットル以上の特定屋外タンク貯蔵所 

6,490,000円 

オ 浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き

蓋付特定屋外タンク貯蔵所の設置の許可の申

請に係る審査 次に掲げる浮き屋根式特定屋

外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タンク

貯蔵所の区分に応じ、それぞれ次に定める金 
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 額 

(ア) 危険物の貯蔵最大数量が 1,000 キロリ

ットル以上 5,000 キロリットル未満の浮き

屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付

特定屋外タンク貯蔵所 1,130,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が 5,000 キロリ

ットル以上 10,000キロリットル未満の浮き

屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付

特定屋外タンク貯蔵所 1,340,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が 10,000キロリ

ットル以上 50,000キロリットル未満の浮き

屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付

特定屋外タンク貯蔵所 1,500,000円 

(エ) 危険物の貯蔵最大数量が 50,000キロリ

ットル以上 100,000 キロリットル未満の浮

き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋

付特定屋外タンク貯蔵所 1,830,000円 

(オ) 危険物の貯蔵最大数量が 100,000 キロ

リットル以上 200,000 キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き

蓋付特定屋外タンク貯蔵所 2,140,000円 

(カ) 危険物の貯蔵最大数量が 200,000 キロ

リットル以上 300,000 キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き

蓋付特定屋外タンク貯蔵所 4,350,000円 

(キ) 危険物の貯蔵最大数量が 300,000 キロ

リットル以上 400,000 キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き 

 額 

(ア) 危険物の貯蔵最大数量が 1,000 キロリ

ットル以上 5,000 キロリットル未満の浮き

屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付

特定屋外タンク貯蔵所 1,180,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が 5,000 キロリ

ットル以上 10,000キロリットル未満の浮き

屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付

特定屋外タンク貯蔵所 1,410,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が 10,000キロリ

ットル以上 50,000キロリットル未満の浮き

屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付

特定屋外タンク貯蔵所 1,580,000円 

(エ) 危険物の貯蔵最大数量が 50,000キロリ

ットル以上 100,000 キロリットル未満の浮

き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋

付特定屋外タンク貯蔵所 1,940,000円 

(オ) 危険物の貯蔵最大数量が 100,000 キロ

リットル以上 200,000 キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き

蓋付特定屋外タンク貯蔵所 2,260,000円 

(カ) 危険物の貯蔵最大数量が 200,000 キロ

リットル以上 300,000 キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き

蓋付特定屋外タンク貯蔵所 4,550,000円 

(キ) 危険物の貯蔵最大数量が 300,000 キロ

リットル以上 400,000 キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き 
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 蓋付特定屋外タンク貯蔵所 5,570,000円 

(ク) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リットル以上の浮き屋根式特定屋外タンク

貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所 

6,770,000円 

カ 岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所の設置

の許可の申請に係る審査 次に掲げる屋外タ

ンク貯蔵所の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額 

(ア) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リ ッ ト ル 未満 の 屋外 タ ン ク 貯蔵所 

5,750,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リットル以上 500,000 キロリットル未満の

屋外タンク貯蔵所 7,250,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が 500,000 キロ

リ ッ ト ル 以上 の 屋外 タ ン ク 貯蔵所 

10,700,000円 

キ 屋内タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係

る審査 26,000円 

ク 地下タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係

る審査 次に掲げる地下タンク貯蔵所の区分 

に応じ、それぞれ次に定める金額 

(ア) 指定数量の倍数が 100 以下の地下タン

ク貯蔵所 26,000円 

(イ) 指定数量の倍数が 100 を超える地下タ

ンク貯蔵所 39,000円 

ケ 簡易タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係 

 蓋付特定屋外タンク貯蔵所 5,820,000円 

(ク) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リットル以上の浮き屋根式特定屋外タンク

貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所 

7,070,000円 

カ 岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所の設置

の許可の申請に係る審査 次に掲げる屋外タ

ンク貯蔵所の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額 

(ア) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リ ッ ト ル 未満 の 屋外 タ ン ク 貯蔵所 

5,930,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リットル以上 500,000 キロリットル未満の

屋外タンク貯蔵所 7,470,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が 500,000 キロ

リ ッ ト ル 以上 の 屋外 タ ン ク 貯蔵所 

10,900,000円 

キ 屋内タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係

る審査 26,000円 

ク 地下タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係

る審査 次に掲げる地下タンク貯蔵所の区分 

に応じ、それぞれ次に定める金額 

(ア) 指定数量の倍数が 100 以下の地下タン

ク貯蔵所 26,000円 

(イ) 指定数量の倍数が 100 を超える地下タ

ンク貯蔵所 39,000円 

ケ 簡易タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係 
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 る審査 13,000円 

コ 移動タンク貯蔵所(サに規定する移動タン

ク貯蔵所を除く。)の設置の許可の申請に係る

審査 26,000円 

サ 積載式移動タンク貯蔵所又は航空機若しく

は船舶の燃料タンクに直接給油するための給

油設備を備えた移動タンク貯蔵所の設置の許

可の申請に係る審査 39,000円 

シ 屋外貯蔵所の設置の許可の申請に係る審査 

13,000円 

(15) 法第 11 条の

2第 1項の規定に基

づく製造所、貯蔵所

又は取扱所の設置

の許可に係る完成

検査前検査 

ア 水張検査 次に掲げるタンクの区分に応

じ、それぞれ次に定める金額 

(ア) 容量 10,000 リットル以下のタンク 

6,000円 

(イ) 容量 10,000リットルを超え 1,000,000 

リットル以下のタンク 11,000円 

(ウ )  容量 1,000,000 リットルを超え

2,000,000 リ ッ ト ル 以 下 の タ ン ク 

15,000円 

(エ) 容量 2,000,000 リットルを超えるタン

ク 15,000 円に 1,000,000 リットル又は

1,000,000 リットルに満たない端数を増す

ごとに 4,400円を加えた金額 

イ 水圧検査 次に掲げるタンクの区分に応

じ、それぞれ次に定める金額 

(ア )  容量 600 リットル以下のタンク 

6,000円 

 (イ) 容量 600リットルを超え 10,000リット

 る審査 13,000円 

コ 移動タンク貯蔵所(サに規定する移動タン

ク貯蔵所を除く。)の設置の許可の申請に係る

審査 26,000円 

サ 積載式移動タンク貯蔵所又は航空機若しく

は船舶の燃料タンクに直接給油するための給

油設備を備えた移動タンク貯蔵所の設置の許

可の申請に係る審査 39,000円 

シ 屋外貯蔵所の設置の許可の申請に係る審査 

13,000円 

(15) 法第 11 条の

2第 1項の規定に基

づく製造所、貯蔵所

又は取扱所の設置

の許可に係る完成

検査前検査 

ア 水張検査 次に掲げるタンクの区分に応

じ、それぞれ次に定める金額 

(ア) 容量 10,000 リットル以下のタンク 

6,000円 

(イ) 容量 10,000リットルを超え 1,000,000 

リットル以下のタンク 11,000円 

(ウ )  容量 1,000,000 リットルを超え

2,000,000 リ ッ ト ル 以 下 の タ ン ク 

15,000円 

(エ) 容量 2,000,000 リットルを超えるタン

ク 15,000 円に 1,000,000 リットル又は

1,000,000 リットルに満たない端数を増す

ごとに 4,400円を加えた金額 

イ 水圧検査 次に掲げるタンクの区分に応

じ、それぞれ次に定める金額 

(ア )容量 600 リットル以下のタンク 

6,000円 

 (イ) 容量 600リットルを超え 10,000リット
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ル以下のタンク 11,000円 

(ウ) 容量 10,000 リットルを超え 20,000 リ

ットル以下のタンク 15,000円 

(エ) 容量 20,000 リットルを超えるタンク 

15,000円に 10,000リットル又は 10,000リ

ットルに満たない端数を増すごとに

4,400円を加えた金額 

ウ 基礎・地盤検査 次に掲げる特定屋外タン

ク貯蔵所の区分に応じ、それぞれ次に定める

金額 

(ア) 危険物の貯蔵最大数量が 1,000 キロリ

ットル以上 5,000 キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 410,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が 5,000 キロリ

ットル以上 10,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 540,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が 10,000キロリ

ットル以上 50,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 700,000円 

(エ) 危険物の貯蔵最大数量が 50,000キロリ

ットル以上 100,000 キロリットル未満の特

定屋外タンク貯蔵所 920,000円 

(オ) 危険物の貯蔵最大数量が 100,000 キロ

リットル以上 200,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 1,040,000円 

(カ) 危険物の貯蔵最大数量が 200,000 キロ

リットル以上 300,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 1,600,000円 

ル以下のタンク 11,000円 

(ウ) 容量 10,000 リットルを超え 20,000 リ

ットル以下のタンク 15,000円 

(エ) 容量 20,000 リットルを超えるタンク 

15,000円に 10,000リットル又は 10,000リ

ットルに満たない端数を増すごとに

4,400円を加えた金額 

ウ 基礎・地盤検査 次に掲げる特定屋外タン

ク貯蔵所の区分に応じ、それぞれ次に定める

金額 

(ア) 危険物の貯蔵最大数量が 1,000 キロリ

ットル以上 5,000 キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 420,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が 5,000 キロリ

ットル以上 10,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 560,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が 10,000キロリ

ットル以上 50,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 730,000円 

(エ) 危険物の貯蔵最大数量が 50,000キロリ

ットル以上 100,000 キロリットル未満の特

定屋外タンク貯蔵所 960,000円 

(オ) 危険物の貯蔵最大数量が 100,000 キロ

リットル以上 200,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 1,090,000円 

(カ) 危険物の貯蔵最大数量が 200,000 キロ

リットル以上 300,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 1,660,000円 
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 (キ) 危険物の貯蔵最大数量が 300,000 キロ

リットル以上 400,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 1,820,000円 

(ク) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リットル以上の特定屋外タンク貯蔵所 

2,030,000円 

エ 溶接部検査 次に掲げる特定屋外タンク貯

蔵所の区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

(ア) 危険物の貯蔵最大数量が 1,000 キロリ

ットル以上 5,000 キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 490,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が 5,000 キロリ

ットル以上 10,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 630,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が 10,000キロリ

ットル以上 50,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 990,000円 

(エ) 危険物の貯蔵最大数量が 50,000キロリ

ットル以上 100,000 キロリットル未満の特

定屋外タンク貯蔵所 1,310,000円 

(オ) 危険物の貯蔵最大数量が 100,000 キロ

リットル以上 200,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 1,720,000円 

(カ) 危険物の貯蔵最大数量が 200,000 キロ

リットル以上 300,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 3,320,000円 

(キ) 危険物の貯蔵最大数量が 300,000 キロ

リットル以上 400,000 キロリットル未満の 

 (キ) 危険物の貯蔵最大数量が 300,000 キロ

リットル以上 400,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 1,900,000円 

(ク) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リットル以上の特定屋外タンク貯蔵所 

2,120,000円 

エ 溶接部検査 次に掲げる特定屋外タンク貯

蔵所の区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

(ア) 危険物の貯蔵最大数量が 1,000 キロリ

ットル以上 5,000 キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 530,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が 5,000 キロリ

ットル以上 10,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 680,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が 10,000キロリ

ットル以上 50,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 1,030,000円 

(エ) 危険物の貯蔵最大数量が 50,000キロリ

ットル以上 100,000 キロリットル未満の特

定屋外タンク貯蔵所 1,410,000円 

(オ) 危険物の貯蔵最大数量が 100,000 キロ

リットル以上 200,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 1,780,000円 

(カ) 危険物の貯蔵最大数量が 200,000 キロ

リットル以上 300,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 3,430,000円 

(キ) 危険物の貯蔵最大数量が 300,000 キロ

リットル以上 400,000 キロリットル未満の 
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 特定屋外タンク貯蔵所 4,060,000円 

(ク) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リットル以上の特定屋外タンク貯蔵所 

4,650,000円 

オ 岩盤タンク検査 次に掲げる屋外タンク貯

蔵所の区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

(ア) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リ ッ ト ル 未満 の 屋外 タ ン ク 貯蔵所 

9,100,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リットル以上 500,000 キロリットル未満の

屋外タンク貯蔵所 12,400,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が 500,000 キロ

リ ッ ト ル 以上 の 屋外 タ ン ク 貯蔵所 

17,000,000円 

(17) 法第 14 条の

3第 1項又は第 2項

の規定に基づく特

定屋外タンク貯蔵

所又は移送取扱所

の保安に関する検

査 

ア 特定屋外タンク貯蔵所(岩盤タンクに係る

屋外タンク貯蔵所を除く。)の保安に関する検

査 次に掲げる特定屋外タンク貯蔵所の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額 

(ア) 危険物の貯蔵最大数量が 1,000 キロリ

ットル以上 5,000 キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 310,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が 5,000 キロリ

ットル以上 10,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 430,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が 10,000キロリ

ットル以上 50,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 720,000円 

 特定屋外タンク貯蔵所 4,190,000円 

(ク) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リットル以上の特定屋外タンク貯蔵所 

4,800,000円 

オ 岩盤タンク検査 次に掲げる屋外タンク貯

蔵所の区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

(ア) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リ ッ ト ル 未満 の 屋外 タ ン ク 貯蔵所 

9,320,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リットル以上 500,000 キロリットル未満の

屋外タンク貯蔵所 12,600,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が 500,000 キロ

リ ッ ト ル 以上 の 屋外 タ ン ク 貯蔵所 

17,300,000円 

(17) 法第 14 条の

3第 1項又は第 2項

の規定に基づく特

定屋外タンク貯蔵

所又は移送取扱所

の保安に関する検

査 

ア 特定屋外タンク貯蔵所(岩盤タンクに係る

屋外タンク貯蔵所を除く。)の保安に関する検

査 次に掲げる特定屋外タンク貯蔵所の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額 

(ア) 危険物の貯蔵最大数量が 1,000 キロリ

ットル以上 5,000 キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 320,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が 5,000 キロリ

ットル以上 10,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 460,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が 10,000キロリ

ットル以上 50,000キロリットル未満の特定

屋外タンク貯蔵所 750,000円 
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 (エ) 危険物の貯蔵最大数量が 50,000キロリ

ットル以上 100,000 キロリットル未満の特

定屋外タンク貯蔵所 960,000円 

(オ) 危険物の貯蔵最大数量が 100,000 キロ

リットル以上 200,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 1,210,000円 

(カ) 危険物の貯蔵最大数量が 200,000 キロ

リットル以上 300,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 2,950,000円 

(キ) 危険物の貯蔵最大数量が 300,000 キロ

リットル以上 400,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 3,620,000円 

(ク) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リットル以上の特定屋外タンク貯蔵所 

4,170,000円 

イ 岩盤タンクに係る特定屋外タンク貯蔵所の

保安に関する検査 次に掲げる特定屋外タン

ク貯蔵所の区分に応じ、それぞれ次に定める

金額 

(ア) 危険物の貯蔵最大数量が 1,000 キロリ

ットル以上 400,000 キロリットル未満の特

定屋外タンク貯蔵所 2,660,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リットル以上 500,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 3,190,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が 500,000 キロ

リットル以上の特定屋外タンク貯蔵所 

4,790,000円 

 (エ) 危険物の貯蔵最大数量が 50,000キロリ

ットル以上 100,000 キロリットル未満の特

定屋外タンク貯蔵所 1,020,000円 

(オ) 危険物の貯蔵最大数量が 100,000 キロ

リットル以上 200,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 1,300,000円 

(カ) 危険物の貯蔵最大数量が 200,000 キロ

リットル以上 300,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 3,150,000円 

(キ) 危険物の貯蔵最大数量が 300,000 キロ

リットル以上 400,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 3,870,000円 

(ク) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リットル以上の特定屋外タンク貯蔵所 

4,460,000円 

イ 岩盤タンクに係る特定屋外タンク貯蔵所の

保安に関する検査 次に掲げる特定屋外タン

ク貯蔵所の区分に応じ、それぞれ次に定める

金額 

(ア) 危険物の貯蔵最大数量が 1,000 キロリ

ットル以上 400,000 キロリットル未満の特

定屋外タンク貯蔵所 2,690,000円 

(イ) 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロ

リットル以上 500,000 キロリットル未満の

特定屋外タンク貯蔵所 3,230,000円 

(ウ) 危険物の貯蔵最大数量が 500,000 キロ

リットル以上の特定屋外タンク貯蔵所  

4,830,000円 
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 ウ 移送取扱所の保安に関する検査 次に掲げ

る移送取扱所の区分に応じ、それぞれ次に定

める金額 

(ア) 危険物を移送するための配管に係る最

大常用圧力が 0.95メガパスカル以上であっ

て、かつ、危険物を移送するための配管の

延長が 7キロメートル以上 15キロメートル

以下の移送取扱所 70,000円 

(イ) 危険物を移送するための配管の延長が

15 キロメートルを超える移送取扱所 

70,000 円に危険物を移送するための配管の

延長が 15 キロメートル又は 15 キロメート

ルに満たない端数を増すごとに 17,000円を

加えた金額 

(18) 第 49条第 1項

の届出に係る指定

数量未満の危険物

若しくは指定可燃

物を貯蔵し、又は取

り扱うタンクの検

査 

ア 水張検査 4,000円 

イ 水圧検査 次に掲げるタンクの区分に応

じ、それぞれ次に定める金額 

(ア) 容量 600 リットル以下のタンク 

4,000円 

(イ) 容量 600 リットルを超えるタンク 

7,000円 
 

 ウ 移送取扱所の保安に関する検査 次に掲げ

る移送取扱所の区分に応じ、それぞれ次に定

める金額 

(ア) 危険物を移送するための配管に係る最

大常用圧力が 0.95メガパスカル以上であっ

て、かつ、危険物を移送するための配管の

延長が 7キロメートル以上 15キロメートル

以下の移送取扱所 70,000円 

(イ) 危険物を移送するための配管の延長が

15 キロメートルを超える移送取扱所 

70,000 円に危険物を移送するための配管の

延長が 15 キロメートル又は 15 キロメート

ルに満たない端数を増すごとに 17,000円を

加えた金額 

(18) 第 49条第 1項

の届出に係る指定

数量未満の危険物

若しくは指定可燃

物を貯蔵し、又は取

り扱うタンクの検

査 

ア 水張検査 4,000円 

イ 水圧検査 次に掲げるタンクの区分に応

じ、それぞれ次に定める金額 

(ア) 容量 600 リットル以下のタンク 

4,000円 

(イ) 容量 600 リットルを超えるタンク 

7,000円 

   改正附則 

(施行期日) 

1 この条例中第 50条の次に 1条を加える改正規定は平成 30年 10月

1日から、別表第 9の改正規定及び次項の規定は同年 4月 1日から

施行する。 

 (経過措置) 
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 2 この条例による改正後の別表第 9の規定は、同表の改正規定の施行

の日以後に申請を受けたものから適用し、同日前に申請を受けたも

のは、なお従前の例による。 
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土地改良事業の特別徴収金に関する条例旧新対照表 

旧 新 

土地改良事業の特別徴収金に関する条例 舞鶴市営土地改良事業の特別徴収金に関する条例 

(趣旨) (趣旨) 

第1条 この条例は、本市が行う土地改良事業について、土地改良法

(昭和24年法律第195号。以下「法」という。)第96条の4において準

用する第36条の2の規定により特別徴収金を徴収する場合における

必要な事項を定めるものとする。 

第1条 この条例は、本市が行う土地改良事業に係る土地改良法(昭和

24年法律第195号。以下「法」という。)第96条の4において準用す

る法第36条の2の規定による特別徴収金(以下「特別徴収金」とい

う。)の徴収等について必要な事項を定めるものとする。 

(特別徴収金) (特別徴収金) 

第2条 土地改良事業の施行に係る地域内にある土地につき法第3条

に規定する資格を有する者が、その資格に係る土地の全部又は一部

を次項に定める期間内に、当該土地改良事業の計画において予定す

る用途以外の用途(以下この項において「目的外用途」という。)に

供するため所有権の移転等(所有権の移転又は地上権、賃借権その

他の使用及び収益を目的とする権利の設定若しくは移転をいう。)

をした場合又は当該土地を自ら目的外用途に供した場合には、その

ものから、当該事業に要する費用のうち当該土地に係る部分の額か

ら当該事業の分担金として舞鶴市農林水産事業分担金条例(昭和

43年条例第21号)の規定により課された当該土地に係る部分の額を

差し引いて得た額の全部又は一部を、特別徴収金として市長が定め

るところにより徴収することができる。ただし、当該目的外用途に

供した又は供しようとする土地の面積等が、市長が別に定める基準

に該当しないものについてはこの限りでない。 

第2条 土地改良事業の施行に係る地域内にある土地につき法第3条

に規定する資格を有する者が、その資格に係る土地の全部又は一部

を次項に定める期間内に、当該土地改良事業の計画において予定す

る用途以外の用途(以下この項において「目的外用途」という。)に

供するため所有権の移転等(所有権の移転又は地上権、賃借権その

他の使用及び収益を目的とする権利の設定若しくは移転をいう。)

をした場合又は当該土地を自ら目的外用途に供した場合には、その

者から、当該事業に要する費用のうち当該土地に係る部分の額から

当該事業の分担金として舞鶴市農林水産事業分担金条例(昭和43年

条例第21号)の規定により課された当該土地に係る部分の額を差し

引いて得た額の全部又は一部を、特別徴収金として市長が定めると

ころにより徴収することができる。ただし、当該目的外用途に供し

た又は供しようとする土地の面積等が、市長が別に定める基準に該

当しないものについてはこの限りでない。 

2 前項に定める期間は、法第113条の2第2項の規定に基づく当該土地

改良事業の工事完了の公告の日(その公告において、工事完了の日

が別に示されたときは、その示された日)の属する年度の翌年度(そ

の年度の到来する以前に知事が指定した場合にあっては、その指定

した年度)から起算して8年を経過しない間とする。 

2 前項に定める期間は、法第113条の3第3項の規定に基づく当該土地

改良事業の工事完了の公告の日(その公告において、工事完了の日

が別に示されたときは、その示された日)の属する年度の翌年度(そ

の年度の到来する以前に知事が指定した場合にあっては、その指定

した年度)から起算して8年を経過しない間とする。 

(延滞金)  (特別徴収金の徴収方法) 
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第3条 特別徴収金の徴収を受けたものが、当該徴収に係る納期限ま

でに納付しない場合は、市長は、分担金等に係る規制等に関する条

例(昭和39年条例第21号)の例により当該未納者に対して延滞金を

課することができる。 

第3条 特別徴収金は、年度ごとに一括して徴収するものとする。ただ

し、市長がやむを得ない理由があると認める場合は、特別徴収金を

徴収されるべき者の申請に基づき、分割して徴収することができる。 

(異議の申立て等) 

第4条 特別徴収金の徴収を受けるべきものが、その算定について異

議があるときは、当該処分を知った日の翌日から起算して30日以内

に市長に対して異議を申し立てることができる。 

2 市長は、前項の規定による異議の申立てがあったときは、その申

立てを受理した日から30日以内にこれを決定しなければならない。 

 (特別徴収金の徴収猶予等) 

第4条 市長は、災害その他やむを得ない理由があると認める場合は、

特別徴収金の徴収を猶予し、納期を延長し、又はその額の一部若し

くは全部を減免することができる。 

    改正附則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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舞鶴市における府営土地改良事業分担金徴収条例旧新対照表 

旧 新 

舞鶴市における府営土地改良事業分担金徴収条例 舞鶴市における府営土地改良事業分担金等徴収条例 

(趣旨) (趣旨) 

第1条 この条例は、京都府が施行する土地改良事業に係る土地改良

法(昭和24年法律第195号。以下「法」という。)第91条第3項の規定

による分担金(以下「分担金」という。)の徴収等について必要な事

項を定めるものとする。 

第1条 この条例は、京都府が行う土地改良事業に係る土地改良法(昭

和24年法律第195号。以下「法」という。)第91条第3項の規定によ

る分担金(以下「分担金」という。)並びに法第91条の2第1項及び第

6項の規定による特別徴収金(以下「特別徴収金」という。)の徴収

等について必要な事項を定めるものとする。 

(対象事業) 

第2条 分担金の徴収の対象となる事業(以下「対象事業」という。)

は、京都府が施行する土地改良事業で、法第91条第2項及び第6項の

規定によりその費用の一部を本市が負担することとなるものとす

る。 

 

（削除） 

(分担金の納付義務者) (分担金の徴収) 

第3条 分担金は、対象事業によって利益を受ける者で、当該対象事

業の施行に係る地域内にある土地について法第3条に規定する資格

を有するもの及び土地改良法施行規則(昭和24年農林省令第75号)

第68条の4の11に定めるもの(以下「納付義務者」という。)から徴

収する。 

第2条 分担金は、京都府が行う土地改良事業で、法第91条第2項の規

定によりその費用の一部を本市が負担することとなるものによっ

て利益を受ける者で、当該土地改良事業の施行に係る地域内にある

土地について法第3条に規定する資格を有するもの及び土地改良法

施行規則(昭和24年農林省令第75号)第68条の4の11に定めるもの

(以下「分担金納付義務者」という。)から徴収する。 

(分担金の賦課基準等) (分担金の額) 

第4条 各年度における分担金の総額は、当該年度の対象事業につい

て本市が負担することとなる負担金の額を超えない範囲内におい

て市長が定める額とする。 

第3条 各年度における分担金の総額は、当該年度において前条に規

定する土地改良事業について本市が負担することとなる負担金の

額を超えない範囲内において市長が定める額とする。 

2 各年度において、それぞれの納付義務者に対して賦課する分担金

の額は、前項の分担金の総額に基づき、別に定める賦課基準により

2 各年度において、それぞれの分担金納付義務者に対して賦課する

分担金の額は、前項の分担金の総額に基づき、別に定める賦課基準
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算定した額とする。 により算定した額とする。 

 (特別徴収金の徴収) 

第4条 特別徴収金(法第91条の2第1項の規定によるものに限る。)は、

京都府が行う土地改良事業(法第87条の3第1項の規定により行うも

のを除く。以下この条において同じ。)の施行に係る地域内にある

土地につき、法第3条に規定する資格を有する者が、当該土地改良

事業の工事の完了につき法第113条の3第3項の規定による公告があ

った日(その公告において工事完了の日が示されたときは、その示

された日)の属する年度の翌年度から起算して8年を経過しない間

に、当該土地を当該土地改良事業の計画において予定した用途以外

の用途(以下この項及び次条において「目的外用途」という。)に供

するため所有権の移転等(所有権の移転又は地上権、賃借権その他

の使用及び収益を目的とする権利の設定若しくは移転をいう。以下

この項において同じ。)をした場合又は当該土地を自ら目的外用途

に供した場合(当該土地を目的外用途に供するため所有権の移転等

を受けて、目的外用途に供した場合を除く。)に、その者から徴収

する。 

2 法第113条の3第3項の規定による公告前に、当該土地改良事業の施

行に係る地域の一部のための工事が完了した場合において、市長が

適当と認めたときは、当該地域の一部について当該工事の完了の年

度の翌年度から前項の期間を起算する。 

 (特別徴収金の額) 

第5条 前条第1項の特別徴収金の額は、当該土地改良事業に要する費

用のうち法第91条第6項の規定により市が負担する負担金の額に当

該土地改良事業に係る面積に対する目的外用途に供した土地の面

積の率を乗じて得られる額を基準として、市長が定める。 

 (機構関連事業に係る特別徴収金の徴収) 

第6条 特別徴収金(法第91条の2第6項の規定によるものに限る。)は、
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法第87条の3第1項の規定により京都府が行う土地改良事業(以下

「機構関連事業」という。)の施行に係る地域内にある土地につき、

法第91条の2第6項各号のいずれかに掲げる者が、法第87条の3第7項

において準用する法第87条第5項の規定による当該機構関連事業の

計画を定めた旨を公告した日から、当該機構関連事業の完了につき

法第113条の3第3項の規定による公告があった日(その公告におい

て工事完了の日が示されたときは、その示された日)の属する年度

の翌年度から起算して8年を経過しない間に、法第91条の2第6項各

号に定める場合に該当したときに、その者から徴収する。 

2 前項の特別徴収金の徴収は、法第113条の3第3項の規定による公告

前に当該機構関連事業の施行に係る地域の一部のための工事が完

了した場合において、市長が適当と認めたときは、当該地域の一部

について当該工事の完了の年度の翌年度から起算して8年を経過し

ない間に行うものとする。 

 (機構関連事業に係る特別徴収金の額) 

第7条 第5条の規定は、前条第1項の特別徴収金の額の算定について、

準用する。この場合において、第5条中「土地改良事業」とあるの

は「機構関連事業」と、「目的外用途に供した」とあるのは「法第

91条の2第6項各号に定める場合に該当するに至った」と読み替える

ものとする。 

(分担金の徴収方法) (分担金及び特別徴収金の徴収方法) 

第5条 分担金は、年度ごとに一括して徴収するものとする。ただし、

市長がやむを得ない理由があると認める場合は、当該納付義務者の

申請に基づき、分割して徴収することができる。 

第8条 分担金及び特別徴収金は、年度ごとに一括して徴収するもの

とする。ただし、市長がやむを得ない理由があると認める場合は、

分担金納付義務者及び特別徴収金を徴収されるべき者の申請に基

づき、分割して徴収することができる。 

(分担金の徴収猶予等) (分担金及び特別徴収金の徴収猶予等) 

第6条 市長は、災害その他やむを得ない理由があると認める場合は、 第9条 市長は、災害その他やむを得ない理由があると認める場合は、



３９ 

旧 新 

分担金の徴収を猶予し、納期を延長し、又はその額の一部若しくは

全部を減免することができる。 

分担金及び特別徴収金の徴収を猶予し、納期を延長し、又はその額

の一部若しくは全部を減免することができる。 

(委任) (委任) 

第7条 （略） 第10条 （略） 

    改正附則 

 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



４０ 

舞鶴市水防協議会条例旧新対照表 

旧 新 

(設置) (設置) 

第1条 水防法(昭和24年法律第193号)第33条第1項の規定に基づき、

水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審議するため、舞鶴市

水防協議会(以下「協議会」という。)を置く。 

第1条 水防法(昭和24年法律第193号)第34条第1項の規定に基づき、

水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審議するため、舞鶴市

水防協議会(以下「協議会」という。)を置く。 

(庶務) (庶務) 

第7条 協議会の庶務は、舞鶴市消防本部警防課において行う。 第7条 協議会の庶務は、舞鶴市消防本部において行う。 

   改正附則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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舞鶴市消防長及び消防署長の資格を定める条例旧新対照表 

旧 新 

(消防長の資格) (消防長の資格) 

第2条 消防長の資格は、次のとおりとする。 第2条 消防長の資格は、次のとおりとする。 

 (1) 舞鶴市消防吏員として消防事務に従事した者で、舞鶴市の消

防司令長以上の階級に1年以上あったものであること。 

(1) 舞鶴市消防職員として消防事務に従事した者で、舞鶴市の消

防署長の職又は舞鶴市消防本部におけるこれと同等以上と認め

られる職に1年以上あったものであること。 

(2) 舞鶴市消防職員(消防吏員を除く。)として消防事務に従事し

た者で、舞鶴市消防本部における舞鶴市の消防署長の職と同等以

上と認められる職に1年以上あったものであること。 

(2) 舞鶴市の行政事務に従事した者で、舞鶴市組織及び分掌事務

に関する条例(平成15年条例第21号)第1条に規定する公室及び部

の長の職その他これと同等以上と認められる職に2年以上あった

ものであること。 

(3) 舞鶴市の行政事務に従事した者で、舞鶴市組織及び分掌事務

に関する条例(平成15年条例第21号)第1条に規定する公室及び部

の長の職その他これと同等以上と認められる職に2年以上あった

ものであること。 

    改正附則 

  この条例は、公布の日から施行する。 

 

  



４２ 

舞鶴市国民健康保険条例旧新対照表 

旧 新 

目次 目次 

第 1章 総則(第 1条) 第 1章 総則(第 1条) 

第 2章 国民健康保険運営協議会(第 2条・第 3条) 第 2章 舞鶴市国民健康保険運営協議会(第 2条・第 3条) 

第 2章の 2 被保険者(第 3条の 2・第 3条の 3) 第 2章の 2 被保険者(第 3条の 2・第 3条の 3) 

第 3章 保険給付(第 4条―第 6条の 2) 第 3章 保険給付(第 4条―第 6条の 2) 

第 4章 保健事業(第 7条・第 8条) 第 4章 保健事業(第 7条・第 8条) 

第 5章 保険料(第 9条―第 24条) 第 5章 保険料(第 9条―第 24条) 

第 6章 削除 第 6章 削除 

第 7章 罰則(第 27条―第 30条) 第 7章 罰則(第 27条―第 30条) 

附則 附則 

第 1章 総則 第 1章 総則 

(目的) (目的) 

第 1条 この条例は、国民健康保険法(昭和 33年法律第 192号。以下

「法」という。)の規定に基づき、法令に定めがあるもののほか、

舞鶴市が行う国民健康保険事業について必要な事項を定めること

を目的とする。 

第 1条 この条例は、国民健康保険法(昭和 33年法律第 192号。以下

「法」という。)の規定に基づき、法令に定めがあるもののほか、

舞鶴市が行う国民健康保険事業の事務について必要な事項を定め

ることを目的とする。 

第 2章 国民健康保険運営協議会 第 2章 舞鶴市国民健康保険運営協議会 

(国民健康保険運営協議会の委員の定数) (舞鶴市国民健康保険運営協議会の委員の定数) 

第 2条 国民健康保険運営協議会(以下「協議会」という。)の委員の

定数は、次の各号に定めるところによる。 

第 2 条 法第 11 条第 2 項の規定に基づき設置する舞鶴市国民健康保

険運営協議会(以下「協議会」という。)の委員の定数は、次の各号

に定めるところによる。 

(1)から(4)まで (略)  (1)から(4)まで (略) 

(保険料の賦課額) (保険料の賦課額) 

第 9 条の 2 保険料の賦課額は、被保険者である世帯主及びその世帯 第 9 条の 2 保険料の賦課額は、世帯主の世帯に属する被保険者につ
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に属する被保険者につき算定した基礎賦課額(国民健康保険法施行

令(昭和 33年政令第 362号)第 29条の 7第 1項に規定する基礎賦課

額をいう。以下同じ。)及び後期高齢者支援金等賦課額(同項に規定

する後期高齢者支援金等賦課額をいう。以下同じ。)並びに介護納

付金賦課被保険者(同項に規定する介護納付金賦課被保険者をい

う。以下同じ。)につき算定した介護納付金賦課額(同項に規定する

介護納付金賦課額をいう。以下同じ。)の合算額とする。ただし、

基礎賦課額、後期高齢者支援金等賦課額又は介護納付金賦課額に

10円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

き算定した基礎賦課額(国民健康保険法施行令(昭和 33 年政令第

362号)第 29条の 7第 1項第 1号に規定する基礎賦課額をいう。以

下同じ。)及び後期高齢者支援金等賦課額(同項第 2号に規定する後

期高齢者支援金等賦課額をいう。以下同じ。)並びに介護納付金賦

課被保険者(同項第 3号に規定する介護納付金賦課被保険者をいう。

以下同じ。)につき算定した介護納付金賦課額(同号に規定する介護

納付金賦課額をいう。以下同じ。)の合算額とする。ただし、基礎

賦課額、後期高齢者支援金等賦課額又は介護納付金賦課額に 10 円

未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

(一般被保険者に係る基礎賦課総額) (一般被保険者に係る基礎賦課総額) 

第 9条の 3 保険料の賦課額のうち一般被保険者(法附則第 7条第 1項

に規定する退職被保険者等(以下「退職被保険者等」という。)以外

の被保険者をいう。以下同じ。)に係る基礎賦課額(第 18 条の 2 の

規定により基礎賦課額を減額するものとした場合にあっては、その

減額することになる額を含む。)の総額(以下「基礎賦課総額」とい

う。)は、第 1 号に掲げる額の見込額から第 2 号に掲げる額の見込

額を控除した額を基準として算定した額とする。 

第 9条の 3 保険料の賦課額のうち一般被保険者(法附則第 7条第 1項

に規定する退職被保険者等(以下「退職被保険者等」という。)以外

の被保険者をいう。以下同じ。)に係る基礎賦課額(第 18 条の 2 の

規定により基礎賦課額を減額するものとした場合にあっては、その

減額することになる額を含む。)の総額(以下「基礎賦課総額」とい

う。)は、第 1 号に掲げる額の見込額から第 2 号に掲げる額の見込

額を控除した額を基準として算定した額とする。 

(1) 当該年度における療養の給付に要する費用(一般被保険者に

係るものに限る。)の額から当該給付に係る一部負担金に相当す

る額を控除した額、入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険

外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、

高額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用(一般被

保険者に係るものに限る。)の額、高齢者医療確保法の規定によ

る前期高齢者納付金等(以下「前期高齢者納付金等」という。)の

納付に要する費用の額、保健事業に要する費用の額、法第 81 条

の 2 第 1 項第 1 号に掲げる交付金を交付する事業に係る同条第

2 項の規定による拠出金(当該事業に関する事務の処理に要する

費用に係るものを除く。)の納付に要する費用の額、同条第 1 項

(1) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

  ア 療養の給付に要する費用(一般被保険者に係るものに限る。)

の額から当該給付に係る一部負担金に相当する額を控除した額

並びに入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養

費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養

費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用(一般被保険者

に係るものに限る。)の額 

  イ 国民健康保険事業費納付金(法附則第 22条の規定により読み

替えられた法第 75条の 7第 1項の国民健康保険事業費納付金を

いう。以下この条において同じ。)の納付に要する費用(府が行

う国民健康保険の一般被保険者に係るものに限り、府の国民健
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第 2号に掲げる交付金を交付する事業に係る同条第 2項の規定に

よる拠出金(当該事業に関する事務の処理に要する費用に係るも

のを除く。)の納付に要する費用の額の 2 分の 1 に相当する額並

びにその他の国民健康保険事業に要する費用(国民健康保険の事

務(前期高齢者納付金等、高齢者医療確保法の規定による後期高

齢者支援金等(以下「後期高齢者支援金等」という。)及び高齢者

医療確保法の規定による病床転換支援金等(以下「病床転換支援

金等」という。)並びに介護保険法(平成 9 年法律第 123 号)の規

定による納付金(以下「介護納付金」という。)の納付に関する事

務を含む。次号において同じ。)の執行に要する費用を除く。)の

額(退職被保険者等に係る療養の給付に要する費用の額から当該

給付に係る一部負担金に相当する額を控除した額、退職被保険者

等に係る入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養

費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養費

及び高額介護合算療養費の支給に要する費用の額並びに後期高

齢者支援金等及び病床転換支援金等並びに介護納付金の納付に

要する費用の額を除く。)の合算額から法附則第 7条第 1項第 2号

に規定する調整対象基準額に同号に規定する退職被保険者等所

属割合(以下「退職被保険者等所属割合」という。)を乗じて得た

額を控除した額(高齢者医療確保法の規定による前期高齢者交付

金がある場合には、これを控除した額) 

康保険に関する特別会計において負担する高齢者医療確保法の

規定による後期高齢者支援金等(以下「後期高齢者支援金等」と

いう。)、高齢者医療確保法の規定による病床転換支援金等(以

下「病床転換支援金等」という。)及び介護保険法(平成 9年法

律第 123号)の規定による納付金(以下「介護納付金」という。)

の納付に要する費用に充てる部分を除く。)の額 

  ウ 法第 81条の 2第 4項の財政安定化基金拠出金の納付に要する

費用の額 

  エ 法第 81条の 2第 9項第 2号に規定する財政安定化基金事業借

入金の償還に要する費用の額 

  オ 保健事業に要する費用の額 

  カ その他国民健康保険事業に要する費用(国民健康保険の事務

の執行に要する費用を除く。)の額(退職被保険者等に係る療養

の給付に要する費用の額から当該給付に係る一部負担金に相当

する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時生活療養

費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、

移送費、高額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要する費

用の額並びに府が行う国民健康保険の一般被保険者に係る国民

健康保険事業費納付金の納付に要する費用(府の国民健康保険

に関する特別会計において負担する後期高齢者支援金等及び病

床転換支援金等並びに介護納付金の納付に要する費用に充てる

部分に限る。)及び退職被保険者等に係る国民健康保険事業費納

付金の納付に要する費用の額を除く。) 

(2) 当該年度における法第 70 条の規定による負担金(高齢者医療

確保法の規定による後期高齢者支援金(以下「後期高齢者支援金」

という。)及び高齢者医療確保法の規定による病床転換支援金(以

下「病床転換支援金」という。)並びに介護納付金の納付に要す

る費用に係るものを除く。)、法第 72条の規定による調整交付金

 (2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

  ア 法第 74条の規定による補助金の額 

  イ 法附則第 22条の規定により読み替えられた法第 75条の規定

により交付を受ける補助金(国民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用(府の国民健康保険に関する特別会計において負



４５ 

旧 新 

(後期高齢者支援金及び病床転換支援金並びに介護納付金の納付

に要する費用に係るものを除く。)、法第 72条の 2の規定による

都道府県調整交付金(後期高齢者支援金及び病床転換支援金並び

に介護納付金の納付に要する費用に係るものを除く。)、法第 72条

の 5 の規定による負担金、法第 74 条の規定による補助金、法第

75 条の規定による補助金(後期高齢者支援金等及び病床転換支援

金等並びに介護納付金の納付に要する費用に係るものを除く。)

及び貸付金(後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等並びに介

護納付金の納付に要する費用に係るものを除く。)、法第 81条の

2 第 1 項の規定による交付金並びにその他の国民健康保険事業に

要する費用(国民健康保険の事務の執行に要する費用並びに後期

高齢者支援金等及び病床転換支援金等並びに介護納付金の納付

に要する費用を除く。)のための収入(法第 72 条の 3 第 1 項の規

定による繰入金及び法附則第 7条第 1項の規定による療養給付費

等交付金(以下「療養給付費等交付金」という。)を除く。)の額

の合算額 

担する後期高齢者支援金等、病床転換支援金等及び介護納付金

の納付に要する費用に充てる部分に限る。以下このイにおいて

同じ。)に係るものを除く。)及び同条の規定により貸し付けら

れる貸付金(国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に

係るものを除く。)の額 

  ウ 法第 75条の 2第 1項の国民健康保険保険給付費等交付金(エ

において「国民健康保険保険給付費等交付金」という。)(退職

被保険者等の療養の給付等に要する費用(法附則第 22条の規定

により読み替えられた法第70条第1項に規定する療養の給付等

に要する費用をいう。以下同じ。)に係るものを除く。)の額 

  エ その他国民健康保険事業に要する費用(国民健康保険の事務

の執行に要する費用を除く。)のための収入(法附則第9条第1項

の規定により読み替えられた法第 72条の 3第 1項の規定による

繰入金及び国民健康保険保険給付費等交付金(退職被保険者等

の療養の給付等に要する費用に係るものに限る。)を除く。)の

額 

(一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率) (一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率) 

第 13 条 一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率は、次のとおり

とする。 

第 13 条 一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率は、次のとおり

とする。 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 被保険者均等割 基礎賦課総額の 100分の 30に相当する額を

当該年度の初日における一般被保険者の数で除して得た額 

(2) 被保険者均等割 基礎賦課総額の 100分の 30に相当する額を

当該年度の前年度及びその直前の 2か年度の各年度における一般

被保険者の数等を勘案して算定した数で除して得た額 

(3) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれアからウまでに定めるところにより算定した額 

(3) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれアからウまでに定めるところにより算定した額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 基礎賦課総額の 100分の

20 に相当する額を当該年度の初日における一般被保険者が属

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 基礎賦課総額の 100分の

20に相当する額を当該年度の前年度及びその直前の2か年度の
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する世帯の数から特定同一世帯所属者(法第 6 条第 8 号に該当

したことにより被保険者の資格を喪失した者であって、当該資

格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属するもの

をいう。以下同じ。)と同一の世帯に属する一般被保険者が属

する世帯であって同日の属する月(以下「特定月」という。)以

後 5 年を経過する月までの間にあるもの(当該世帯に他の被保

険者がいない場合に限る。以下「特定世帯」という。)の数に 2分

の 1を乗じて得た数と特定同一世帯所属者と同一の世帯に属す

る一般被保険者が属する世帯であって特定月以後 5年を経過す

る月の翌月から特定月以後 8年を経過する月までの間にあるも

の(当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。以下「特定

継続世帯」という。)の数に 4 分の 1 を乗じて得た数の合計数

を控除した数で除して得た額 

各年度における一般被保険者が属する世帯の数等を勘案して

算定した数から特定同一世帯所属者(法第 6 条第 8 号に該当し

たことにより被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格

を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属するものを

いう。以下同じ。)と同一の世帯に属する一般被保険者が属す

る世帯であって同日の属する月(以下「特定月」という。)以後

5 年を経過する月までの間にあるもの(当該世帯に他の被保険

者がいない場合に限る。以下「特定世帯」という。)の数に 2分

の 1を乗じて得た数と特定同一世帯所属者と同一の世帯に属す

る一般被保険者が属する世帯であって特定月以後 5年を経過す

る月の翌月から特定月以後 8年を経過する月までの間にあるも

の(当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。以下「特定

継続世帯」という。)の数に 4 分の 1 を乗じて得た数の合計数

を控除した数で除して得た額 

イ及びウ (略) イ及びウ (略) 

2 (略)  2 (略) 

(基礎賦課限度額) (基礎賦課限度額) 

第 13条の 6 第 10条又は第 13条の 2の基礎賦課額(一般被保険者と

退職被保険者等が同一の世帯に属する場合には、第 10 条の基礎賦

課額と第 13条の 2の基礎賦課額との合算額をいう。第 17条及び第

18条の 2において同じ。)は、54万円を超えることができない。 

第 13条の 6 第 10条又は第 13条の 2の基礎賦課額(一般被保険者と

退職被保険者等が同一の世帯に属する場合には、第 10 条の基礎賦

課額と第 13条の 2の基礎賦課額との合算額をいう。第 17条及び第

18条の 2において同じ。)は、58万円を超えることができない。 

(一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額) (一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額) 

第 13条の 6の 2 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る後期高齢

者支援金等賦課額(第 18条の 2の規定により後期高齢者支援金等賦

課額を減額するものとした場合にあっては、その減額することにな

る額を含む。)の総額(以下「後期高齢者支援金等賦課総額」という。)

は、第 1号に掲げる額の見込額から第 2号に掲げる額の見込額を控

第 13条の 6の 2 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る後期高齢

者支援金等賦課額(第 18条の 2の規定により後期高齢者支援金等賦

課額を減額するものとした場合にあっては、その減額することにな

る額を含む。)の総額(以下「後期高齢者支援金等賦課総額」という。)

は、第 1号に掲げる額の見込額から第 2号に掲げる額の見込額を控



４７ 

旧 新 

除した額を基準として算定した額とする。 除した額を基準として算定した額とする。 

(1) 当該年度における後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等

の納付に要する費用の額から後期高齢者支援金及び病床転換支

援金の額に退職被保険者等所属割合を乗じて得た額を控除した

額 

(1) 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する

費用(府の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期

高齢者支援金等及び病床転換支援金等の納付に要する費用に係

る部分であって、府が行う国民健康保険の一般被保険者に係るも

のに限る。次号において同じ。) 

(2) 当該年度における法第 70 条の規定による負担金(後期高齢者

支援金及び病床転換支援金の納付に要する費用に係るものに限

る。)、法第 72 条の規定による調整交付金(後期高齢者支援金及

び病床転換支援金の納付に要する費用に係るものに限る。)、法

第 72条の 2の規定による都道府県調整交付金(後期高齢者支援金

及び病床転換支援金の納付に要する費用に係るものに限る。)、

法第 75条の規定による補助金(後期高齢者支援金等及び病床転換

支援金等の納付に要する費用に係るものに限る。)及び貸付金(後

期高齢者支援金等及び病床転換支援金等の納付に要する費用に

係るものに限る。)その他国民健康保険事業に要する費用(後期高

齢者支援金等及び病床転換支援金等の納付に要する費用(後期高

齢者支援金等及び病床転換支援金等の納付に関する事務の執行

に要する費用を除く。)に係るものに限る。)のための収入(法第

72条の 3第 1項の規定による繰入金及び療養給付費等交付金を除

く。)の額の合算額 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第 22条の規定により読み替えられた法第 75条の規定

により交付を受ける補助金(国民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用に係るものに限る。)及び同条の規定により貸し付

けられる貸付金(国民健康保険事業費納付金の納付に要する費

用に係るものに限る。)の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用(国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用に限る。)のための収入(法附則第

9条第 1項の規定により読み替えられた法第 72条の 3第 1項の

規定による繰入金を除く。)の額  

(一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率) (一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率) 

第 13条の 6の 6 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保

険料率は、次のとおりとする。 

第 13条の 6の 6 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保

険料率は、次のとおりとする。 

(1) (略)  (1) (略)  

(2) 被保険者均等割 後期高齢者支援金等賦課総額の 100 分の

30 に相当する額を当該年度の初日における一般被保険者の数で

(2) 被保険者均等割 後期高齢者支援金等賦課総額の 100 分の

30に相当する額を当該年度の前年度及びその直前の2か年度の各
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除して得た額 年度における一般被保険者の数等を勘案して算定した数で除し

て得た額 

(3) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれアからウまでに定めるところにより算定した額 

(3) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれアからウまでに定めるところにより算定した額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 後期高齢者支援金等賦

課総額の 100 分の 20 に相当する額を当該年度の初日における

一般被保険者が属する世帯の数から特定世帯の数に 2分の 1を

乗じて得た数と特定継続世帯の数に 4分の 1を乗じて得た数の

合計数を控除した数で除して得た額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 後期高齢者支援金等賦

課総額の 100 分の 20 に相当する額を当該年度の前年度及びそ

の直前の 2か年度の各年度における一般被保険者が属する世帯

の数等を勘案して算定した数から特定世帯の数に 2分の 1を乗

じて得た数と特定継続世帯の数に 4分の 1を乗じて得た数の合

計数を控除した数で除して得た額 

イ及びウ (略) イ及びウ (略) 

2 (略)  2 (略)  

(介護納付金賦課総額) (介護納付金賦課総額) 

第 13条の 7 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額(第 18条の 2の

規定により介護納付金賦課額を減額するものとした場合にあって

は、その減額することになる額を含む。)の総額(以下「介護納付金

賦課総額」という。)は、第 1 号に掲げる額の見込額から第 2 号に

掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額とする。 

第 13条の 7 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額(第 18条の 2の

規定により介護納付金賦課額を減額するものとした場合にあって

は、その減額することになる額を含む。)の総額(以下「介護納付金

賦課総額」という。)は、第 1 号に掲げる額の見込額から第 2 号に

掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額とする。 

(1) 当該年度における介護納付金の納付に要する費用の額 (1) 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する

費用(府の国民健康保険に関する特別会計において負担する介護

納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。次号において同

じ。) 

(2) 当該年度における法第 70 条の規定による負担金(介護納付金

の納付に要する費用に係るものに限る。)、法第 72条の規定によ

る調整交付金(介護納付金の納付に要する費用に係るものに限

る。)、法第 72 条の 2 の規定による都道府県調整交付金(介護納

付金の納付に要する費用に係るものに限る。)、法第 75条の規定

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第 22条の規定により読み替えられた法第 75条の規定

により交付を受ける補助金(国民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用に係るものに限る。)及び同条の規定により貸し付

けられる貸付金(国民健康保険事業費納付金の納付に要する費
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による補助金(介護納付金の納付に要する費用に係るものに限

る。)及び貸付金(介護納付金の納付に要する費用に係るものに限

る。)その他国民健康保険事業に要する費用(介護納付金の納付に

要する費用(介護納付金の納付に関する事務の執行に要する費用

を除く。)に係るものに限る。)のための収入(法第 72条の 3第 1項

の規定による繰入金を除く。)の額の合算額 

用に係るものに限る。)の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用(国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用に限る。)のための収入(法附則第

9条第 1項の規定により読み替えられた法第 72条の 3第 1項の

規定による繰入金を除く。)の額 

(介護納付金賦課額の保険料率) (介護納付金賦課額の保険料率) 

第 13 条の 11 介護納付金賦課被保険者に係る介護納付金賦課額の保

険料率は、次のとおりとする。 

第 13 条の 11 介護納付金賦課被保険者に係る介護納付金賦課額の保

険料率は、次のとおりとする。 

(1) (略)  (1) (略)  

(2) 被保険者均等割 介護納付金賦課総額の 100分の 30に相当す

る額を当該年度の初日における介護納付金賦課被保険者の数で

除して得た額 

(2) 被保険者均等割 介護納付金賦課総額の 100分の 30に相当す

る額を当該年度の前年度及びその直前の 2か年度の各年度におけ

る介護納付金賦課被保険者の数等を勘案して算定した数で除し

て得た額 

(3) 世帯別平等割 介護納付金賦課総額の 100分の 20に相当する

額を当該年度の初日における介護納付金賦課被保険者の属する

世帯の数で除して得た額 

(3) 世帯別平等割 介護納付金賦課総額の 100分の 20に相当する

額を当該年度の前年度及びその直前の 2か年度の各年度における

介護納付金賦課被保険者の属する世帯の数等を勘案して算定し

た数で除して得た額 

2 (略)  2 (略)  

(保険料の減額) (保険料の減額) 

第18条の2 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の

賦課額のうち基礎賦課額は、第 10条又は第 13条の 2の基礎賦課額

から、それぞれ当該各号に定める額を減額して得た額(当該減額し

て得た額が 54万円を超える場合には、54万円)とする。 

第18条の2 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の

賦課額のうち基礎賦課額は、第 10条又は第 13条の 2の基礎賦課額

から、それぞれ当該各号に定める額を減額して得た額(当該減額し

て得た額が 58万円を超える場合には、58万円)とする。 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合算額が地方税法第 314条の

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合算額が地方税法第 314条の
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2第 2項に掲げる金額に、27万円に当該年度の保険料賦課期日(賦

課期日後に保険料の納付義務が発生した場合はその発生した日

とする。)現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同

一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超

えない世帯に係る保険料の納付義務者であって前号に該当する

者以外の者は、アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち

当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とさ

れるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した額 

2第 2項に掲げる金額に、27万 5千円に当該年度の保険料賦課期

日(賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合はその発生し

た日とする。)現在において当該世帯に属する被保険者の数と特

定同一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額

を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であって前号に該当

する者以外の者は、アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者の

うち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象

とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した

額 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

(3) 第 1 号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所

得と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第

314条の 2第 2項に掲げる金額に、49万円に当該年度の保険料賦

課期日(賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合はその発

生した日とする。)現在において当該世帯に属する被保険者の数

と特定同一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した

金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であって前 2号に

該当する者以外の者は、アに掲げる額に当該世帯に属する被保険

者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の

対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算

した額 

(3) 第 1 号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所

得と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第

314条の 2第 2項に掲げる金額に、50万円に当該年度の保険料賦

課期日(賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合はその発

生した日とする。)現在において当該世帯に属する被保険者の数

と特定同一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した

金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であって前 2号に

該当する者以外の者は、アに掲げる額に当該世帯に属する被保険

者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の

対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算

した額 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

2 (略)  2 (略)  

3 前 2 項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用

する。この場合において、第 1項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第 10条又は第 13条の 2」とあるの

は「第 13条の 6の 3又は第 13条の 6の 7」と、「54万円」とある

3 前 2 項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用

する。この場合において、第 1項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第 10条又は第 13条の 2」とあるの

は「第 13条の 6の 3又は第 13条の 6の 7」と、「58万円」とある
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のは「19万円」と、前項中「第 13条」とあるのは「第 13条の 6の

6」と読み替えるものとする。 

のは「19万円」と、前項中「第 13条」とあるのは「第 13条の 6の

6」と読み替えるものとする。 

4 第 1 項及び第 2 項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準

用する。この場合において、第 1項中「基礎賦課額」とあるのは「介

護納付金賦課額」と、「第 10 条又は第 13 条の 2」とあるのは「第

13条の 8」と、「54万円」とあるのは「16万円」と、第 2項中「第

13条第 2項」とあるのは「第 13条の 11第 2項」と読み替えるもの

とする。 

4 第 1 項及び第 2 項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準

用する。この場合において、第 1項中「基礎賦課額」とあるのは「介

護納付金賦課額」と、「第 10 条又は第 13 条の 2」とあるのは「第

13条の 8」と、「58万円」とあるのは「16万円」と、第 2項中「第

13条第 2項」とあるのは「第 13条の 11第 2項」と読み替えるもの

とする。 

(特例対象被保険者等に係る届出) (特例対象被保険者等に係る届出) 

第 23条 (略) 第 23条 (略) 

2 前項の規定による届書の提出は、特例対象被保険者等の雇用保険

法施行規則(昭和 50年労働省令第 3号)第 17条の 2第 1項第 1号に

規定する雇用保険受給資格者証を提示して行わなければならない。 

2 前項の規定による届書の提出に当たり、特例対象被保険者等の雇

用保険法施行規則(昭和 50年労働省令第 3号)第 17条の 2第 1項第

1 号に規定する雇用保険受給資格者証の提示を求められた場合にお

いては、これを提示しなければならない。 

    改正附則 

  (施行期日) 

1 この条例は、平成 30年 4月 1日から施行する。 

  (適用区分) 

2 この条例による改正後の第 5章の規定は、平成 30年度以後の年度

分の保険料について適用し、平成 29 年度分までの保険料について

は、なお従前の例による。 
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(使用資格) (使用資格) 

第4条 墓地を使用できる者は、本市に住所を有するものであって、

祭祀を主宰するものでなければならない。ただし、市長が特別の理

由があると認める場合はこの限りでない。 

第4条 墓地を使用できる者は、本市に住所を有する者であって、祭祀
し

を主宰するものでなければならない。ただし、市長が特別の理由が

あると認める場合は、この限りでない。 

 (使用料) 

 第7条 使用者は、使用許可の際、使用料を納付しなければならない。 

2 使用料は、1区画につき250,000円とする。 

3 既納の使用料は、還付しない。ただし、使用許可の日から3年以内

に墓地の全部を未使用のまま返還した場合は、既納の使用料の一部

を還付するものとする。 

 (管理料) 

 第8条 使用者は、墓地の管理に要する経費として、毎年度管理料を納

付しなければならない。 

2 管理料は、1区画につき年額4,200円とする。 

 3 年度の途中において使用許可を受ける場合の当該年度における管

理料は、使用許可の日の属する月から月割により算定した額とする。 

 4 既納の管理料は、還付しない。 

(使用の承継) (使用権の承継) 

第7条 使用者の死亡その他の理由により、当該使用者にかわって祭

祀を主宰する者は、市長の承認を得て墓地の使用を承継することが

できる。 

第9条 使用者の死亡その他の理由により、当該使用者に代わって祭

祀を主宰する者は、市長の承認を得て墓地を使用する権利(以下「使

用権」という。)を承継することができる。 

(返還時の原状回復義務) (返還時の原状回復義務) 

第8条 (略) 第10条 (略) 

(使用許可の取消) (使用許可の取消し) 



５３ 

旧 新 

第9条 市長は、次の各号の一に該当する場合は墓地の使用許可を取

り消すことができる。 

第11条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、墓地の使用

許可を取り消すことができる。 

(1) 使用者が死亡し、又は住所不明となって相当年月経過しても

祭祀を承継する者がないとき。 

(1) 管理料を5年間納付しないとき。 

(2) この条例又はこの条例に基づく規則若しくは許可に付した条

件に違反したとき。 

(2) この条例又はこの条例に基づく規則若しくは許可に付した条

件に違反したとき。 

2 前項第2号の規定により使用許可を取り消された者は、直ちに墓地

を自己の費用をもって原状に復し、市長に返還しなければならな

い。 

2 前項の規定により使用許可を取り消された者は、直ちに墓地を自

己の費用をもって原状に復し、市長に返還しなければならない。 

3 (略) 3 (略) 

 (使用権の消滅) 

 第12条 使用権は、次の各号のいずれかに該当する場合は、消滅する。 

 (1) 使用者が死亡した後3年を経過し、かつ、祭祀を主宰する者が

いないとき。 

 (2) 使用者が所在不明となった後7年を経過したとき。 

(無縁墳墓の改葬) (無縁墳墓の改葬) 

第10条 市長は、使用許可を取り消し無縁となった墳墓を一定の場所

に改葬することができる。 

第13条 市長は、使用権が消滅し無縁となった墳墓を、一定の場所に

改葬することができる。 

(使用料)  

第11条 墓地の使用料は、1区画につき25万円とし、市長が指定する期

日までに納入しなければならない。 

2 使用許可の日から3年以内に墓地の全部を未使用のまま返還した場

合は、既納使用料の一部を還付するものとする。 

(削除) 

(遵守事項) (遵守事項) 

第12条 (略) 第14条 (略) 

(禁止行為) (禁止行為) 



５４ 

旧 新 

第13条 (略) 第15条 (略) 

第14条 (略) 第16条 (略) 

(委任) (委任) 

第15条 (略) 第17条 (略) 

 改正附則 

 この条例は、平成31年4月1日から施行する。 

 

  



５５ 

舞鶴市介護保険条例旧新対照表 

旧 新 

(保険料率) (保険料率) 

第4条 平成27年度から平成29年度までの各年度における保険料率

は、当該年度分の保険料の賦課期日における次の各号に掲げる第

1号被保険者(法第9条第1号に規定する第1号被保険者をいう。以下

同じ。)の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

第4条 平成30年度から平成32年度までの各年度における保険料率

は、当該年度分の保険料の賦課期日における次の各号に掲げる第

1号被保険者(法第9条第1号に規定する第1号被保険者をいう。以下

同じ。)の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 介護保険法施行令(平成10年政令第412号。以下「令」という。)

第39条第1項第1号に掲げる者 28,580円 

(1) 介護保険法施行令(平成10年政令第412号。以下「令」という。)

第39条第1項第1号に掲げる者 29,640円 

(2) 令第39条第1項第2号に掲げる者 38,110円 (2) 令第39条第1項第2号に掲げる者 39,520円 

(3) 令第39条第1項第3号に掲げる者 41,290円 (3) 令第39条第1項第3号に掲げる者 42,810円 

(4) 令第39条第1項第4号に掲げる者 53,990円 (4) 令第39条第1項第4号に掲げる者 55,980円 

(5) 令第39条第1項第5号に掲げる者 63,520円 (5) 令第39条第1項第5号に掲げる者 65,860円 

(6) 次のいずれかに該当する者 73,050円 (6) 次のいずれかに該当する者 75,740円 

ア 合計所得金額(地方税法(昭和25年法律第226号)第292条第

1項第13号に規定する合計所得金額をいう。以下同じ。)が125万

円以下である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しない

もの 

ア 地方税法(昭和25年法律第226号)第292条第1項第13号に規定

する合計所得金額(以下「合計所得金額」という。)(租税特別

措置法(昭和32年法律第26号)第33条の4第1項若しくは第2項、

第34条第1項、第34条の2第1項、第34条の3第1項、第35条第1項、

第35条の2第1項又は第36条の規定の適用がある場合には、当該

合計所得金額から令第38条第4項に規定する特別控除額を控除

して得た額とする。以下この項において同じ。)が125万円以下

である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ (略) イ (略) 

(7) 次のいずれかに該当する者 79,400円 (7) 次のいずれかに該当する者 82,330円 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

(8) 次のいずれかに該当する者 95,280円 (8) 次のいずれかに該当する者 98,790円 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 



５６ 

旧 新 

(9) 次のいずれかに該当する者 104,810円 (9) 次のいずれかに該当する者 108,670円 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

(10) 次のいずれかに該当する者 114,340円 (10) 次のいずれかに該当する者 118,550円 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

(11) 前各号のいずれにも該当しない者 127,040円 (11) 前各号のいずれにも該当しない者 131,720円 

 2 前項第1号に掲げる第1号被保険者についての保険料の減額賦課に

係る平成30年度から平成32年度までの各年度における保険料率は、

同号の規定にかかわらず、26,340円とする。 

附 則 附 則 

1から8まで (略) 1から8まで (略) 

(延滞金の割合の特例) (延滞金の割合の特例) 

9 当分の間、第9条第1項に規定する延滞金の年14.6パーセントの割

合及び年7.3パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年

の特例基準割合(当該年の前年に租税特別措置法(昭和32年法律第

26号)第93条第2項の規定により告示された割合に年1パーセントの

割合を加算した割合をいう。以下この項において同じ。)が年7.3パ

ーセントの割合に満たない場合には、その年(以下この項において

「特例基準割合適用年」という。)中においては、年14.6パーセン

トの割合にあっては当該特例基準割合適用年における特例基準割

合に年7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年7.3パーセント

の割合にあっては当該特例基準割合に年1パーセントの割合を加算

した割合(当該加算した割合が年7.3パーセントの割合を超える場

合には、年7.3パーセントの割合)とする。 

9 当分の間、第9条第1項に規定する延滞金の年14.6パーセントの割

合及び年7.3パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年

の特例基準割合(当該年の前年に租税特別措置法第93条第2項の規

定により告示された割合に年1パーセントの割合を加算した割合を

いう。以下この項において同じ。)が年7.3パーセントの割合に満た

ない場合には、その年(以下この項において「特例基準割合適用年」

という。)中においては、年14.6パーセントの割合にあっては当該

特例基準割合適用年における特例基準割合に年7.3パーセントの割

合を加算した割合とし、年7.3パーセントの割合にあっては当該特

例基準割合に年1パーセントの割合を加算した割合(当該加算した

割合が年7.3パーセントの割合を超える場合には、年7.3パーセント

の割合)とする。 

10から14まで (略) 10から14まで (略) 

    改正附則 

  (施行期日) 



５７ 

旧 新 

 1 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

  (適用区分) 

 2 この条例による改正後の第4条の規定は、平成30年度分以後の保険

料について適用し、平成29年度分までの保険料については、なお従

前の例による。 

 

  



５８ 

舞鶴市後期高齢者医療に関する条例旧新対照表 

旧 新 

(保険料を徴収すべき被保険者) (保険料を徴収すべき被保険者) 

第3条 市長が保険料を徴収すべき被保険者は、次に掲げるとおりと

する。 

第3条 市長が保険料を徴収すべき被保険者は、次に掲げるとおりと

する。 

(1) 舞鶴市に住所を有する被保険者 (1) 舞鶴市に住所を有する被保険者 

(2) 高齢者の医療の確保に関する法律(昭和57年法律第80号。以下

「法」という。)第55条第1項の規定の適用を受ける被保険者であ

って、病院等(同項に規定する病院等をいう。以下同じ。)に入院

等(同項に規定する入院等をいう。以下同じ。)をした際舞鶴市に

住所を有していたもの 

(2) 高齢者の医療の確保に関する法律(昭和57年法律第80号。以下

「法」という。)第55条第1項(法第55条の2第2項において準用す

る場合を含む。)の規定の適用を受ける被保険者であって、病院

等(法第55条第1項に規定する病院等をいう。以下同じ。)に入院

等(法第55条第1項に規定する入院等をいう。以下同じ。)をした

際舞鶴市に住所を有していたもの 

(3) 法第55条第2項第1号の規定の適用を受ける被保険者であっ

て、継続して入院等をしている2以上の病院等のうち最初の病院

等に入院等をした際舞鶴市に住所を有していたもの 

(3) 法第55条第2項第1号(法第55条の2第2項において準用する場

合を含む。)の規定の適用を受ける被保険者であって、継続して

入院等をしている2以上の病院等のうち最初の病院等に入院等を

した際舞鶴市に住所を有していたもの 

(4) 法第55条第2項第2号の規定の適用を受ける被保険者であっ

て、同号に規定する最後に行った特定住所変更に係る継続入院等

の際舞鶴市に住所を有していたもの 

(4) 法第55条第2項第2号(法第55条の2第2項において準用する場

合を含む。)の規定の適用を受ける被保険者であって、法第55条

第2項第2号に規定する最後に行った特定住所変更に係る継続入

院等の際舞鶴市に住所を有していたもの 

  (5) 法第55条の2第1項の規定の適用を受ける被保険者であって、国

民健康保険法(昭和33年法律第192号)第116条の2第1項及び第2項

の規定の適用を受け、これらの規定により舞鶴市に住所を有する

ものとみなされた国民健康保険の被保険者であったもの 

    改正附則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 



５９ 

舞鶴市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例旧新対照表 

旧 新 

(定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の員数) (定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の員数) 

第 7 条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業を行う者(以

下「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者」という。)が

当該事業を行う事業所(以下「指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所」という。)ごとに置くべき従業者(以下「定期巡回・随

時対応型訪問介護看護従業者」という。)の職種及び員数は、次の

とおりとする。 

第 7 条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業を行う者(以

下「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者」という。)が

当該事業を行う事業所(以下「指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所」という。)ごとに置くべき従業者(以下「定期巡回・随

時対応型訪問介護看護従業者」という。)の職種及び員数は、次の

とおりとする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 定期巡回サービスを行う訪問介護員等(指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護の提供に当たる介護福祉士又は法第 8条第 2項

に規定する政令で定める者をいう。以下この章において同じ。) 

交通事情、訪問頻度等を勘案し、利用者に適切に定期巡回サービ

スを提供するために必要な数以上 

(2) 定期巡回サービスを行う訪問介護員等 交通事情、訪問頻度

等を勘案し、利用者に適切に定期巡回サービスを提供するために

必要な数以上 

(3)及び(4) （略） (3)及び(4) （略） 

2 オペレーターは、看護師、介護福祉士その他厚生労働大臣が定め

る者(以下この章において「看護師、介護福祉士等」という。)をも

って充てなければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場

合であって、提供時間帯を通じて、看護師、介護福祉士等又は前項

第 4号アの看護職員との連携を確保しているときは、サービス提供

責任者(指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する

基準(平成 11年厚生省令第 37号。以下「指定居宅サービス等基準」

という。)第 5条第 2項のサービス提供責任者をいう。以下同じ。)

の業務に 3年以上従事した経験を有する者をもって充てることがで

きる。 

2 オペレーターは、看護師、介護福祉士その他厚生労働大臣が定め

る者(以下この章において「看護師、介護福祉士等」という。)をも

って充てなければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場

合であって、提供時間帯を通じて、看護師、介護福祉士等又は前項

第 4号アの看護職員との連携を確保しているときは、サービス提供

責任者(指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する

基準(平成 11年厚生省令第 37号。以下「指定居宅サービス等基準」

という。)第 5条第 2項のサービス提供責任者をいう。以下同じ。)

の業務に 1 年以上(特に業務に従事した経験が必要な者として厚生

労働大臣が定めるものにあっては、3年以上)従事した経験を有する

者をもって充てることができる。 

3及び 4 （略） 3及び 4 （略） 



６０ 

旧 新 

5 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の同一敷地内に次

の各号に掲げるいずれかの施設等がある場合において、当該施設等

の入所者等の処遇に支障がない場合は、前項本文の規定にかかわら

ず、午後 6時から午前 8時までの間において、当該施設等の職員を

オペレーターとして充てることができる。 

5 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の同一敷地内に次

に掲げるいずれかの施設等がある場合において、当該施設等の入所

者等の処遇に支障がない場合は、前項本文の規定にかかわらず、当

該施設等の職員をオペレーターとして充てることができる。 

(1)から(11)まで （略） (1)から(11)まで （略） 

 (12) 介護医療院 

6 （略） 6 （略） 

7 午後 6 時から午前 8 時までの間は、当該指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所の利用者に対する随時対応サービスの提供

に支障がない場合は、第 4項本文及び前項の規定にかかわらず、オ

ペレーターは、随時訪問サービスに従事することができる。 

7 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の利用者に対

する随時対応サービスの提供に支障がない場合は、第 4項本文及び

前項の規定にかかわらず、オペレーターは、随時訪問サービスに従

事することができる。 

8 前項の規定によりオペレーターが随時訪問サービスに従事してい

る場合において、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所の利用者に対する随時訪問サービスの提供に支障がないときは、

第 1項の規定にかかわらず、午後 6時から午前 8時までの間は、随

時訪問サービスを行う訪問介護員等を置かないことができる。 

8 前項の規定によりオペレーターが随時訪問サービスに従事してい

る場合において、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所の利用者に対する随時訪問サービスの提供に支障がないときは、

第 1項の規定にかかわらず、随時訪問サービスを行う訪問介護員等

を置かないことができる。 

9から 11まで （略） 9から 11まで （略） 

12 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が指定訪問看護事

業者(指定居宅サービス等基準第 60条第 1項に規定する指定訪問看

護事業者をいう。以下同じ。)の指定を併せて受け、かつ、指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業と指定訪問看護(指定居宅

サービス等基準第 59条に規定する指定訪問看護をいう。以下同じ。)

の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合に、

指定居宅サービス等基準第 60 条第 1 項第 1 号イに規定する人員に

関する基準を満たすとき(同条第5項の規定により同条第1項第1号

イ及び第 2号に規定する基準を満たしているものとみなされている

12 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が指定訪問看護事

業者(指定居宅サービス等基準第 60条第 1項に規定する指定訪問看

護事業者をいう。以下同じ。)の指定を併せて受け、かつ、指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業と指定訪問看護(指定居宅

サービス等基準第 59条に規定する指定訪問看護をいう。以下同じ。)

の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合に、

指定居宅サービス等基準第 60 条第 1 項第 1 号イに規定する人員に

関する基準を満たすとき(同条第5項の規定により同条第1項第1号

イ及び第 2号に規定する基準を満たしているものとみなされている
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とき及び第 193 条第 10 項の規定により同条第 4 項に規定する基準

を満たしているものとみなされているときを除く。)は、当該指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、第 1項第 4号アに規

定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

とき及び第 193 条第 14 項の規定により同条第 4 項に規定する基準

を満たしているものとみなされているときを除く。)は、当該指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、第 1項第 4号アに規

定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

(心身の状況等の把握) (心身の状況等の把握) 

第 15 条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、計画作成責

任者による利用者の面接によるほか、利用者に係る指定居宅介護支

援事業者が開催するサービス担当者会議(指定居宅介護支援等の事

業の人員及び運営に関する基準(平成 11 年厚生省令第 38 号。以下

「指定居宅介護支援等基準」という。)第 13条第 9号に規定するサ

ービス担当者会議をいう。以下この章、第 60条の 6、第 60条の 28及

び第 60条の 29において同じ。)等を通じて、利用者の心身の状況、

その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの

利用状況等の把握に努めなければならない。 

第 15 条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、計画作成責

任者による利用者の面接によるほか、利用者に係る指定居宅介護支

援事業者が開催するサービス担当者会議(舞鶴市指定居宅介護支援

等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例(平成 30年条

例第 号。以下「指定居宅介護支援等基準条例」という。)第 15条

第 9号に規定するサービス担当者会議をいう。以下この章、第 60条

の 6、第 60条の 28及び第 60条の 29において同じ。)等を通じて、

利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービ

ス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第 33条 （略） 第 33条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 前項本文の規定にかかわらず、午後 6 時から午前 8 時までの間に

行われる随時対応サービスについては、市長が地域の実情を勘案し

て適切と認める範囲内において、複数の指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所の間の契約に基づき、当該複数の指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所が密接な連携を図ることによ

り、一体的に利用者又はその家族等からの通報を受けることができ

る。 

3 前項本文の規定にかかわらず、随時対応サービスについては、市

長が地域の実情を勘案して適切と認める範囲内において、複数の指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の間の契約に基づき、

当該複数の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が密接な

連携を図ることにより、一体的に利用者又はその家族等からの通報

を受けることができる。 

4 （略） 4 （略） 

(地域との連携等) (地域との連携等) 
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第 40 条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、利用者、利

用者の家族、地域住民の代表者、地域の医療関係者、市の職員又は

当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が所在する区域

を管轄する法第 115 条の 46 条第 1 項に規定する地域包括支援セン

ターの職員、定期巡回・随時対応型訪問介護看護について知見を有

する者等により構成される協議会(以下この項において「介護・医

療連携推進会議」という。)を設置し、おおむね 3 月に 1 回以上、

介護・医療連携推進会議に対して指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の提供状況等を報告し、介護・医療連携推進会議による評価

を受けるとともに、介護・医療連携推進会議から必要な要望、助言

等を聴く機会を設けなければならない。 

第 40 条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、利用者、利

用者の家族、地域住民の代表者、地域の医療関係者、市の職員又は

当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が所在する区域

を管轄する法第 115 条の 46 第 1 項に規定する地域包括支援センタ

ーの職員、定期巡回・随時対応型訪問介護看護について知見を有す

る者等により構成される協議会(以下この項において「介護・医療

連携推進会議」という。)を設置し、おおむね 6 月に 1 回以上、介

護・医療連携推進会議に対して指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護の提供状況等を報告し、介護・医療連携推進会議による評価を

受けるとともに、介護・医療連携推進会議から必要な要望、助言等

を聴く機会を設けなければならない。 

2及び 3 （略） 2及び 3 （略） 

4 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所の所在する建物と同一の建物に居

住する利用者に対して指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提

供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対しても、

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を行うよう努めなけ

ればならない。 

4 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所の所在する建物と同一の建物に居

住する利用者に対して指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提

供する場合には、正当な理由がある場合を除き、当該建物に居住す

る利用者以外の者に対しても、指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護の提供を行わなければならない。 

(訪問介護員等の員数) (訪問介護員等の員数) 

第 48条 （略） 第 48条 （略） 

2 オペレーターは、看護師、介護福祉士その他厚生労働大臣が定め

る者をもって充てなければならない。ただし、利用者の処遇に支障

がない場合であって、指定夜間対応型訪問介護を提供する時間帯を

通じて、これらの者との連携を確保しているときは、3 年以上サー

ビス提供責任者の業務に従事した経験を有する者をもって充てる

ことができる。 

2 オペレーターは、看護師、介護福祉士その他厚生労働大臣が定め

る者をもって充てなければならない。ただし、利用者の処遇に支障

がない場合であって、指定夜間対応型訪問介護を提供する時間帯を

通じて、これらの者との連携を確保しているときは、1年以上(特に

業務に従事した経験が必要な者として厚生労働大臣が定めるもの

にあっては、3年以上)サービス提供責任者の業務に従事した経験を
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有する者をもって充てることができる。 

(指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針) (指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針) 

第 60条の 9 指定地域密着型通所介護の方針は、次に掲げるところに

よるものとする。 

第 60条の 9 指定地域密着型通所介護の方針は、次に掲げるところに

よるものとする。 

(1)から(5)まで （略） (1)から(5)まで （略） 

(6) 指定地域密着型通所介護事業者は、常に利用者の心身の状況

を的確に把握しつつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必

要なサービスを利用者の希望に添って適切に提供する。特に、認

知症(法第 5条の 2に規定する認知症をいう。以下同じ。)である

要介護者に対しては、必要に応じ、その特性に対応したサービス

の提供ができる体制を整えるものとする。 

(6) 指定地域密着型通所介護事業者は、常に利用者の心身の状況

を的確に把握しつつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必

要なサービスを利用者の希望に添って適切に提供する。特に、認

知症(法第 5条の 2第 1項に規定する認知症をいう。以下同じ。)

である要介護者に対しては、必要に応じ、その特性に対応したサ

ービスの提供ができる体制を整えるものとする。 

(利用定員) (利用定員) 

第 60条の 25 指定療養通所介護事業所は、その利用定員(当該指定療

養通所介護事業所において同時に指定療養通所介護の提供を受け

ることができる利用者の数の上限をいう。以下この節において同

じ。)を 9人以下とする。 

第 60条の 25 指定療養通所介護事業所は、その利用定員(当該指定療

養通所介護事業所において同時に指定療養通所介護の提供を受け

ることができる利用者の数の上限をいう。以下この節において同

じ。)を 18人以下とする。 

(準用) (準用) 

第 60条の 38 第 11条から第 14条まで、第 17条から第 19条まで、

第 21条、第 23条、第 29条、第 35条から第 39条まで、第 42条、

第 60 条の 7(第 3項第 2号を除く。)、第 60 条の 8 及び第 60 条の

13から第 60条の 18までの規定は、指定療養通所介護の事業につい

て準用する。この場合において、第 35 条中「定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者」とあるのは「療養通所介護従業者」と、第

60条の 13第 3項中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「療

養通所介護従業者」と、第 60条の 17第 1項中「地域密着型通所介

護について知見を有する者」とあるのは「療養通所介護について知

見を有する者」と、「6 月」とあるのは「12 月」と、同条第 3 項中

第 60条の 38 第 11条から第 14条まで、第 17条から第 19条まで、

第 21条、第 23条、第 29条、第 35条から第 39条まで、第 42条、

第 60 条の 7(第 3項第 2号を除く。)、第 60 条の 8 及び第 60 条の

13から第 60条の 18までの規定は、指定療養通所介護の事業につい

て準用する。この場合において、第 35 条中「運営規程」とあるの

は「第 60 条の 34 に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「療養通所介護従

業者」と、第 60条の 13第 3項中「地域密着型通所介護従業者」と

あるのは「療養通所介護従業者」と、第 60条の 17第 1項中「地域

密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「療養通所介
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「当たっては」とあるのは「当たっては、利用者の状態に応じて」

と、第 60条の 18第 4項中「第 60条の 5第 4項」とあるのは「第

60条の 26第 4項」と読み替えるものとする。 

護について知見を有する者」と、「6 月」とあるのは「12 月」と、

同条第 3項中「当たっては」とあるのは「当たっては、利用者の状

態に応じて」と、第 60条の 18第 4項中「第 60条の 5第 4項」と

あるのは「第 60条の 26第 4項」と読み替えるものとする。 

(従業者の員数) (従業者の員数) 

第 62 条 単独型指定認知症対応型通所介護(特別養護老人ホーム等

(特別養護老人ホーム(老人福祉法(昭和 38年法律第 133号)第 20条

の 5 に規定する特別養護老人ホームをいう。以下同じ。)、同法第

20条の 4に規定する養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保健

施設、社会福祉施設又は特定施設に併設されていない事業所におい

て行われる指定認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。))の事業

を行う者及び併設型指定認知症対応型通所介護(特別養護老人ホー

ム等に併設されている事業所において行われる指定認知症対応型

通所介護をいう。以下同じ。)の事業を行う者(以下「単独型・併設

型指定認知症対応型通所介護事業者」という。)が当該事業を行う

事業所(以下「単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所」

という。)ごとに置くべき従業者の員数は、次のとおりとする。 

第 62 条 単独型指定認知症対応型通所介護(特別養護老人ホーム等

(特別養護老人ホーム(老人福祉法(昭和 38年法律第 133号)第 20条

の 5 に規定する特別養護老人ホームをいう。以下同じ。)、同法第

20条の 4に規定する養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保健

施設、介護医療院、社会福祉施設又は特定施設をいう。以下この条

において同じ。)に併設されていない事業所において行われる指定

認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。)の事業を行う者及び併

設型指定認知症対応型通所介護(特別養護老人ホーム等に併設され

ている事業所において行われる指定認知症対応型通所介護をいう。

以下同じ。)の事業を行う者(以下「単独型・併設型指定認知症対応

型通所介護事業者」という。)が当該事業を行う事業所(以下「単独

型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所」という。)ごとに置

くべき従業者の員数は、次のとおりとする。 

(1)から(3)まで （略） (1)から(3)まで （略） 

2から 7まで （略） 2から 7まで （略） 

(利用定員等) (利用定員等) 

第 66条 共用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用定員(当該共

用型指定認知症対応型通所介護事業所において同時に共用型指定

認知症対応型通所介護の提供を受けることができる利用者の数の

上限をいう。)は、指定認知症対応型共同生活介護事業所又は指定

介護予防認知症対応型共同生活介護事業所においては共同生活住

居(法第 8 条第 20項又は法第 8条の 2第 15 項に規定する共同生活

第 66条 共用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用定員(当該共

用型指定認知症対応型通所介護事業所において同時に共用型指定

認知症対応型通所介護の提供を受けることができる利用者の数の

上限をいう。)は、指定認知症対応型共同生活介護事業所又は指定

介護予防認知症対応型共同生活介護事業所においては共同生活住

居(法第 8 条第 20項又は法第 8条の 2第 15 項に規定する共同生活
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を営むべき住居をいう。)ごとに、指定地域密着型特定施設又は指

定地域密着型介護老人福祉施設においては施設ごとに 1 日当たり

3人以下とする。 

を営むべき住居をいう。)ごとに、指定地域密着型特定施設又は指

定地域密着型介護老人福祉施設(ユニット型指定地域密着型介護老

人福祉施設(第 180 条に規定するユニット型指定地域密着型介護老

人福祉施設をいう。以下この項において同じ。)を除く。)において

は施設ごとに 1日当たり 3人以下とし、ユニット型指定地域密着型

介護老人福祉施設においてはユニットごとに当該ユニット型指定

地域密着型介護老人福祉施設の入居者の数と当該共用型指定認知

症対応型通所介護の利用者の数の合計が 1 日当たり 12 人以下とな

る数とする。 

2 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービス(法

第 41条第 1項に規定する指定居宅サービスをいう。以下同じ。)、

指定地域密着型サービス、指定居宅介護支援(法第 46条第 1項に規

定する指定居宅介護支援をいう。)、指定介護予防サービス(法第

53条第 1項に規定する指定介護予防サービスをいう。以下同じ。)、

指定地域密着型介護予防サービス(法第 54条の 2第 1項に規定する

指定地域密着型介護予防サービスをいう。以下同じ。)若しくは指

定介護予防支援(法第 58条第 1項に規定する指定介護予防支援をい

う。)の事業又は介護保険施設(法第 8 条第 25 項に規定する介護保

険施設をいう。以下同じ。)若しくは指定介護療養型医療施設の運

営(第 83 条第 7 項において「指定居宅サービス事業等」という。)

について 3年以上の経験を有する者でなければならない。 

2 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービス(法

第 41条第 1項に規定する指定居宅サービスをいう。以下同じ。)、

指定地域密着型サービス、指定居宅介護支援(法第 46条第 1項に規

定する指定居宅介護支援をいう。)、指定介護予防サービス(法第

53条第 1項に規定する指定介護予防サービスをいう。以下同じ。)、

指定地域密着型介護予防サービス(法第 54条の 2第 1項に規定する

指定地域密着型介護予防サービスをいう。以下同じ。)若しくは指

定介護予防支援(法第 58条第 1項に規定する指定介護予防支援をい

う。)の事業又は介護保険施設(法第 8 条第 25 項に規定する介護保

険施設をいう。以下同じ。)若しくは指定介護療養型医療施設の運

営(第 83条第 7項及び 193条第 8項において「指定居宅サービス事

業等」という。)について 3 年以上の経験を有する者でなければな

らない。 

(従業者の員数等) (従業者の員数等) 

第 83条 指定小規模多機能型居宅介護の事業を行う者(以下「指定小

規模多機能型居宅介護事業者」という。)が当該事業を行う事業所

(以下「指定小規模多機能型居宅介護事業所」という。)ごとに置く

べき指定小規模多機能型居宅介護の提供に当たる従業者(以下「小

規模多機能型居宅介護従業者」という。)の員数は、夜間及び深夜

第 83条 指定小規模多機能型居宅介護の事業を行う者(以下「指定小

規模多機能型居宅介護事業者」という。)が当該事業を行う事業所

(以下「指定小規模多機能型居宅介護事業所」という。)ごとに置く

べき指定小規模多機能型居宅介護の提供に当たる従業者(以下「小

規模多機能型居宅介護従業者」という。)の員数は、夜間及び深夜
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の時間帯以外の時間帯に指定小規模多機能型居宅介護の提供に当

たる小規模多機能型居宅介護従業者については、常勤換算方法で、

通いサービス(登録者(指定小規模多機能型居宅介護を利用するた

めに指定小規模多機能型居宅介護事業所に登録を受けた者をいう。

以下この章において同じ。)を指定小規模多機能型居宅介護事業所

に通わせて行う小規模多機能型居宅介護をいう。以下この章におい

て同じ。)の提供に当たる者をその利用者(当該指定小規模多機能型

居宅介護事業者が指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者(指

定地域密着型介護予防サービス基準条例第 45 条第 1 項に規定する

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者をいう。以下この章に

おいて同じ。)の指定を併せて受け、かつ、指定小規模多機能型居

宅介護の事業と指定介護予防小規模多機能型居宅介護(指定地域密

着型介護予防サービス基準条例第 44 条に規定する指定介護予防小

規模多機能型居宅介護をいう。以下この章において同じ。)の事業

とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあって

は、当該事業所における指定小規模多機能型居宅介護又は指定介護

予防小規模多機能型居宅介護の利用者。以下この節及び次節におい

て同じ。)の数が 3 又はその端数を増すごとに 1 以上及び訪問サー

ビス(小規模多機能型居宅介護従業者が登録者の居宅を訪問し、当

該居宅において行う小規模多機能型居宅介護(第 7 項に規定する本

体事業所である指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては当

該本体事業所に係る同項に規定するサテライト型指定小規模多機

能型居宅介護事業所の登録者の居宅において行う指定小規模多機

能型居宅介護を、同項に規定するサテライト型指定小規模多機能型

居宅介護事業所にあっては当該サテライト型指定小規模多機能型

居宅介護事業所に係る同項に規定する本体事業所及び当該本体事

業所に係る他の同項に規定するサテライト型指定小規模多機能型

居宅介護事業所の登録者の居宅において行う指定小規模多機能型

の時間帯以外の時間帯に指定小規模多機能型居宅介護の提供に当

たる小規模多機能型居宅介護従業者については、常勤換算方法で、

通いサービス(登録者(指定小規模多機能型居宅介護を利用するた

めに指定小規模多機能型居宅介護事業所に登録を受けた者をいう。

以下この章において同じ。)を指定小規模多機能型居宅介護事業所

に通わせて行う小規模多機能型居宅介護をいう。以下この章におい

て同じ。)の提供に当たる者をその利用者(当該指定小規模多機能型

居宅介護事業者が指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者(指

定地域密着型介護予防サービス基準条例第 45 条第 1 項に規定する

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者をいう。以下この章に

おいて同じ。)の指定を併せて受け、かつ、指定小規模多機能型居

宅介護の事業と指定介護予防小規模多機能型居宅介護(指定地域密

着型介護予防サービス基準条例第 44 条に規定する指定介護予防小

規模多機能型居宅介護をいう。以下この章において同じ。)の事業

とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあって

は、当該事業所における指定小規模多機能型居宅介護又は指定介護

予防小規模多機能型居宅介護の利用者。以下この節及び次節におい

て同じ。)の数が 3 又はその端数を増すごとに 1 以上及び訪問サー

ビス(小規模多機能型居宅介護従業者が登録者の居宅を訪問し、当

該居宅において行う小規模多機能型居宅介護(第 7 項に規定する本

体事業所である指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては当

該本体事業所に係る同項に規定するサテライト型指定小規模多機

能型居宅介護事業所の登録者の居宅において行う指定小規模多機

能型居宅介護を、同項に規定するサテライト型指定小規模多機能型

居宅介護事業所にあっては当該サテライト型指定小規模多機能型

居宅介護事業所に係る同項に規定する本体事業所並びに当該本体

事業所に係る他の同項に規定するサテライト型指定小規模多機能

型居宅介護事業所及び第 193条第 8項に規定するサテライト型指定



６７ 

旧 新 

居宅介護を含む。)をいう。以下この章において同じ。)の提供に当

たる者を 1以上とし、夜間及び深夜の時間帯を通じて指定小規模多

機能型居宅介護の提供に当たる小規模多機能型居宅介護従業者に

ついては、夜間及び深夜の勤務(夜間及び深夜の時間帯に行われる

勤務(宿直勤務を除く。)をいう。第 5 項において同じ。)に当たる

者を 1以上及び宿直勤務に当たる者を当該宿直勤務に必要な数以上

とする。 

看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の居宅において行う

指定小規模多機能型居宅介護を含む。)をいう。以下この章におい

て同じ。)の提供に当たる者を 1 以上とし、夜間及び深夜の時間帯

を通じて指定小規模多機能型居宅介護の提供に当たる小規模多機

能型居宅介護従業者については、夜間及び深夜の勤務(夜間及び深

夜の時間帯に行われる勤務(宿直勤務を除く。)をいう。第 5項にお

いて同じ。)に当たる者を 1 以上及び宿直勤務に当たる者を当該宿

直勤務に必要な数以上とする。 

2から 5まで （略） 2から 5まで （略） 

6 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関す

る基準を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の

中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いて

いるときは、同表の右欄に掲げる当該小規模多機能型居宅介護従業

者は、同表の中欄に掲げる施設等の職務に従事することができる。 

6 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関す

る基準を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の

中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いて

いるときは、同表の右欄に掲げる当該小規模多機能型居宅介護従業

者は、同表の中欄に掲げる施設等の職務に従事することができる。 

当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所

に中欄に掲げる施設

等のいずれかが併設

されている場合 

指定認知症対応型共同生活介護事

業所、指定地域密着型特定施設、

指定地域密着型介護老人福祉施設

又は指定介護療養型医療施設(医

療法(昭和 23 年法律第 205 号)第

7 条第 2 項第 4 号に規定する療養

病床を有する診療所であるものに

限る。) 

介護職員 

当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所

の同一敷地内に中欄

に掲げる施設等のい

ずれかがある場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定居

宅サービスの事業を行う事業所、

指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所、指定地域密着型通

所介護事業所、指定認知症対応型

通所介護事業所、指定介護老人福 

看護師又は准

看護師 

当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所

に中欄に掲げる施設

等のいずれかが併設

されている場合 

指定認知症対応型共同生活介護事

業所、指定地域密着型特定施設、

指定地域密着型介護老人福祉施

設、指定介護療養型医療施設(医療

法(昭和 23年法律第 205号)第 7条

第 2項第 4号に規定する療養病床

を有する診療所であるものに限

る。)又は介護医療院 

介護職員 

当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所

の同一敷地内に中欄

に掲げる施設等のい

ずれかがある場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定居

宅サービスの事業を行う事業所、

指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所、指定地域密着型通

所介護事業所、指定認知症対応型

通所介護事業所、指定介護老人福 

看護師又は准

看護師 
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 祉施設又は介護老人保健施設  
 

 祉施設又は介護老人保健施設  
 

7 第 1 項の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模多機能型居

宅介護事業所(指定小規模多機能型居宅介護事業所であって、指定

居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業につ

いて 3年以上の経験を有する指定小規模多機能型居宅介護事業者又

は指定看護小規模多機能型居宅介護事業者により設置される当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所以外の指定小規模多機能型居

宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所であっ

て当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に対して指定小規模多

機能型居宅介護の提供に係る支援を行うもの(以下「本体事業所」

という。)との密接な連携の下に運営されるものをいう。以下同じ。)

に置くべき訪問サービスの提供に当たる小規模多機能型居宅介護

従業者については、本体事業所の職員により当該サテライト型指定

小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行われる

と認められるときは、1人以上とすることができる。 

7 第 1 項の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模多機能型居

宅介護事業所(指定小規模多機能型居宅介護事業所であって、指定

居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業につ

いて 3年以上の経験を有する指定小規模多機能型居宅介護事業者又

は指定看護小規模多機能型居宅介護事業者により設置される当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所以外の指定小規模多機能型居

宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所であっ

て当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に対して指定小規模多

機能型居宅介護の提供に係る支援を行うもの(以下この章において

「本体事業所」という。)との密接な連携の下に運営されるものを

いう。以下同じ。)に置くべき訪問サービスの提供に当たる小規模

多機能型居宅介護従業者については、本体事業所の職員により当該

サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇

が適切に行われると認められるときは、1 人以上とすることができ

る。 

8から 13まで （略） 8から 13まで （略） 

(管理者) (管理者) 

第 84条 （略） 第 84条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 前 2 項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセン

ター(老人福祉法第 20条の 2の 2に規定する老人デイサービスセン

ターをいう。以下同じ。)、介護老人保健施設、指定小規模多機能

型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複

合型サービス事業所(第 195 条に規定する指定複合型サービス事業

所をいう。次条において同じ。)等の従業者又は訪問介護員等(介護

福祉士又は法第 8条第 2項に規定する政令で定める者をいう。次条、

3 前 2 項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセン

ター(老人福祉法第 20条の 2の 2に規定する老人デイサービスセン

ターをいう。以下同じ。)、介護老人保健施設、介護医療院、指定

小規模多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事

業所、指定複合型サービス事業所(第 195 条に規定する指定複合型

サービス事業所をいう。次条において同じ。)等の従業者又は訪問

介護員等(介護福祉士又は法第 8 条第 2 項に規定する政令で定める
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第 112条第 2項、第 113条及び第 195条において同じ。)として 3年

以上認知症である者の介護に従事した経験を有する者であって、別

に厚生労働大臣が定める研修を修了しているものでなければなら

ない。 

者をいう。次条、第 112条第 2項、第 113条及び第 195条において

同じ。)として 3 年以上認知症である者の介護に従事した経験を有

する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているも

のでなければならない。 

(指定小規模多機能型居宅介護事業者の代表者) (指定小規模多機能型居宅介護事業者の代表者) 

第 85 条 指定小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特別養護

老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、指定

小規模多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事

業所、指定複合型サービス事業所等の従業者、訪問介護員等として

認知症である者の介護に従事した経験を有する者又は保健医療サ

ービス若しくは福祉サービスの経営に携わった経験を有する者で

あって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているものでなけ

ればならない。 

第 85 条 指定小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特別養護

老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護

医療院、指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応型共

同生活介護事業所、指定複合型サービス事業所等の従業者、訪問介

護員等として認知症である者の介護に従事した経験を有する者又

は保健医療サービス若しくは福祉サービスの経営に携わった経験

を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了してい

るものでなければならない。 

(居宅サービス計画の作成) (居宅サービス計画の作成) 

第 94条 (略) 第 94条 (略) 

2 介護支援専門員は、前項に規定する居宅サービス計画の作成に当

たっては、指定居宅介護支援等基準第 13 条各号に掲げる具体的取

組方針に沿って行うものとする。 

2 介護支援専門員は、前項に規定する居宅サービス計画の作成に当

たっては、指定居宅介護支援等基準条例第 15 条各号に掲げる具体

的取組方針に沿って行うものとする。 

(協力医療機関等) (協力医療機関等) 

第 104条 （略） 第 104条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスの提供体制の確

保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介護

老人保健施設、病院等との間の連携及び支援の体制を整えなければ

ならない。 

3 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスの提供体制の確

保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介護

老人保健施設、介護医療院、病院等との間の連携及び支援の体制を

整えなければならない。 

(管理者) (管理者) 
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第 112条 （略） 第 112条 （略） 

2 共同生活住居の管理者は、適切な指定認知症対応型共同生活介護

を提供するために必要な知識及び経験を有し、特別養護老人ホー

ム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、指定認知症対

応型共同生活介護事業所等の従業者又は訪問介護員等として、3 年

以上認知症である者の介護に従事した経験を有する者であって、別

に厚生労働大臣が定める研修を修了しているものでなければなら

ない。 

2 共同生活住居の管理者は、適切な指定認知症対応型共同生活介護

を提供するために必要な知識及び経験を有し、特別養護老人ホー

ム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護医療院、

指定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者又は訪問介護員

等として、3 年以上認知症である者の介護に従事した経験を有する

者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているもので

なければならない。 

(指定認知症対応型共同生活介護事業者の代表者) (指定認知症対応型共同生活介護事業者の代表者) 

第 113条 指定認知症対応型共同生活介護事業者の代表者は、特別養

護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、指

定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者若しくは訪問介護

員等として、認知症である者の介護に従事した経験を有する者又は

保健医療サービス若しくは福祉サービスの提供を行う事業の経営

に携わった経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研

修を修了しているものでなければならない。 

第 113条 指定認知症対応型共同生活介護事業者の代表者は、特別養

護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介

護医療院、指定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者若しく

は訪問介護員等として、認知症である者の介護に従事した経験を有

する者又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの提供を行う

事業の経営に携わった経験を有する者であって、別に厚生労働大臣

が定める研修を修了しているものでなければならない。 

(指定認知症対応型共同生活介護の取扱方針) (指定認知症対応型共同生活介護の取扱方針) 

第 118条 （略） 第 118条 （略） 

2から 6まで （略） 2から 6まで （略） 

 7 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化

を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を 3 月

に 1回以上開催するとともに、その結果について、介護従業者そ

の他の従業者に周知徹底を図ること。 

(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(3) 介護従業者その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化の

ための研修を定期的に実施すること。 
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7 （略） 8 （略） 

(協力医療機関等) (協力医療機関等) 

第 126条 （略） 第 126条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、サービスの提供体制の

確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介

護老人保健施設、病院等との間の連携及び支援の体制を整えなけれ

ばならない。 

3 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、サービスの提供体制の

確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介

護老人保健施設、介護医療院、病院等との間の連携及び支援の体制

を整えなければならない。 

(従業者の員数) (従業者の員数) 

第 131条 （略） 第 131条 （略） 

2及び 3 （略） 2及び 3 （略） 

4 第 1 項第 2 号の看護職員及び介護職員は、主として指定地域密着

型特定施設入居者生活介護の提供に当たるものとし、看護職員のう

ち 1人以上、及び介護職員のうち 1人以上は、常勤の者でなければ

ならない。ただし、サテライト型特定施設(当該施設を設置しよう

とする者により設置される当該施設以外の介護老人保健施設又は

病院若しくは診療所であって当該施設に対する支援機能を有する

もの(以下この章において「本体施設」という。)との密接な連携を

確保しつつ、本体施設とは別の場所で運営される指定地域密着型特

定施設をいう。以下同じ。)にあっては、常勤換算方法で 1 以上と

する。 

4 第 1 項第 2 号の看護職員及び介護職員は、主として指定地域密着

型特定施設入居者生活介護の提供に当たるものとし、看護職員及び

介護職員のうちそれぞれ 1人以上は、常勤の者でなければならない。

ただし、サテライト型特定施設(当該施設を設置しようとする者に

より設置される当該施設以外の介護老人保健施設、介護医療院又は

病院若しくは診療所であって当該施設に対する支援機能を有する

もの(以下この章において「本体施設」という。)との密接な連携を

確保しつつ、本体施設とは別の場所で運営される指定地域密着型特

定施設をいう。以下同じ。)にあっては、常勤換算方法で 1 以上と

する。 

5及び 6 （略） 5及び 6 （略） 

7 第 1項第 1号、第 3号及び第 4号並びに前項の規定にかかわらず、

サテライト型特定施設の生活相談員、機能訓練指導員又は計画作成

担当者については、次に掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める職員により当該サテライト型特

定施設の入居者の処遇が適切に行われると認められるときは、これ

7 第 1項第 1号、第 3号及び第 4号並びに前項の規定にかかわらず、

サテライト型特定施設の生活相談員、機能訓練指導員又は計画作成

担当者については、次に掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める職員により当該サテライト型特

定施設の入居者の処遇が適切に行われると認められるときは、これ
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を置かないことができる。 を置かないことができる。 

(1) 介護老人保健施設 支援相談員、理学療法士若しくは作業療

法士又は介護支援専門員 

(1) 介護老人保健施設 支援相談員、理学療法士、作業療法士若

しくは言語聴覚士又は介護支援専門員 

(2) （略） (2) （略） 

 (3) 介護医療院 介護支援専門員 

8から 10まで （略） 8から 10まで （略） 

(指定地域密着型特定施設入居者生活介護の取扱方針) (指定地域密着型特定施設入居者生活介護の取扱方針) 

第 139条 （略） 第 139条 （略） 

2から 5まで （略） 2から 5まで （略） 

 6 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、身体的拘束等

の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を 3 月

に 1回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その

他の従業者に周知徹底を図ること。 

(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のた

めの研修を定期的に実施すること。 

6 （略） 7 （略） 

(従業者の員数) (従業者の員数) 

第 152条 （略） 第 152条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者は、専ら当該指定地域

密着型介護老人福祉施設の職務に従事する者でなければならない。

ただし、指定地域密着型介護老人福祉施設(ユニット型指定地域密

着型介護老人福祉施設(第 180 条に規定するユニット型指定地域密

着型介護老人福祉施設をいう。以下この項において同じ。)を除く。

3 指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者は、専ら当該指定地域

密着型介護老人福祉施設の職務に従事する者でなければならない。

ただし、指定地域密着型介護老人福祉施設(ユニット型指定地域密

着型介護老人福祉施設(第 180 条に規定するユニット型指定地域密

着型介護老人福祉施設をいう。以下この項において同じ。)を除く。
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以下この条において同じ。)及びユニット型指定介護老人福祉施設

(指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準(平成

11年厚生省令第 39号)第 38条に規定するユニット型指定介護老人

福祉施設をいう。)を併設する場合又は指定地域密着型介護老人福

祉施設及びユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設を併設す

る場合の介護職員及び看護職員(第 189 条第 2 項の規定に基づき配

置される看護職員に限る。)を除き、入所者の処遇に支障がない場

合は、この限りでない。 

以下この項において同じ。)にユニット型指定介護老人福祉施設(指

定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準(平成 11年

厚生省令第 39号。以下「指定介護老人福祉施設基準」という。)第

38条に規定するユニット型指定介護老人福祉施設をいう。以下この

項において同じ。)を併設する場合の指定地域密着型介護老人福祉

施設及びユニット型指定介護老人福祉施設の介護職員及び看護職

員(指定介護老人福祉施設基準第 47条第 2項の規定に基づき配置さ

れる看護職員に限る。)又は指定地域密着型介護老人福祉施設にユ

ニット型指定地域密着型介護老人福祉施設を併設する場合の指定

地域密着型介護老人福祉施設及びユニット型指定地域密着型介護

老人福祉施設の介護職員及び看護職員(第 189 条第 2 項の規定に基

づき配置される看護職員に限る。)を除き、入所者の処遇に支障が

ない場合は、この限りでない。 

4 第 1項第 1号の規定にかかわらず、サテライト型居住施設(当該施

設を設置しようとする者により設置される当該施設以外の指定介

護老人福祉施設、指定地域密着型介護老人福祉施設(サテライト型

居住施設である指定地域密着型介護老人福祉施設を除く。第 8項第

1号及び第 17項、第 154条第 1項第 6号並びに第 182条第 1項第 3号

において同じ。)、介護老人保健施設又は病院若しくは診療所であ

って当該施設に対する支援機能を有するもの(以下この章において

「本体施設」という。)との密接な連携を確保しつつ、本体施設と

は別の場所で運営される指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。

以下同じ。)の医師については、本体施設の医師により当該サテラ

イト型居住施設の入所者の健康管理が適切に行われると認められ

るときは、これを置かないことができる。 

4 第 1項第 1号の規定にかかわらず、サテライト型居住施設(当該施

設を設置しようとする者により設置される当該施設以外の指定介

護老人福祉施設、指定地域密着型介護老人福祉施設(サテライト型

居住施設である指定地域密着型介護老人福祉施設を除く。第 8項第

1号及び第 17項、第 154条第 1項第 6号並びに第 182条第 1項第 3号

において同じ。)、介護老人保健施設、介護医療院又は病院若しく

は診療所であって当該施設に対する支援機能を有するもの(以下こ

の章において「本体施設」という。)との密接な連携を確保しつつ、

本体施設とは別の場所で運営される指定地域密着型介護老人福祉

施設をいう。以下同じ。)の医師については、本体施設の医師によ

り当該サテライト型居住施設の入所者の健康管理が適切に行われ

ると認められるときは、これを置かないことができる。 

5から 7まで （略） 5から 7まで （略） 

8 第 1 項第 2 号及び第 4 号から第 6 号までの規定にかかわらず、サ

テライト型居住施設の生活相談員、栄養士、機能訓練指導員又は介

8 第 1 項第 2 号及び第 4 号から第 6 号までの規定にかかわらず、サ

テライト型居住施設の生活相談員、栄養士、機能訓練指導員又は介
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護支援専門員については、次に掲げる本体施設の場合には、次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める職員により当該サテライ

ト型居住施設の入所者の処遇が適切に行われると認められるとき

は、これを置かないことができる。 

護支援専門員については、次に掲げる本体施設の場合には、次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める職員により当該サテライ

ト型居住施設の入所者の処遇が適切に行われると認められるとき

は、これを置かないことができる。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 介護老人保健施設 支援相談員、栄養士、理学療法士若しく

は作業療法士又は介護支援専門員 

(2) 介護老人保健施設 支援相談員、栄養士、理学療法士、作業

療法士若しくは言語聴覚士又は介護支援専門員 

(3) （略） (3) （略） 

 (4) 介護医療院 栄養士又は介護支援専門員 

9から 17まで （略） 9から 17まで （略） 

(サービス提供困難時の対応) (サービス提供困難時の対応) 

第 155条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所申込者が入院治

療を必要とする場合その他入所申込者に対し自ら適切な便宜を提

供することが困難である場合は、適切な病院若しくは診療所又は介

護老人保健施設を紹介する等の適切な措置を速やかに講じなけれ

ばならない。 

第 155条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所申込者が入院治

療を必要とする場合その他入所申込者に対し自ら適切な便宜を提

供することが困難である場合は、適切な病院若しくは診療所又は介

護老人保健施設若しくは介護医療院を紹介する等の適切な措置を

速やかに講じなければならない。 

(指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の取扱方針) (指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の取扱方針) 

第 159条 （略） 第 159条 （略） 

2から 5まで （略） 2から 5まで （略） 

 6 指定地域密着型介護老人福祉施設は、身体的拘束等の適正化を図

るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を 3 月

に 1回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その

他の従業者に周知徹底を図ること。 

(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のた
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めの研修を定期的に実施すること。 

6 （略） 7 （略） 

 (緊急時等の対応) 

第 167 条の 2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、現に指定地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供を行っているときに

入所者の病状の急変が生じた場合その他必要な場合のため、あらか

じめ、第 152条第 1項第 1号に掲げる医師との連携方法その他の緊

急時等における対応方法を定めておかなければならない。 

(運営規程) (運営規程) 

第 170条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、次に掲げる施設の運

営についての重要事項に関する規程を定めておかなければならな

い。 

第 170条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、次に掲げる施設の運

営についての重要事項に関する規程を定めておかなければならな

い。 

(1)から(5)まで （略） (1)から(5)まで （略） 

 (6) 緊急時等における対応方法 

(6) （略） (7) （略） 

(7) （略） (8) （略） 

(指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の取扱方針) (指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の取扱方針) 

第 184条 （略） 第 184条 （略） 

2から 7まで （略） 2から 7まで （略） 

 8 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、身体的拘束等の

適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を 3 月

に 1回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その

他の従業者に周知徹底を図ること。 

(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(3) 介護職員その他の従業員に対し、身体的拘束等の適正化のた
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めの研修を定期的に実施すること。 

8 （略） 9 （略） 

(運営規程) (運営規程) 

第 188条 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、次に掲げ

る施設の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなけ

ればならない。 

第 188条 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、次に掲げ

る施設の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなけ

ればならない。 

(1)から(6)まで （略） (1)から(6)まで （略） 

 (7) 緊急時等における対応方法 

(7) （略） (8) （略） 

(8) （略） (9) （略） 

(従業者の員数等) (従業者の員数等) 

第 193条 指定看護小規模多機能型居宅介護の事業を行う者(以下「指

定看護小規模多機能型居宅介護事業者」という。)が当該事業を行

う事業所(以下「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」という。)

ごとに置くべき指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に当たる

従業者(以下「看護小規模多機能型居宅介護従業者」という。)の員

数は、夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定看護小規模多機能

型居宅介護の提供に当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者に

ついては、常勤換算方法で、通いサービス(登録者(指定看護小規模

多機能型居宅介護を利用するために指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所に登録を受けた者をいう。以下同じ。)を指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所に通わせて行う指定看護小規模多機能

型居宅介護をいう。以下同じ。)の提供に当たる者をその利用者の

数が 3 又はその端数を増すごとに 1 以上及び訪問サービス(看護小

規模多機能型居宅介護従業者が登録者の居宅を訪問し、当該居宅に

おいて行う指定看護小規模多機能型居宅介護(本体事業所である指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては当該本体事業所

第 193条 指定看護小規模多機能型居宅介護の事業を行う者(以下「指

定看護小規模多機能型居宅介護事業者」という。)が当該事業を行

う事業所(以下「指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」という。)

ごとに置くべき指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に当たる

従業者(以下「看護小規模多機能型居宅介護従業者」という。)の員

数は、夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定看護小規模多機能

型居宅介護の提供に当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者に

ついては、常勤換算方法で、通いサービス(登録者(指定看護小規模

多機能型居宅介護を利用するために指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所に登録を受けた者をいう。以下同じ。)を指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所に通わせて行う指定看護小規模多機能

型居宅介護をいう。以下同じ。)の提供に当たる者をその利用者の

数が 3 又はその端数を増すごとに 1 以上及び訪問サービス(看護小

規模多機能型居宅介護従業者が登録者の居宅を訪問し、当該居宅に

おいて行う指定看護小規模多機能型居宅介護(第 83条第 7項に規定

する本体事業所である指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に
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に係るサテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所又はサテ

ライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の

居宅において行う指定看護小規模多機能型居宅介護を含む。)をい

う。以下この章において同じ。)の提供に当たる者を 2 以上とし、

夜間及び深夜の時間帯を通じて指定看護小規模多機能型居宅介護

の提供に当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者については、夜

間及び深夜の勤務(夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務(宿直勤

務を除く。)をいう。第 6項において同じ。)に当たる者を 1以上及

び宿直勤務に当たる者を当該宿直勤務に必要な数以上とする。 

あっては当該本体事業所に係るサテライト型指定小規模多機能型

居宅介護事業所及び指定地域密着型介護予防サービス基準条例第

45条第7項に規定するサテライト型指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業所(第 6 項において「サテライト型指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所」という。)の登録者、第 8 項に規定する

本体事業所である指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっ

ては、当該本体事業所に係る同項に規定するサテライト型指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所の登録者並びに同項に規定するサ

テライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、当

該サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に係る同

項に規定する本体事業所、当該本体事業所に係る他の同項に規定す

るサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所及び当該

本体事業所に係る第 83 条第 7 項に規定するサテライト型指定小規

模多機能型居宅介護事業所の登録者の居宅において行う指定看護

小規模多機能型居宅介護を含む。)をいう。以下この章において同

じ。)の提供に当たる者を 2 以上とし、夜間及び深夜の時間帯を通

じて指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に当たる看護小規模

多機能型居宅介護従業者については、夜間及び深夜の勤務(夜間及

び深夜の時間帯に行われる勤務(宿直勤務を除く。)をいう。第 6項

において同じ。)に当たる者を 1 以上及び宿直勤務に当たる者を当

該宿直勤務に必要な数以上とする。 

2から 5まで （略） 2から 5まで （略） 

6 宿泊サービス(登録者を指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

に宿泊させて行う指定看護小規模多機能型居宅介護(本体事業所で

ある指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、当該本体

事業所に係るサテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所又

はサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の登

録者の心身の状況を勘案し、その処遇に支障がない場合に、当該登

6 宿泊サービス(登録者を指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

に宿泊させて行う指定看護小規模多機能型居宅介護(第 83条第 7項

に規定する本体事業所である指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所にあっては、当該本体事業所に係るサテライト型指定小規模多

機能型居宅介護事業所又はサテライト型指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所の登録者の心身の状況を勘案し、その処遇に支
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録者を当該本体事業所に宿泊させて行う指定看護小規模多機能型

居宅介護を含む。)をいう。以下同じ。)の利用者がいない場合であ

って、夜間及び深夜の時間帯を通じて利用者に対して訪問サービス

を提供するために必要な連絡体制を整備しているときは、第 1項の

規定にかかわらず、夜間及び深夜の時間帯を通じて夜間及び深夜の

勤務並びに宿直勤務に当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者

を置かないことができる。 

障がない場合に、当該登録者を当該本体事業所に宿泊させて行う指

定看護小規模多機能型居宅介護及び第 8項に規定する本体事業所で

ある指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、当該本体

事業所に係る同項に規定するサテライト型指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所の登録者の心身の状況を勘案し、その処遇に支障

がない場合に、当該登録者を当該本体事業所に宿泊させて行う指定

看護小規模多機能型居宅介護を含む。)をいう。以下同じ。)の利用

者がいない場合であって、夜間及び深夜の時間帯を通じて利用者に

対して訪問サービスを提供するために必要な連絡体制を整備して

いるときは、第 1項の規定にかかわらず、夜間及び深夜の時間帯を

通じて夜間及び深夜の勤務並びに宿直勤務に当たる看護小規模多

機能型居宅介護従業者を置かないことができる。 

7 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれかに

掲げる施設等が併設されている場合において、前各項に定める人員

に関する基準を満たす看護小規模多機能型居宅介護従業者を置く

ほか、当該各号に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者

を置いているときは、当該看護小規模多機能型居宅介護従業者は、

当該各号に掲げる施設等の職務に従事することができる。 

7 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号のいずれかに

掲げる施設等が併設されている場合において、前各項に定める人員

に関する基準を満たす看護小規模多機能型居宅介護従業者を置く

ほか、当該各号に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者

を置いているときは、当該看護小規模多機能型居宅介護従業者は、

当該各号に掲げる施設等の職務に従事することができる。 

(1)から(4)まで （略） (1)から(4)まで （略） 

 (5) 介護医療院 

 8 第 1 項の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所(利用者又はその家族等から電話等により看護に

関する意見を求められた場合に常時対応し、利用者に対し適切な看

護サービスを提供できる体制にある指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所であって、指定居宅サービス事業等その他の保健医療又

は福祉に関する事業について 3年以上の経験を有する指定看護小規

模多機能型居宅介護事業者により設置される当該指定看護小規模
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多機能型居宅介護事業所以外の指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所であって、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に対

して指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に係る支援を行うも

の(以下この章において「本体事業所」という。)との密接な連携の

下に運営され、利用者に対し適切な看護サービスを提供できる体制

にあるものをいう。以下同じ。)に置くべき訪問サービスの提供に

当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者については、本体事業所

の職員により当該サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所の登録者の処遇が適切に行われると認められるときは、2 人

以上とすることができる。 

 9 第 1 項の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所については、夜間及び深夜の時間帯を通じて本体

事業所において宿直勤務を行う看護小規模多機能型居宅介護従業

者により当該サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所の登録者の処遇が適切に行われると認められるときは、夜間及び

深夜の時間帯を通じて宿直勤務を行う看護小規模多機能型居宅介

護従業者を置かないことができる。 

 10 第 4項の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所については、看護職員の員数は常勤換算方法で

1以上とする。 

8 （略） 11 （略） 

9 （略） 12 （略） 

 13 第 11 項の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所については、本体事業所の介護支援専門員によ

り当該サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登

録者に対して居宅サービス計画の作成が適切に行われるときは、介

護支援専門員に代えて、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に
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専ら従事する前項の別に厚生労働大臣が定める研修を修了してい

る者(第 201条において「研修修了者」という。)を置くことができ

る。 

10 （略） 14 （略） 

(管理者) (管理者) 

第 194条 （略） 第 194条 （略） 

 2 前項本文の規定にかかわらず、指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所の管理上支障がない場合は、サテライト型指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所の管理者は、本体事業所の管理者をもって充

てることができる。 

2 前項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンタ

ー、介護老人保健施設、指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定

認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業所等の

従業者若しくは訪問介護員等として 3年以上認知症である者の介護

に従事した経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研

修を修了しているもの、又は保健師若しくは看護師でなければなら

ない。 

3 第 1 項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセン

ター、介護老人保健施設、介護医療院、指定小規模多機能型居宅介

護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サー

ビス事業所等の従業者若しくは訪問介護員等として 3年以上認知症

である者の介護に従事した経験を有する者であって、別に厚生労働

大臣が定める研修を修了しているもの、又は保健師若しくは看護師

でなければならない。 

(指定看護小規模多機能型居宅介護事業者の代表者) (指定看護小規模多機能型居宅介護事業者の代表者) 

第 195条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特別

養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、

指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介

護事業所、指定複合型サービス事業所(指定複合型サービスの事業

を行う事業所をいう。)等の従業者、訪問介護員等として認知症で

ある者の介護に従事した経験を有する者若しくは保健医療サービ

ス若しくは福祉サービスの経営に携わった経験を有する者であっ

て、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているもの、又は保健

師若しくは看護師でなければならない。 

第 195条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特別

養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、

介護医療院、指定小規模多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応

型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業所(指定複合型サ

ービスの事業を行う事業所をいう。)等の従業者、訪問介護員等と

して認知症である者の介護に従事した経験を有する者若しくは保

健医療サービス若しくは福祉サービスの経営に携わった経験を有

する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているも

の、又は保健師若しくは看護師でなければならない。 
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(登録定員及び利用定員) (登録定員及び利用定員) 

第 196条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所は、その登録定員

(登録者の数の上限をいう。以下この章において同じ。)を 29 人以

下とする。 

第 196条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所は、その登録定員

(登録者の数の上限をいう。以下この章において同じ。)を 29人(サ

テライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、

18人)以下とする。 

2 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所は、次に掲げる範囲内に

おいて、通いサービス及び宿泊サービスの利用定員(当該指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所におけるサービスごとの 1日当たり

の利用者の数の上限をいう。以下この章において同じ。)を定める

ものとする。 

2 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所は、次に掲げる範囲内に

おいて、通いサービス及び宿泊サービスの利用定員(当該指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所におけるサービスごとの 1日当たり

の利用者の数の上限をいう。以下この章において同じ。)を定める

ものとする。 

(1) 通いサービス 登録定員の 2 分の 1 から 15 人(登録定員が

25 人を超える指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあって

は、登録定員に応じて、次の表に定める利用定員)まで 

(1) 通いサービス 登録定員の 2 分の 1 から 15 人(登録定員が

25 人を超える指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあって

は登録定員に応じて、次の表に定める利用定員、サテライト型指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては 12人)まで 

（略） （略） 

(2) 宿泊サービス 通いサービスの利用定員の 3 分の 1 から 9 人

まで 

(2) 宿泊サービス 通いサービスの利用定員の 3 分の 1 から 9 人

(サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあって

は、6人)まで 

(設備及び備品等) (設備及び備品等) 

第 197条 （略） 第 197条 （略） 

2 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 2 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 宿泊室 (2) 宿泊室 

アからエまで （略） アからエまで （略） 

 オ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が診療所である場

合であって、当該指定看護小規模多機能型居宅介護の利用者へ
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のサービスの提供に支障がない場合には、当該診療所が有する

病床については、宿泊室を兼用することができる。 

3及び 4 （略） 3及び 4 （略） 

(看護小規模多機能型居宅介護計画及び看護小規模多機能型居宅介

護報告書の作成) 

(看護小規模多機能型居宅介護計画及び看護小規模多機能型居宅介

護報告書の作成) 

第 201条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は、介護

支援専門員に看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に関する業

務を、看護師等(准看護師を除く。第 9項において同じ。)に看護小

規模多機能型居宅介護報告書の作成に関する業務を担当させるも

のとする。 

第 201条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は、介護

支援専門員(第 193条第 13項の規定により介護支援専門員を配置し

ていないサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に

あっては、研修修了者。以下この条において同じ。)に看護小規模

多機能型居宅介護計画の作成に関する業務を、看護師等(准看護師

を除く。第 9 項において同じ。)に看護小規模多機能型居宅介護報

告書の作成に関する業務を担当させるものとする。 

2から 10まで （略） 2から 10まで （略） 

(準用) (準用) 

第 204条 第 10条から第 14条まで、第 21条、第 23条、第 29条、

第 35条から第 39条まで、第 41条、第 42条、第 60条の 11、第 60条

の 13、第 60条の 16、第 60条の 17、第 88条から第 91条まで、第

94条から第 96条まで、第 98条、第 99条、第 101条から第 105条

まで及び第 107条の規定は、指定看護小規模多機能型居宅介護の事

業について準用する。この場合において、第 10条第 1項中「第 32条

に規定する運営規程」とあるのは「第 204 条において準用する第

101条に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護

従業者」と、第 35 条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第 60条

の 11第 2項中「この節」とあるのは「第 9章第 4節」と、第 60条

の 13 中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「看護小規模多

第 204条 第 10条から第 14条まで、第 21条、第 23条、第 29条、

第 35条から第 39条まで、第 41条、第 42条、第 60条の 11、第 60条

の 13、第 60条の 16、第 60条の 17、第 88条から第 91条まで、第

94条から第 96条まで、第 98条、第 99条、第 101条から第 105条

まで及び第 107条の規定は、指定看護小規模多機能型居宅介護の事

業について準用する。この場合において、第 10条第 1項中「第 32条

に規定する運営規程」とあるのは「第 204 条において準用する第

101条に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護

従業者」と、第 35 条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第 60条

の 11第 2項中「この節」とあるのは「第 9章第 4節」と、第 60条

の 13 中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「看護小規模多
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機能型居宅介護従業者」と、第 60条の 17第 1項中「地域密着型通

所介護について知見を有する者」とあるのは「看護小規模多機能型

居宅介護について知見を有する者」と、「6月」とあるのは「2月」、

「活動状況」とあるのは「通いサービス及び宿泊サービスの提供回

数等の活動状況」と、第 90条及び第 98条中「小規模多機能型居宅

介護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、

第 107条中「第 83条第 6項の表の中欄」とあるのは「第 193条第 7項

各号」と読み替えるものとする。 

機能型居宅介護従業者」と、第 60条の 17第 1項中「地域密着型通

所介護について知見を有する者」とあるのは「看護小規模多機能型

居宅介護について知見を有する者」と、「6月」とあるのは「2月」、

「活動状況」とあるのは「通いサービス及び宿泊サービスの提供回

数等の活動状況」と、第 88条中「第 83条第 12項」とあるのは「第

193条第 13項」と、第 90条及び第 98条中「小規模多機能型居宅介

護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、

第 107条中「第 83条第 6項の表の中欄」とあるのは「第 193条第 7項

各号」と読み替えるものとする。 

附 則 附 則 

1 （略） 1 （略） 

(経過措置) (経過措置) 

2 一般病床、精神病床(健康保険法等の一部を改正する法律附則第

130条の 2第 1項の規定によりなおその効力を有するものとされた

介護保険法施行令(平成 10 年政令第 412 号)第 4 条第 2 項に規定す

る病床に係るものに限る。以下この項及び附則第 4 項において同

じ。)又は療養病床を有する病院の一般病床、精神病床又は療養病

床を平成 30 年 3 月 31 日までの間に転換(当該病院の一般病床、精

神病床又は療養病床の病床数を減少させるとともに、当該病院の施

設を介護老人保健施設、軽費老人ホーム(老人福祉法第 20条の 6に

規定する軽費老人ホームをいう。以下同じ。)その他の要介護者、

要支援者その他の者を入所させ、又は入居させるための施設の用に

供することをいう。)し、指定地域密着型介護老人福祉施設を開設

しようとする場合において、当該転換に係る食堂及び機能訓練室に

ついては、第 154条第 1項第 7号アの規定にかかわらず、食堂は、

1 平方メートルに入所定員を乗じて得た面積以上を有し、機能訓練

室は、40平方メートル以上の面積を有しなければならない。ただし、

2 一般病床、精神病床(健康保険法等の一部を改正する法律附則第

130条の 2第 1項の規定によりなおその効力を有するものとされた

介護保険法施行令(平成 10 年政令第 412 号)第 4 条第 2 項に規定す

る病床に係るものに限る。以下この項及び附則第 4 項において同

じ。)又は療養病床を有する病院の一般病床、精神病床又は療養病

床を平成 36 年 3 月 31 日までの間に転換(当該病院の一般病床、精

神病床又は療養病床の病床数を減少させるとともに、当該病院の施

設を介護老人保健施設、軽費老人ホーム(老人福祉法第 20条の 6に

規定する軽費老人ホームをいう。以下同じ。)その他の要介護者、

要支援者その他の者を入所させ、又は入居させるための施設の用に

供することをいう。)し、指定地域密着型介護老人福祉施設を開設

しようとする場合において、当該転換に係る食堂及び機能訓練室に

ついては、第 154条第 1項第 7号アの規定にかかわらず、食堂は、

1 平方メートルに入所定員を乗じて得た面積以上を有し、機能訓練

室は、40平方メートル以上の面積を有しなければならない。ただし、
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食事の提供又は機能訓練を行う場合において、当該食事の提供又は

機能訓練に支障がない広さを確保することができるときは、同一の

場所とすることができるものとする。 

食事の提供又は機能訓練を行う場合において、当該食事の提供又は

機能訓練に支障がない広さを確保することができるときは、同一の

場所とすることができるものとする。 

3 一般病床又は療養病床を有する診療所の一般病床又は療養病床を

平成 30 年 3 月 31 日までの間に転換(当該診療所の一般病床又は療

養病床の病床数を減少させるとともに、当該診療所の施設を介護老

人保健施設、軽費老人ホームその他の要介護者、要支援者その他の

者を入所させ、又は入居させるための施設の用に供することをい

う。)し、指定地域密着型介護老人福祉施設を開設しようとする場

合において、当該転換に係る食堂及び機能訓練室については、第

154条第 1項第 7号アの規定にかかわらず、次の各号に掲げる基準

のいずれかに適合するものとする。 

3 一般病床又は療養病床を有する診療所の一般病床又は療養病床を

平成 36 年 3 月 31 日までの間に転換(当該診療所の一般病床又は療

養病床の病床数を減少させるとともに、当該診療所の施設を介護老

人保健施設、軽費老人ホームその他の要介護者、要支援者その他の

者を入所させ、又は入居させるための施設の用に供することをい

う。)し、指定地域密着型介護老人福祉施設を開設しようとする場

合において、当該転換に係る食堂及び機能訓練室については、第

154条第 1項第 7号アの規定にかかわらず、次の各号に掲げる基準

のいずれかに適合するものとする。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

4 一般病床、精神病床若しくは療養病床を有する病院の一般病床、

精神病床若しくは療養病床又は一般病床若しくは療養病床を有す

る診療所の一般病床若しくは療養病床を平成 30年 3月 31日までの

間に転換(当該病院の一般病床、精神病床若しくは療養病床又は当

該診療所の一般病床若しくは療養病床の病床数を減少させるとと

もに、当該病院又は診療所の施設を介護老人保健施設、軽費老人ホ

ームその他の要介護者、要支援者その他の者を入所させ、又は入居

させるための施設の用に供することをいう。)し、指定地域密着型

介護老人福祉施設を開設しようとする場合において、第 154 条第

1項第 8号及び第 182条第 1項第 4号の規定にかかわらず、当該転

換に係る廊下の幅については、1.2 メートル以上とする。ただし、

中廊下の幅は、1.6メートル以上とする。 

4 一般病床、精神病床若しくは療養病床を有する病院の一般病床、

精神病床若しくは療養病床又は一般病床若しくは療養病床を有す

る診療所の一般病床若しくは療養病床を平成 36年 3月 31日までの

間に転換(当該病院の一般病床、精神病床若しくは療養病床又は当

該診療所の一般病床若しくは療養病床の病床数を減少させるとと

もに、当該病院又は診療所の施設を介護老人保健施設、軽費老人ホ

ームその他の要介護者、要支援者その他の者を入所させ、又は入居

させるための施設の用に供することをいう。)し、指定地域密着型

介護老人福祉施設を開設しようとする場合において、第 154 条第

1項第 8号及び第 182条第 1項第 4号の規定にかかわらず、当該転

換に係る廊下の幅については、1.2 メートル以上とする。ただし、

中廊下の幅は、1.6メートル以上とする。 

5 （略） 5 （略） 

 6 第 131 条の規定にかかわらず、療養病床等を有する病院又は病床
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を有する診療所の開設者が、当該病院の療養病床等又は当該診療所

の病床を平成 36 年 3 月 31 日までの間に転換(当該病院の療養病床

等又は当該診療所の病床の病床数を減少させるとともに、当該病院

等の施設を介護医療院、軽費老人ホームその他の要介護者、要支援

者その他の者を入所させ、又は入居させるための施設の用に供する

ことをいう。次項において同じ。)を行って指定地域密着型特定施

設入居者生活介護の事業を行う医療機関併設型指定地域密着型特

定施設(介護老人保健施設、介護医療院又は病院若しくは診療所に

併設される指定地域密着型特定施設をいう。以下この項及び次項に

おいて同じ。)の生活相談員、機能訓練指導員及び計画作成担当者

の員数の基準は、次のとおりとする。 

(1) 機能訓練指導員 併設される介護老人保健施設、介護医療院

又は病院若しくは診療所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士により当該医療機関併設型指定地域密着型特定施設の利用者

の処遇が適切に行われると認められるときは、置かないことがで

きること。 

(2) 生活相談員又は計画作成担当者 当該医療機関併設型指定地

域密着型特定施設の実情に応じた適当数 

 7 第 133 条の規定にかかわらず、療養病床等を有する病院又は病床

を有する診療所の開設者が、当該病院の療養病床等又は当該診療所

の病床を平成 36年 3月 31日までの間に転換を行って指定地域密着

型特定施設入居者生活介護の事業を行う場合の医療機関併設型指

定地域密着型特定施設においては、併設される介護老人保健施設、

介護医療院又は病院若しくは診療所の施設を利用することにより、

当該医療機関併設型指定地域密着型特定施設の利用者の処遇が適

切に行われると認められるときは、当該医療機関併設型指定地域密

着型特定施設に浴室、便所及び食堂を設けないことができる。 

   改正附則 



８６ 

旧 新 

  この条例は、平成 30年 4月 1日から施行する。 
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介護予防のための効果的な支援の方法等に関する基準等を定める条例旧新対照表 

旧 新 

第5条 指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症

対応型通所介護(以下「指定介護予防認知症対応型通所介護」とい

う。)の事業は、その認知症(法第5条の2に規定する認知症をいう。

以下同じ。)である利用者(その者の認知症の原因となる疾患が急性

の状態にある者を除く。以下同じ。)が可能な限りその居宅におい

て、自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活上

の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の維持回

復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すもので

なければならない。 

第5条 指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症

対応型通所介護(以下「指定介護予防認知症対応型通所介護」とい

う。)の事業は、その認知症(法第5条の2第1項に規定する認知症を

いう。以下同じ。)である利用者(その者の認知症の原因となる疾患

が急性の状態にある者を除く。以下同じ。)が可能な限りその居宅

において、自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常

生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の

維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指す

ものでなければならない。 

(従業者の員数) (従業者の員数) 

第6条 単独型指定介護予防認知症対応型通所介護(特別養護老人ホ

ーム等(特別養護老人ホーム(老人福祉法(昭和38年法律第133号)第

20条の5に規定する特別養護老人ホームをいう。以下同じ。)、同法

第20条の4に規定する養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保

健施設、社会福祉施設又は特定施設に併設されていない事業所にお

いて行われる指定介護予防認知症対応型通所介護をいう。以下同

じ。))の事業を行う者及び併設型指定介護予防認知症対応型通所介

護(特別養護老人ホーム等に併設されている事業所において行われ

る指定介護予防認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。)の事業

を行う者(以下「単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介

護事業者」という。)が当該事業を行う事業所(以下「単独型・併設

型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所」という。)ごとに置

くべき従業者の員数は、次のとおりとする。 

第6条 単独型指定介護予防認知症対応型通所介護(特別養護老人ホ

ーム等(特別養護老人ホーム(老人福祉法(昭和38年法律第133号)第

20条の5に規定する特別養護老人ホームをいう。以下同じ。)、同法

第20条の4に規定する養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保

健施設、介護医療院、社会福祉施設又は特定施設をいう。以下この

条において同じ。)に併設されていない事業所において行われる指

定介護予防認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。)の事業を行

う者及び併設型指定介護予防認知症対応型通所介護(特別養護老人

ホーム等に併設されている事業所において行われる指定介護予防

認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。)の事業を行う者(以下「単

独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者」という。)

が当該事業を行う事業所(以下「単独型・併設型指定介護予防認知

症対応型通所介護事業所」という。)ごとに置くべき従業者の員数

は、次のとおりとする。 

(1)から(3)まで （略） (1)から(3)まで （略） 



８８ 

旧 新 

2から7まで （略） 2から7まで （略） 

(利用定員等) (利用定員等) 

第10条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の利用定

員(当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において

同時に共用型指定介護予防認知症対応型通所介護の提供を受ける

ことができる利用者の数の上限をいう。)は、指定認知症対応型共

同生活介護事業所又は指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業所においては共同生活住居(法第8条第20項又は法第8条の2第

15項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。)ごとに、指定地

域密着型特定施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設において

は施設ごとに1日当たり3人以下とする。 

第10条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の利用定

員(当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において

同時に共用型指定介護予防認知症対応型通所介護の提供を受ける

ことができる利用者の数の上限をいう。)は、指定認知症対応型共

同生活介護事業所又は指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業所においては共同生活住居(法第8条第20項又は法第8条の2第

15項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。)ごとに、指定地

域密着型特定施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設(ユニット

型指定地域密着型介護老人福祉施設(指定地域密着型サービス基準

条例第180条に規定するユニット型指定地域密着型介護老人福祉施

設をいう。以下この項において同じ。)を除く。)においては施設ご

とに1日当たり3人以下とし、ユニット型指定地域密着型介護老人福

祉施設においてはユニットごとに当該ユニット型指定地域密着型

介護老人福祉施設の入居者の数と当該共用型指定介護予防認知症

対応型通所介護の利用者の数の合計が1日当たり12人以下となる数

とする。 

2 （略） 2 （略） 

(心身の状況等の把握) (心身の状況等の把握) 

第17条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防

認知症対応型通所介護の提供に当たっては、利用者に係る介護予防

支援事業者が開催するサービス担当者会議(指定介護予防支援等の

事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準(平成18年厚生労働省令第

37号。以下「指定介護予防支援等基準」という。)第30条第9号に規

定するサービス担当者会議をいう。以下この章において同じ。)等

第17条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防

認知症対応型通所介護の提供に当たっては、利用者に係る介護予防

支援事業者が開催するサービス担当者会議(舞鶴市指定介護予防支

援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例(平

成27年条例第9号。以下「指定介護予防支援等基準条例」という。)

第32条第9号に規定するサービス担当者会議をいう。以下この章に
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を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健

医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなけれ

ばならない。 

おいて同じ。)等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれてい

る環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把

握に努めなければならない。 

(従業者の員数等) (従業者の員数等) 

第45条 （略） 第45条 （略） 

2から5まで （略） 2から5まで （略） 

6 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関す

る基準を満たす介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置くほ

か、同表の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者

を置いているときは、同表の右欄に掲げる当該介護予防小規模多機

能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の職務に従事す

ることができる。 

6 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関す

る基準を満たす介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置くほ

か、同表の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者

を置いているときは、同表の右欄に掲げる当該介護予防小規模多機

能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の職務に従事す

ることができる。 

当該指定介護予防

小規模多機能型居

宅介護事業所に中

欄に掲げる施設等

のいずれかが併設

されている場合 

指定認知症対応型共同生活介護事業

所、指定地域密着型特定施設、指定地

域密着型介護老人福祉施設又は指定介

護療養型医療施設(医療法(昭和23年法

律第205号)第7条第2項第4号に規定す

る療養病床を有する診療所であるもの

に限る。) 

介護職員 

当該指定介護予防

小規模多機能型居

宅介護事業所の同

一敷地内に中欄に

掲げる施設等のい

ずれかがある場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定居宅サ

ービスの事業を行う事業所、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、

指定地域密着型通所介護事業所、指定

認知症対応型通所介護事業所、指定介

護老人福祉施設又は介護老人保健施設 

看護師又

は准看護

師 

 

当該指定介護予防

小規模多機能型居

宅介護事業所に中

欄に掲げる施設等

のいずれかが併設

されている場合 

指定認知症対応型共同生活介護事業

所、指定地域密着型特定施設、指定地

域密着型介護老人福祉施設、指定介護

療養型医療施設(医療法(昭和23年法律

第205号)第7条第2項第4号に規定する

療養病床を有する診療所であるものに

限る。)又は介護医療院 

介護職員 

当該指定介護予防

小規模多機能型居

宅介護事業所の同

一敷地内に中欄に

掲げる施設等のい

ずれかがある場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定居宅サ

ービスの事業を行う事業所、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、

指定地域密着型通所介護事業所、指定

認知症対応型通所介護事業所、指定介

護老人福祉施設又は介護老人保健施設 

看護師又

は准看護

師 

 

7から13まで （略） 7から13まで （略） 

(管理者) (管理者) 
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第46条 （略） 第46条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 前2項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンタ

ー(老人福祉法第20条の2の2に規定する老人デイサービスセンター

をいう。以下同じ。)、介護老人保健施設、指定認知症対応型共同

生活介護事業所、指定複合型サービス事業所(指定地域密着型サー

ビス基準条例第195条に規定する指定複合型サービス事業所をい

う。次条において同じ。)、指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所等の従業者又は訪問介護員等(介護福祉士又は法第8条第2項

に規定する政令で定める者をいう。次条、第73条第2項及び第74条

において同じ。)として3年以上認知症である者の介護に従事した経

験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了して

いるものでなければならない。 

3 前2項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンタ

ー(老人福祉法第20条の2の2に規定する老人デイサービスセンター

をいう。以下同じ。)、介護老人保健施設、介護医療院、指定認知

症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業所(指定地

域密着型サービス基準条例第195条に規定する指定複合型サービス

事業所をいう。次条において同じ。)、指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所等の従業者又は訪問介護員等(介護福祉士又は法

第8条第2項に規定する政令で定める者をいう。次条、第73条第2項

及び第74条において同じ。)として3年以上認知症である者の介護に

従事した経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修

を修了しているものでなければならない。 

(指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の代表者) (指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の代表者) 

第47条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特

別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、

指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業

所、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者若しく

は訪問介護員等として認知症である者の介護に従事した経験を有

する者又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの経営に携わ

った経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修

了しているものでなければならない。 

第47条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特

別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、

介護医療院、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サ

ービス事業所、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所等の従

業者若しくは訪問介護員等として認知症である者の介護に従事し

た経験を有する者又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの

経営に携わった経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定め

る研修を修了しているものでなければならない。 

(協力医療機関等) (協力医療機関等) 

第61条 （略） 第61条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスの提供

体制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施

3 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスの提供

体制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施
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設、介護老人保健施設、病院等との間の連携及び支援の体制を整え

なければならない。 

設、介護老人保健施設、介護医療院、病院等との間の連携及び支援

の体制を整えなければならない。 

(指定介護予防小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針) (指定介護予防小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針) 

第68条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の方針は、第44条に規

定する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲

げるところによるものとする。 

第68条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の方針は、第44条に規

定する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲

げるところによるものとする。 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 介護支援専門員は、前号に規定する利用者の日常生活全般の

状況及び希望を踏まえて、指定介護予防支援等基準第30条各号に

掲げる具体的取組方針及び指定介護予防支援等基準第31条各号

に掲げる留意点に沿って、指定介護予防サービス等の利用に係る

計画を作成するものとする。 

(2) 介護支援専門員は、前号に規定する利用者の日常生活全般の

状況及び希望を踏まえて、指定介護予防支援等基準条例第32条各

号に掲げる具体的取組方針及び指定介護予防支援等基準条例第

33条各号に掲げる留意点に沿って、指定介護予防サービス等の利

用に係る計画を作成するものとする。 

(3)から(15)まで (略)  (3)から(15)まで (略) 

(管理者) (管理者) 

第73条 （略） 第73条 （略） 

2 共同生活住居の管理者は、適切な指定介護予防認知症対応型共同

生活介護を提供するために必要な知識及び経験を有し、特別養護老

人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、指定認

知症対応型共同生活介護事業所等の従業者又は訪問介護員等とし

て、3年以上認知症である者の介護に従事した経験を有する者であ

って、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているものでなけれ

ばならない。 

2 共同生活住居の管理者は、適切な指定介護予防認知症対応型共同

生活介護を提供するために必要な知識及び経験を有し、特別養護老

人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護医

療院、指定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者又は訪問介

護員等として、3年以上認知症である者の介護に従事した経験を有

する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているも

のでなければならない。 

(指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者の代表者) (指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者の代表者) 

第74条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者の代表者は、

特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施

設、指定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者若しくは訪問

介護員等として、認知症である者の介護に従事した経験を有する者

第74条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者の代表者は、

特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施

設、介護医療院、指定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者

若しくは訪問介護員等として、認知症である者の介護に従事した経
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又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの提供を行う事業の

経営に携わった経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定め

る研修を修了しているものでなければならない。 

験を有する者又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの提供

を行う事業の経営に携わった経験を有する者であって、別に厚生労

働大臣が定める研修を修了しているものでなければならない。 

(身体的拘束等の禁止) (身体的拘束等の禁止) 

第79条 （略） 第79条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

 3 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的拘束等

の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を3月

に1回以上開催するとともに、その結果について、介護従業者そ

の他の従業者に周知徹底を図ること。 

(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(3) 介護従業者その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化の

ための研修を定期的に実施すること。 

(協力医療機関等) (協力医療機関等) 

第84条 （略） 第84条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、サービスの提

供体制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉

施設、介護老人保健施設、病院等との間の連携及び支援の体制を整

えなければならない。 

3 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、サービスの提

供体制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉

施設、介護老人保健施設、介護医療院、病院等との間の連携及び支

援の体制を整えなければならない。 

   改正附則 

 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 
 

  



９３ 

      舞鶴市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援 

の方法に関する基準等を定める条例旧新対照表 

旧 新 

(基本方針) (基本方針) 

第2条 (略) 第2条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 指定介護予防支援事業者は、事業の運営に当たっては、市、地域

包括支援センター(法第115条の46第1項に規定する地域包括支援セ

ンターをいう。以下同じ。)、老人福祉法(昭和38年法律第133号)第

20条の7の2第1項に規定する老人介護支援センター、指定居宅介護

支援事業者(法第46条第1項に規定する指定居宅介護支援事業者を

いう。以下同じ。)、他の指定介護予防支援事業者、介護保険施設、

住民による自発的な活動によるサービスを含めた地域における

様々な取組を行う者等との連携に努めなければならない。 

4 指定介護予防支援事業者は、事業の運営に当たっては、市、地域

包括支援センター(法第115条の46第1項に規定する地域包括支援セ

ンターをいう。以下同じ。)、老人福祉法(昭和38年法律第133号)第

20条の7の2第1項に規定する老人介護支援センター、指定居宅介護

支援事業者(法第46条第1項に規定する指定居宅介護支援事業者を

いう。以下同じ。)、他の指定介護予防支援事業者、介護保険施設、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平

成17年法律第123号)第51条の17第1項第1号に規定する指定特定相

談支援事業者、住民による自発的な活動によるサービスを含めた地

域における様々な取組を行う者等との連携に努めなければならな

い。 

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第6条 (略) 第6条 (略) 

2 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、介護予防サービ

ス計画が第2条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成

されるものであること等につき説明を行い、理解を得なければなら

ない。 

2 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、介護予防サービ

ス計画が第2条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成

されるものされるものであり、利用者は複数の指定介護予防サービ

ス事業者(法第53条第1項に規定する指定介護予防サービス事業者

をいう。以下同じ。)等を紹介するよう求めることができること等

につき説明を行い、理解を得なければならない。 

 3 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際
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し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、利用者について、

病院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、担当職員の氏名

及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求めなければなら

ない。 

3 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又はその家族から申出が

あった場合には、第1項の規定による文書の交付に代えて、第6項で

定めるところにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、

当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を使用する方法であって次に掲げるもの

(以下この条において「電磁的方法」という。)により提供すること

ができる。この場合において、当該指定介護予防支援事業者は、当

該文書を交付したものとみなす。 

4 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又はその家族から申出が

あった場合には、第1項の規定による文書の交付に代えて、第7項に

定めるところにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、

当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの

(以下この条において「電磁的方法」という。)により提供すること

ができる。この場合において、当該指定介護予防支援事業者は、当

該文書を交付したものとみなす。 

 (1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

4 (略)  5 (略)  

5 第3項第1号の「電子情報処理組織」とは、指定介護予防支援事業

者の使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係

る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をい

う。 

6 第4項第1号の「電子情報処理組織」とは、指定介護予防支援事業

者の使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係

る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をい

う。 

6 指定介護予防支援事業者は、第3項の規定により第1項に規定する

重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者

又はその家族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び

内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならな

い。 

7 指定介護予防支援事業者は、第4項の規定により第1項に規定する

重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者

又はその家族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び

内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならな

い。 

(1) 第3項各号に規定する方法のうち指定介護予防支援事業者が

使用するもの 

(1) 第4項各号に規定する方法のうち指定介護予防支援事業者が

使用するもの 

(2) (略) (2) (略)  

7 (略)  8 (略)  
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(サービス提供困難時の対応) (サービス提供困難時の対応) 

第8条 指定介護予防支援事業者は、当該指定介護予防支援事業所の

通常の事業の実施地域(指定介護予防支援事業所が通常時に指定介

護予防支援を提供する地域をいう。以下同じ。)等を勘案し、利用

申込者に対し自ら適切な指定介護予防支援を提供することが困難

であると認めた場合は、他の指定介護予防支援事業者の紹介その他

の必要な措置を講じなければならない。 

第8条 指定介護予防支援事業者は、当該指定介護予防支援事業所の

通常の事業の実施地域(当該指定介護予防支援事業所が通常時に指

定介護予防支援を提供する地域をいう。以下同じ。)等を勘案し、

利用申込者に対し自ら適切な指定介護予防支援を提供することが

困難であると認めた場合は、他の指定介護予防支援事業者の紹介そ

の他の必要な措置を講じなければならない。 

(利用料等の受領) (利用料等の受領) 

第12条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援(法第58条第

4項の規定に基づき介護予防サービス計画費(法第58条第2項に規定

する介護予防サービス計画費をいう。以下同じ。)が当該指定介護

予防支援事業者に支払われる場合に係るものを除く。)を提供した

際にその利用者から支払を受ける利用料(介護予防サービス計画費

の支給の対象となる費用に係る対価をいう。以下同じ。)と、介護

予防サービス計画費の額との間に、不合理な差額が生じないように

しなければならない。 

第12条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援(法第58条第

4項の規定に基づき介護予防サービス計画費(同条第1項に規定する

介護予防サービス計画費をいう。以下同じ。)が当該指定介護予防

支援事業者に支払われる場合に係るものを除く。)を提供した際に

その利用者から支払を受ける利用料(介護予防サービス計画費の支

給の対象となる費用に係る対価をいう。以下同じ。)の額と、介護

予防サービス計画費の額との間に、不合理な差額が生じないように

しなければならない。 

(利用者に関する市への通知) (利用者に関する市への通知) 

第17条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援を受けている

利用者が次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付して

その旨を市に通知しなければならない。 

第17条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援を受けている

利用者が次の各号のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を

付してその旨を市に通知しなければならない。 

(1)及び(2) (略)  (1)及び(2) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第20条 (略) 第20条 (略) 

2 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに、当

該指定介護予防支援事業所の担当職員によって指定介護予防支援

の業務を提供しなければならない。ただし、担当職員の補助の業務

についてはこの限りでない。 

2 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに、当

該指定介護予防支援事業所の担当職員によって指定介護予防支援

の業務を担当させなければならない。ただし、担当職員の補助の業

務については、この限りでない。 
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3 (略) 3 (略)  

(事故発生時の対応) (事故発生時の対応) 

第28条 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支

援の提供により事故が発生した場合には速やかに市、利用者の家族

等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

第28条 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支

援の提供により事故が発生した場合には、速やかに市、利用者の家

族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

2及び3 (略)  2及び3 (略)  

(会計の区分) (会計の区分) 

第29条 指定介護予防支援事業者は、事業所ごとに経理を区分すると

ともに、指定介護予防支援の事業の会計とその他の事業の会計とを

区分しなければならない。 

第29条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに

経理を区分するとともに、指定介護予防支援の事業の会計とその他

の事業の会計とを区分しなければならない。 

(指定介護予防支援の具体的取扱方針) (指定介護予防支援の具体的取扱方針) 

第32条 指定介護予防支援の方針は、第2条に規定する基本方針及び

前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるも

のとする。 

第32条 指定介護予防支援の方針は、第2条に規定する基本方針及び

前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるも

のとする。 

(1)から(8)まで (略)  (1)から(8)まで (略) 

(9) 担当職員は、サービス担当者会議(担当職員が介護予防サービ

ス計画の作成のために介護予防サービス計画の原案に位置付け

た指定介護予防サービス等の担当者(以下この条において「担当

者」という。)を召集して行う会議をいう。以下同じ。)の開催に

より、利用者の状況等に関する情報を担当者と共有するととも

に、当該介護予防サービス計画の原案の内容について、担当者か

ら、専門的な見地からの意見を求めること(やむを得ない理由が

ある場合については、担当者に対する照会等により意見を求める

ことができるものとする。)。 

(9) 担当職員は、サービス担当者会議(担当職員が介護予防サービ

ス計画の作成のために、利用者及びその家族の参加を基本としつ

つ、介護予防サービス計画の原案に位置付けた指定介護予防サー

ビス等の担当者(以下この条において「担当者」という。)を招集

して行う会議をいう。以下同じ。)の開催により、利用者の状況

等に関する情報を担当者と共有するとともに、当該介護予防サー

ビス計画の原案の内容について、担当者から、専門的な見地から

の意見を求めること(やむを得ない理由がある場合については、

担当者に対する照会等により意見を求めることができるものと

する。)。 

(10)から(14)まで (略) (10)から(14)まで (略) 
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 (15) 担当職員は、指定介護予防サービス事業者等から利用者に係

る情報の提供を受けたときその他必要と認めるときは、利用者の

服薬状況、口腔
くう

機能その他の利用者の心身又は生活の状況に係る

情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て主治の医師

若しくは歯科医師又は薬剤師に提供すること。 

(15) (略)  (16) (略)  

(16) (略)  (17) (略)  

(17) (略)  (18) (略)  

(18) (略)  (19) (略)  

(19) 担当職員は、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総

合的かつ効率的に提供された場合においても、利用者がその居宅

において日常生活を営むことが困難となったと認める場合又は

利用者が介護保険施設への入院又は入所を希望する場合には、利

用者の要介護認定に係る申請について必要な支援を行い、介護保

険施設への紹介その他の便宜の提供を行うこと。 

(20) 担当職員は、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総

合的かつ効率的に提供された場合においても、利用者がその居宅

において日常生活を営むことが困難となったと認める場合又は

利用者が介護保険施設への入院若しくは入所を希望する場合に

は、利用者の要介護認定に係る申請について必要な支援を行い、

介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行うこと。 

(20) 担当職員は、介護保険施設等から退院又は退所しようとする

要支援者から依頼があった場合には、居宅における生活へ円滑に

移行できるよう、あらかじめ、介護予防サービス計画の作成等の

援助を行うこと。 

(21) 担当職員は、介護保険施設等から退院又は退所をしようとす

る要支援者から依頼があった場合には、居宅における生活へ円滑

に移行できるよう、あらかじめ、介護予防サービス計画の作成等

の援助を行うこと。 

(21) 担当職員は、利用者が介護予防訪問看護、介護予防通所リハ

ビリテーション等の医療サービスの利用を希望している場合そ

の他必要な場合には、利用者の同意を得て主治の医師又は歯科医

師(以下「主治の医師等」という。)の意見を求めること。 

(22) 担当職員は、利用者が介護予防訪問看護、介護予防通所リハ

ビリテーション等の医療サービスの利用を希望している場合そ

の他必要な場合には、利用者の同意を得て主治の医師又は歯科医

師(次号及び第24号において「主治の医師等」という。)の意見を

求めること。 

 (23) 前号の場合において、担当職員は、介護予防サービス計画を

作成した際には、当該介護予防サービス計画を主治の医師等に交
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付すること。 

(22) (略) (24) (略)  

(23) (略)  (25) (略)  

(24) (略)  (26) (略)  

(25) (略)  (27) (略)  

(26) 担当職員は、利用者が提示する被保険者証に、法第73条第2項

に規定する認定審査会意見又は法第37条第1項の規定による指定

に係る介護予防サービスの種類若しくは地域密着型介護予防サ

ービスの種類についての記載がある場合には、利用者にその趣旨

(同条第1項の規定による指定に係る介護予防サービス若しくは

地域密着型介護予防サービスの種類については、その変更の申請

ができることを含む。)を説明し、理解を得た上で、その内容に

沿って介護予防サービス計画を作成すること。 

(28) 担当職員は、利用者が提示する被保険者証に、法第73条第2項

に規定する認定審査会意見又は法第37条第1項の規定による指定

に係る介護予防サービスの種類若しくは地域密着型介護予防サ

ービスの種類についての記載がある場合には、利用者にその趣旨

(同項の規定による指定に係る介護予防サービス又は地域密着型

介護予防サービスの種類については、その変更の申請ができるこ

とを含む。)を説明し、理解を得た上で、その内容に沿って介護

予防サービス計画を作成すること。 

(27) (略)  (29) (略) 

(28) (略) (30) (略)  

    改正附則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行する。 
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   舞鶴市水道事業の設置等に関する条例    舞鶴市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例 

(水道事業の設置) (設置) 

第1条 生活用水その他の浄水を市民に供給するため、水道事業を設

置する。 

第1条 生活用水その他の浄水を市民に供給するため、水道事業を設

置する。 

 2 汚水及び雨水を排除し、又は処理するため、下水道事業(公共下水

道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水処理施設事業、

漁業集落排水処理施設事業及び合併処理浄化槽事業をいう。以下同

じ。)を設置する。 

 (法の全部適用) 

  第2条 地方公営企業法(昭和27年法律第292号。以下「法」という。)

第2条第3項及び地方公営企業法施行令(昭和27年政令第403号。以下

「令」という。)第1条第2項の規定により、下水道事業に法の規定の

全部を適用する。 

(経営の基本) (経営の基本) 

第2条 水道事業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、公共の

福祉を増進するように運営されなければならない。 

第3条 水道事業及び下水道事業(以下「上下水道事業」という。)は、

常に企業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増進するよう

に運営されなければならない。 

2 給水区域は、舞鶴市の区域内とする。 2 水道事業の経営の規模は、別表第1のとおりとする。 

3 給水人口は、9万700人とする。 3 下水道事業の経営の規模は、別表第2のとおりとする。 

4 1日最大給水量は、7万1,242立方メートルとする。 (削除) 

(組織) (組織) 

第3条 地方公営企業法(昭和27年法律第292号。以下「法」という。)

第7条ただし書及び地方公営企業法施行令(昭和27年政令第403号)

第8条の2の規定に基づき、水道事業に管理者を置かないものとす

る。 

第4条 法第7条ただし書及び令第8条の2の規定に基づき、上下水道事

業に管理者を置かないものとする。 
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2 法第14条の規定に基づき、水道事業の管理者の権限を行う市長(以

下「管理者」という。)の権限に属する事務を処理させるため、上

下水道部を舞鶴市字北吸1044番地に置く。 

2 法第14条の規定に基づき、上下水道事業の管理者の権限を行う市

長(以下「管理者」という。)の権限に属する事務を処理させるため、

上下水道部を置く。 

(重要な資産の取得及び処分) (重要な資産の取得及び処分) 

第4条 法第33条第2項の規定により予算で定めなければならない水

道事業の用に供する資産の取得及び処分は、予定価格(適正な対価

を得てする売払い以外の方法による譲渡にあっては、その適正な見

積価額)が2,000万円以上の不動産又は動産の買入れ又は譲渡(土地

については、1件5,000平方メートル以上のものに係るものに限る。)

とする。 

第5条 法第33条第2項の規定により予算で定めなければならない上

下水道事業の用に供する資産の取得及び処分は、予定価格(適正な

対価を得てする売払い以外の方法による譲渡にあっては、その適正

な見積価額)が2,000万円以上の不動産又は動産の買入れ又は譲渡

(土地については、1件5,000平方メートル以上のものに係るものに

限る。)とする。 

(議会の同意を要する賠償責任の免除) (議会の同意を要する賠償責任の免除) 

第5条 法第34条において準用する地方自治法(昭和22年法律第67号)

第243条の2第8項の規定により水道事業の業務に従事する職員の賠

償責任の免除について議会の同意を得なければならない場合は、当

該賠償責任に係る賠償額が50万円以上である場合とする。 

第6条 法第34条において準用する地方自治法(昭和22年法律第67号)

第243条の2第8項の規定により上下水道事業の業務に従事する職員

の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場合

は、当該賠償責任に係る賠償額が50万円以上である場合とする。 

(議会の議決を要する負担附きの寄附の受領等) (議会の議決を要する負担附きの寄附の受領等) 

第6条 水道事業の業務に関し、法第40条第2項の規定に基づき条例で

定めるものは、負担附きの寄附又は贈与の受領でその金額又はその

目的物の価額が300万円以上のもの及び法律上市の義務に属する損

害賠償の額の決定で当該決定に係る金額が200万円以上のものとす

る。 

第7条 上下水道事業の業務に関し、法第40条第2項の規定に基づき条

例で定めるものは、負担附きの寄附又は贈与の受領でその金額又は

その目的物の価額が300万円以上のもの及び法律上市の義務に属す

る損害賠償の額の決定で当該決定に係る金額が200万円以上のもの

とする。 

(業務状況説明書類の提出) (業務状況説明書類の提出) 

第7条 管理者は、水道事業に関し、法第40条の2第1項の規定に基づ

き、毎事業年度4月1日から9月30日までの業務の状況を説明する書

類を11月30日までに、10月1日から3月31日までの業務の状況を説明

する書類を5月31日までに市長に提出しなければならない。 

第8条 管理者は、上下水道事業に関し、法第40条の2第1項の規定に

基づき、毎事業年度4月1日から9月30日までの業務の状況を説明す

る書類を11月30日までに、10月1日から3月31日までの業務の状況を

説明する書類を5月31日までに市長に提出しなければならない。 

2 前項の業務の状況を説明する書類には、次の各号に掲げる事項を 2 前項の業務の状況を説明する書類には、次の各号に掲げる事項を
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記載するとともに、11月30日までに提出する書類においては前事業

年度の決算の状況を、5月31日までに提出する書類においては同日

の属する事業年度の予算の概要及び事業の経営方針をそれぞれ明

らかにしなければならない。 

記載するとともに、11月30日までに提出する書類においては前事業

年度の決算の状況を、5月31日までに提出する書類においては同日

の属する事業年度の予算の概要及び事業の経営方針をそれぞれ明

らかにしなければならない。 

(1)及び(2) (略)  (1)及び(2) (略) 

(3) 前2号に掲げるもののほか水道事業の経営状況を明らかにす

るため管理者が必要と認める事項 

(3) 前2号に掲げるもののほか上下水道事業の経営状況を明らか

にするため管理者が必要と認める事項 

3 (略)  3 (略) 

 別表第1(第3条関係) 

給水区域 給水人口 1日最大給水量 

市の区域内 90,700人 71,242立方メートル 
 

 別表第2(第3条関係) 

 区分 処理区域又は対

象区域 

処理区域面積 処理人口 1日最大処

理能力 

公共下水道

事業 

下水道法 (昭和

33年法律第79号)

第4条第1項に規

定する事業計画

において定めら

れた予定処理区

域 

2,271ヘクタ

ール 

74,650人 44,000立方

メートル 

特定環境保

全公共下水

道事業 

70.9ヘクター

ル 

1,090人 1,470立方

メートル 

農業集落排

水処理施設

事業 

舞鶴市農業及び

漁業集落排水処

理施設条例(平成

6年条例第28号)

第3条第3号に規

定する処理区域 

115.2ヘクタ

ール 

1,970人 837立方メ

ートル 

漁業集落排

水処理施設

事業 

10.7ヘクター

ル 

330人 203.5立方

メートル 
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合併処理浄

化槽事業 

上記以外の市の

区域 

― 3,850人 ― 

 

    改正附則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行する。 
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   舞鶴市下水道条例    舞鶴市公共下水道条例 

目次 目次 

第1章 総則(第1条―第3条) 第1章 総則(第1条―第3条) 

第2章 公共下水道の基準(第3条の2―第3条の7) 第2章 公共下水道の基準(第3条の2―第3条の7) 

第3章 排水設備(第4条―第7条) 第3章 排水設備(第4条―第7条) 

第4章 公共下水道の使用(第8条―第15条) 第4章 公共下水道の使用(第8条―第15条) 

第5章 雑則(第16条―第25条) 第5章 雑則(第16条―第22条) 

第6章 罰則(第26条―第28条) 第6章 罰則(第23条―第25条) 

附則 附則 

(設置) (趣旨) 

第 1条 市の健全な発達並びに公衆衛生の向上及び公共水域の水質の

保全を図るため、公共下水道を設置する。 

第 1条 この条例は、公共下水道の管理及び使用について、下水道法

(昭和 33年法律第 79号。以下「法」という。)その他の法令で定め

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

2 市の終末処理場(下水道法(昭和 33 年法律第 79 号。以下「法」と

いう。)第 2条第 6号に規定する終末処理場をいう。)の名称及び位

置は、次のとおりとする。 

 

名称 位置 

東浄化センター 舞鶴市字市場 732番地 

西浄化センター 舞鶴市字松陰 29番地 

野原浄化センター 舞鶴市字野原 95番地 

丸山浄化センター 舞鶴市字小橋 628番地の 1 

神崎浄化センター 舞鶴市字西神崎 105番地の 5 
 

 

  (終末処理場の名称及び位置) 

第 2条 削除 第 2 条 市の終末処理場(法第 2 条第 6 号に規定する終末処理場をい
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う。以下同じ。)の名称及び位置は、次のとおりとする。 

 名称 位置 

東浄化センター 舞鶴市字市場 732番地 

西浄化センター 舞鶴市字松陰 29番地 

野原浄化センター 舞鶴市字野原 95番地 

丸山浄化センター 舞鶴市字小橋 628番地の 1 

神崎浄化センター 舞鶴市字西神崎 105番地の 5 
 

(排水設備の接続方法、内径等) (排水設備の接続方法、内径等) 

第 4条 排水設備の新設、増設又は改築(以下「新設等」という。)を

行おうとするときは、次の各号に定めるところによらなければなら

ない。 

第 4条 排水設備の新設、増設又は改築(以下「新設等」という。)を

行おうとするときは、次の各号に定めるところによらなければなら

ない。 

(1) 合流式の公共下水道に排水設備を接続するときは、公共下水

道のます(以下「公共ます」という。)に固着させること。ただし、

市長がやむを得ないと認められるものについては、他の排水設備

に固着させることができる。 

(1) 合流式の公共下水道に排水設備を接続するときは、公共下水

道のます(以下「公共ます」という。)に固着させること。ただし、

水道事業及び下水道事業の管理者の権限を行う市長(以下「管理

者」という。)がやむを得ないと認めるものについては、他の排

水設備に固着させることができる。 

(2) 分流式の公共下水道に排水設備を接続するときは、汚水(冷却

の用に供した水、その他の汚水で雨水と同程度以上に清浄である

ものを除く。)を排除すべき排水設備にあっては公共ますに、雨

水を排除すべき排水設備にあっては雨水渠
きよ

に固着させること。た

だし、市長がやむを得ないと認められるものについては、他の排

水設備に固着させることができる。 

(2) 分流式の公共下水道に排水設備を接続するときは、汚水(冷却

の用に供した水、その他の汚水で雨水と同程度以上に清浄である

ものを除く。)を排除すべき排水設備にあっては公共ますに、雨

水を排除すべき排水設備にあっては雨水渠
きよ

に固着させること。た

だし、管理者がやむを得ないと認めるものについては、他の排水

設備に固着させることができる。 

(3) 排水設備を公共ますに固着させる箇所及び工事の実施方法

は、規則で定めるところにより、公共下水道の機能を妨げ、又は

損傷するおそれのないようにすること。 

(3) 排水設備を公共ますに固着させる箇所及び工事の実施方法

は、管理者が定めるところにより、公共下水道の機能を妨げ、又

は損傷するおそれのないようにすること。 

(4) 排水管の内径は、市長が特別の理由があると認めた場合を除 (4) 排水管の内径は、管理者が特別の理由があると認めた場合を
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き、次の各表に定めるところによるものとし、排水渠
きよ

の断面積は、

各表の左欄の区分に応じ、それぞれ各表の右欄に掲げる内径の排

水管と同程度以上の流下能力のあるものとすること。ただし、一

の建築物又は敷地から排除される下水の一部を排除すべき排水

管で延長が 3 メートル以下のものの内径は 75 ミリメートル以上

とすることができる。 

除き、次の各表に定めるところによるものとし、排水渠
きよ

の断面積

は、各表の左欄の区分に応じ、それぞれ各表の右欄に掲げる内径

の排水管と同程度以上の流下能力のあるものとすること。ただ

し、一の建築物又は敷地から排除される下水の一部を排除すべき

排水管で延長が 3 メートル以下のものの内径は 75 ミリメートル

以上とすることができる。 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

(5) 管渠
きよ

の勾
こう

配は、市長がやむを得ないと認めた場合を除き、

100分の 1以上とすること。 

(5) 管渠
きよ

の勾
こう

配は、管理者がやむを得ないと認めた場合を除き、

100分の 1以上とすること。 

(排水設備の計画の確認等) (排水設備の計画の確認等) 

第 5条 排水設備の新設等を行おうとする者は、あらかじめ、その計

画が排水設備の設置及び構造に関する法令の規定に適合するもの

であることについて、規則で定めるところにより、市長の確認を受

けなければならない。確認を受けた事項を変更しようとするとき

も、同様とする。 

第 5条 排水設備の新設等を行おうとする者は、あらかじめ、その計

画が排水設備の設置及び構造に関する法令の規定に適合するもの

であることについて、管理者が定めるところにより、管理者の確認

を受けなければならない。確認を受けた事項を変更しようとすると

きも、同様とする。 

2 排水設備の新設等を行った者は、その工事の完了したときは、工

事の完了した日から 5日以内にその旨を市長に届け出て、その検査

を受けなければならない。 

2 排水設備の新設等を行った者は、その工事の完了したときは、工

事の完了した日から 5日以内にその旨を管理者に届け出て、その検

査を受けなければならない。 

(排水設備の工事の施行) (排水設備の工事の施行) 

第 6条 排水設備の新設等の工事の施行は、市長又は市長が指定した

者(以下「指定工事業者」という。)でなければ行うことができない。 

第 6条 排水設備の新設等の工事の施行は、管理者又は管理者が指定

した者(以下「指定工事業者」という。)でなければ行うことができ

ない。 

2 (略)  2 (略) 

3 前 2 項に定めるもののほか、指定工事業者の指定等及び責任技術

者の登録等必要な事項は、規則で定める。 

3 前 2 項に定めるもののほか、指定工事業者の指定等及び責任技術

者の登録等必要な事項は、管理者が定める。 
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(除害施設の設置等) (除害施設の設置等) 

第 8条の 2 (略)  第 8条の 2 (略)  

2 前項に規定する下水のうち、規則で定める排出量未満のものにあ

っては、同項中第 5号及び第 6号の基準については、これに代えて

別に定める基準によるものとする。 

2 前項に規定する下水のうち、管理者が定める排出量未満のものに

あっては、同項中第 5号及び第 6号の基準については、これに代え

て別に定める基準によるものとする。 

3 (略) 3 (略)  

(使用開始等の届出) (使用開始等の届出) 

第 10 条 使用者が公共下水道の使用を開始し、休止し、若しくは廃

止し、又は使用を再開しようとするときは、速やかにその旨を市長

に届け出なければならない。 

第 10 条 使用者が公共下水道の使用を開始し、休止し、若しくは廃

止し、又は使用を再開しようとするときは、速やかにその旨を管理

者に届け出なければならない。 

2 使用者が排水設備を共用しようとするときは、代表者を定めて、

その旨を市長に届け出なければならない。 

2 使用者が排水設備を共用しようとするときは、代表者を定めて、

その旨を管理者に届け出なければならない。 

3 排水設備設置義務者、使用者又は前項の代表者に異動があったと

きは、これを市長に届け出なければならない。 

3 排水設備設置義務者、使用者又は前項の代表者に異動があったと

きは、これを管理者に届け出なければならない。 

4 (略)  4 (略)  

(分担金の徴収等) (分担金の徴収等) 

第 11条 (略) 第 11条 (略) 

2 分担金の額は、各年度ごとに当該年度の事業に要する経費の 10分

の 1 に相当する額を住宅の戸数(住宅以外のものについては規則で

定める戸数)で除して得た額とし、その 1戸当たりの総額は 50万円

を超えないものとする。 

2 分担金の額は、各年度ごとに当該年度の事業に要する経費の 10分

の 1 に相当する額を住宅の戸数(住宅以外のものについては管理者

が定める戸数)で除して得た額とし、その 1戸当たりの総額は 50万

円を超えないものとする。 

3 市長は、分担金を徴収しようとするときは、納期限その他分担金

の徴収に関し必要な事項を受益者に通知しなければならない。 

3 管理者は、分担金を徴収しようとするときは、納期限その他分担

金の徴収に関し必要な事項を受益者に通知しなければならない。 

4 (略) 4 (略) 

5 市長は、公益上その他特別の理由があると認めるときは、分担金

の徴収を猶予し、納期限を延長することができる。 

5 管理者は、公益上その他特別の理由があると認めるときは、分担

金の徴収を猶予し、納期限を延長することができる。 
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(負担金の徴収等) (負担金の徴収等) 

第 11条の 2 市長は、供用開始後、特定環境保全公共下水道の管渠
きょ

に

新たに汚水を流入させるための工事を行う場合は、その原因者から

当該工事に要する経費相当額を負担金として徴収することができ

る。ただし、その額は、前条第 2項の規定により算定した総額の金

額を超えないものとする。 

第 11条の 2 管理者は、供用開始後、特定環境保全公共下水道の管渠
きょ

に新たに汚水を流入させるための工事を行う場合は、その原因者か

ら当該工事に要する経費相当額を負担金として徴収することがで

きる。ただし、その額は、前条第 2項の規定により算定した総額の

金額を超えないものとする。 

2 (略)  2 (略) 

(使用料) (使用料) 

第 12条 市長は、使用者から公共下水道の使用料を徴収する。 第 12条 管理者は、使用者から公共下水道の使用料を徴収する。 

2 (略)  2 (略) 

(行為の制限) (行為の制限) 

第 16条 法第 24条第 1項各号に掲げる行為をしようとする者は、市

長の許可を受けなければならない。許可を受けた事項を変更しよう

とするときも、同様とする。 

第 16条 法第 24条第 1項各号に掲げる行為をしようとする者は、管

理者の許可を受けなければならない。許可を受けた事項を変更しよ

うとするときも、同様とする。 

2 公共下水道の排水管渠
きよ

の付近地における掘削工事等で排水管渠
きよ

に

影響を及ぼすおそれがあるときは、市長に届け出てその指示を受け

なければならない。 

2 公共下水道の排水管渠
きよ

の付近地における掘削工事等で排水管渠
きよ

に

影響を及ぼすおそれがあるときは、管理者に届け出てその指示を受

けなければならない。 

(占用)  

第 17条 公共下水道の敷地又は排水施設(以下「下水道敷」という。)

を占用しようとする者は、市長の許可を受けなければならない。許

可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

(削除) 

(占用料の徴収等)  

第 18 条 市は、前条の規定により占用の許可を受けた者から、占用

料を徴収する。 

(削除) 
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2 前項の占用料の額及び徴収方法は、舞鶴市行政財産使用料条例(平

成 4 年条例第 6 号)に定めるところによる。この場合において、同

条例中「使用料」とあるのは「占用料」と、「使用」とあるのは「占

用」とそれぞれ読み替えるものとする。 

 

(原状復旧)  

第 19 条 占用者は、下水道敷の占用の期間が満了した場合又は占用

を廃止した場合においては、これを原状に回復し、直ちに市長に届

け出てその検査を受けなければならない。 

(削除) 

(占用許可の取消等)  

第 20 条 市長は、次の各号の一に該当するときは、占用の許可を取

り消し、又はその条件を変更し、若しくは新たに条件を付すること

ができる。 

(削除) 

(1) 占用許可の条件に違反したとき。  

(2) 偽りその他不正な手段により許可を受けたとき。  

(3) 占用料を滞納したとき。  

(4) 下水道の管理上又は公益上やむを得ない必要が生じたとき。  

(手数料) (手数料) 

第21条 手数料は、別表のとおりとする。 第17条 手数料は、別表のとおりとする。 

(分担金等の督促及び延滞金) (分担金等の督促及び延滞金) 

第22条 この条例に規定する分担金、占用料、手数料及び過料を納期

限までに納付しない者がある場合の取扱いについては、分担金等に

係る規制等に関する条例(昭和39年条例第21号)第3条の規定の定め

るところによる。 

第18条 この条例に規定する分担金、手数料及び過料を納期限までに

納付しない者がある場合の取扱いについては、分担金等に係る規制

等に関する条例(昭和39年条例第21号)第3条の規定の定めるところ

による。 

(分担金等の減免) (分担金等の減免) 

第 23 条 市長は、公益上その他特別の理由があると認めたときは、

分担金、負担金、占用料及び手数料を減免することができる。 

第 19条 管理者は、公益上その他特別の理由があると認めたときは、

分担金、負担金及び手数料を減免することができる。 
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(排水設備等についての指示) (排水設備等についての指示) 

第 24 条 市長は、排水設備設置義務者、使用者又は指定工事業者に

対して、排水設備及び除害施設の新設等及び管理について必要な指

示をすることができる。 

第 20 条 管理者は、排水設備設置義務者、使用者又は指定工事業者

に対して、排水設備及び除害施設の新設等及び管理について必要な

指示をすることができる。 

(補助管理人) (補助管理人) 

第 24 条の 2 市長は、必要があると認めるときは、野原処理区(処理

区域のうち野原浄化センターで処理する区域をいう。)、三浜・小

橋処理区(処理区域のうち丸山浄化センターで処理する区域をい

う。)及び神崎処理区(処理区域のうち神崎浄化センターで処理する

区域をいう。)に補助管理人を置き、公共下水道の維持管理の作業

に当たらせることができる。 

第 21条 管理者は、必要があると認めるときは、野原処理区(処理区

域のうち野原浄化センターで処理する区域をいう。)、三浜・小橋

処理区(処理区域のうち丸山浄化センターで処理する区域をいう。)

及び神崎処理区(処理区域のうち神崎浄化センターで処理する区域

をいう。)に補助管理人を置き、公共下水道の維持管理の作業に当

たらせることができる。 

(規則への委任) (委任) 

第 25 条 この条例で定めるもののほか、この条例の施行に関し必要

な事項は、規則で定める。 

第 22 条 この条例で定めるもののほか、この条例の施行に関し必要

な事項は、管理者が定める。 

(罰則)  

第26条 次の各号の一に該当する者に対しては、5万円以下の過料に

処する。 

第 23条 次の各号のいずれかに該当する者に対しては、5万円以下の

過料に処する。 

(1)から(6)まで (略) (1)から(6)まで (略) 

(7) 第16条又は第17条の規定による許可を受けないで当該各条に

規定する行為をし、又は占用した者 

(7) 第 16条の規定による許可を受けないで同条に規定する行為を

した者 

(8) 第19条の規定に違反して原状復旧をしなかった者 (削除) 

(9) (略)  (8) (略) 

第27条 詐欺その他不正の行為により分担金、占用料又は手数料の徴

収を免れた者には、その徴収を免れた金額の5倍に相当する金額(当

該5倍に相当する金額が5万円を超えないときは、5万円とする。)以

下の過料に処する。 

第 24 条 詐欺その他不正の行為により分担金又は手数料の徴収を免

れた者には、その徴収を免れた金額の 5倍に相当する金額(当該 5倍

に相当する金額が 5万円を超えないときは、5万円とする。)以下の

過料に処する。 
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第28条 (略) 第 25条 (略) 

別表(第21条関係) 別表(第17条関係) 

表 (略) 表 (略) 

    改正附則 

  この条例は、平成 30年 4月 1日から施行する。 
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舞鶴市農業及び漁業集落排水処理施設条例旧新対照表 

旧 新 

目次 目次 

第1章 総則(第1条―第3条) 第1章 総則(第1条―第3条) 

第2章 排水設備の設置(第4条―第8条) 第2章 排水設備の設置(第4条―第8条) 

第3章 排水処理施設の使用(第9条―第15条) 第3章 排水処理施設の使用(第9条―第15条) 

第4章 占用(第16条―第18条) (削除) 

第5章 雑則(第19条―第23条) 第4章 雑則(第16条―第20条) 

第6章 罰則(第24条―第26条) 第5章 罰則(第21条―第23条) 

附則 附則 

(設置) (趣旨) 

第1条 農業用用排水等の水質保全並びに漁港及びその周辺水域の浄

化を図り、もって農業集落及び漁業集落の生活環境の改善及び公衆

衛生の向上に寄与するため、次に掲げる農業集落排水処理施設及び

漁業集落排水処理施設(以下「排水処理施設」という。)を設置する。 

第1条 この条例は、次に掲げる農業集落排水処理施設及び漁業集落

排水処理施設(以下「排水処理施設」という。)の管理及び使用につ

いて必要な事項を定めるものとする。 

名称 位置 

瀬崎地区農業集落排水処理施設 舞鶴市字瀬崎地内 

大丹生地区農業集落排水処理施設 舞鶴市字大丹生地内 

平・赤野地区農業集落排水処理施設 舞鶴市字平、字赤野地内 

久田美地区農業集落排水処理施設 舞鶴市字久田美地内 

池内地区農業集落排水処理施設 舞鶴市字堀、字池ノ内下、字布

敷、字別所地内 

佐波賀地区農業集落排水処理施設 舞鶴市字佐波賀地内 

三日市・上東・下東地区農業集落排水

処理施設 

舞鶴市字三日市、字上東、字下

東地内 

白杉地区農業集落排水処理施設 舞鶴市字白杉地内 

千歳地区漁業集落排水処理施設 舞鶴市字千歳地内 

名称 位置 

瀬崎地区農業集落排水処理施設 舞鶴市字瀬崎地内 

大丹生地区農業集落排水処理施設 舞鶴市字大丹生地内 

平・赤野地区農業集落排水処理施設 舞鶴市字平、字赤野地内 

久田美地区農業集落排水処理施設 舞鶴市字久田美地内 

池内地区農業集落排水処理施設 舞鶴市字堀、字池ノ内下、字布

敷、字別所地内 

佐波賀地区農業集落排水処理施設 舞鶴市字佐波賀地内 

三日市・上東・下東地区農業集落排水

処理施設 

舞鶴市字三日市、字上東、字下

東地内 

白杉地区農業集落排水処理施設 舞鶴市字白杉地内 

千歳地区漁業集落排水処理施設 舞鶴市字千歳地内 
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成生地区漁業集落排水処理施設 舞鶴市字成生地内 

田井地区漁業集落排水処理施設 舞鶴市字田井地内 
 

成生地区漁業集落排水処理施設 舞鶴市字成生地内 

田井地区漁業集落排水処理施設 舞鶴市字田井地内 
 

2 排水処理施設は、下水を排除するために設ける排水管、排水渠
きよ

そ

の他の排水施設(かんがい排水施設及び次条第2号に規定する排水

設備を除く。)、これに接続して下水を処理するために設ける処理

施設(し尿浄化槽を除く。)及びこれらの施設を補完するために設け

るポンプ施設その他の施設をもって構成する。 

(削除) 

 (排水処理施設の構成) 

 第1条の2 排水処理施設は、下水を排除するために設ける排水管、排

水渠
きょ

その他の排水施設(かんがい排水施設及び排水設備を除く。)、

これに接続して下水を処理するために設ける処理施設(し尿浄化槽

を除く。)及びこれらの施設を補完するために設けるポンプ施設その

他の施設をもって構成する。 

(供用開始の告示等) (供用開始の告示等) 

第3条 市長は、排水処理施設の供用を開始する場合は、あらかじめ、

次の各号に掲げる事項を告示しなければならない。当該事項を変更

する場合も、また同様とする。 

第3条 水道事業及び下水道事業の管理者の権限を行う市長(以下「管

理者」という。)は、排水処理施設の供用を開始する場合は、あら

かじめ、次の各号に掲げる事項を告示しなければならない。当該事

項を変更する場合も、また同様とする。 

(1)から(4)まで (略)  (1)から(4)まで (略) 

(排水設備の設置義務等) (排水設備の設置義務等) 

第4条 処理区域内において下水を排出する建築物(以下「建築物」と

いう。)を所有する者は、排水設備を設置しなければならない。た

だし、特別の理由により市長の許可を受けた場合は、この限りでな

い。 

第4条 処理区域内において下水を排出する建築物(以下「建築物」と

いう。)を所有する者は、排水設備を設置しなければならない。た

だし、特別の理由により管理者の許可を受けた場合は、この限りで

ない。 

2 前項の規定による排水設備の設置又は構造に係る技術上の基準に 2 前項の規定による排水設備の設置又は構造に係る技術上の基準に
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ついては、下水道法(昭和33年法律第79号)第10条第1項に規定する

排水区域内の土地の下水を公共下水道を流入させるために必要な

排水管、排水渠
きよ

その他の排水施設について適用される下水道法施行

令(昭和34年政令第147号)、舞鶴市下水道条例(昭和44年条例第6号。

以下「下水道条例」という。)及び舞鶴市下水道条例施行規則(昭和

44年規則第6号。以下「下水道規則」という。)に規定する技術上の

基準の例による。 

ついては、下水道法(昭和33年法律第79号)第10条第1項に規定する

排水区域内の土地の下水を公共下水道を流入させるために必要な

排水管、排水渠
きよ

その他の排水施設について適用される下水道法施行

令(昭和34年政令第147号)、舞鶴市公共下水道条例(昭和44年条例第

6号。以下「公共下水道条例」という。)及び公共下水道条例に基づ

く企業管理規程(地方公営企業法(昭和27年法律第292号)第10条に

規定する企業管理規程をいう。)に規定する技術上の基準の例によ

る。 

(水洗便所への改造義務) (水洗便所への改造義務) 

第5条 処理区域内においてくみ取便所が設けられている建築物を所

有する者は、第3条の規定により告示された供用を開始する日から

起算して3年以内に、当該くみ取便所を水洗便所に改造しなければ

ならない。ただし、市長が特別の理由があると認めた場合は、この

限りでない。 

第5条 処理区域内においてくみ取便所が設けられている建築物を所

有する者は、第3条の規定により告示された供用を開始する日から

起算して3年以内に、当該くみ取便所を水洗便所に改造しなければ

ならない。ただし、管理者が特別の理由があると認めた場合は、こ

の限りでない。 

(排水設備の計画の確認等) (排水設備の計画の確認等) 

第6条 排水設備の新設、増設又は改造(以下「排水設備の新設等」と

いう。)を行おうとする者は、あらかじめ、その計画が排水設備の

設置及び構造に関して定めた法令に適合するものであることにつ

いて、規則で定めるところにより、市長の確認を受けなければなら

ない。当該確認を受けた内容を変更しようとするときも、また同様

とする。 

第6条 排水設備の新設、増設又は改造(以下「排水設備の新設等」と

いう。)を行おうとする者は、あらかじめ、その計画が排水設備の

設置及び構造に関して定めた法令に適合するものであることにつ

いて、管理者が定めるところにより、管理者の確認を受けなければ

ならない。当該確認を受けた内容を変更しようとするときも、また

同様とする。 

2 排水設備の新設等を行う者は、その工事が完了したときは、当該

完了した日から起算して5日以内にその旨を市長に届け出て、その

検査を受けなければならない。 

2 排水設備の新設等を行う者は、その工事が完了したときは、当該

完了した日から起算して5日以内にその旨を管理者に届け出て、そ

の検査を受けなければならない。 

(排水設備の工事の施行) (排水設備の工事の施行) 

第7条 排水設備の新設等の工事は、市長又は下水道条例第6条第2項 第7条 排水設備の新設等の工事は、管理者又は公共下水道条例第6条
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の規定により指定された指定工事業者でなければ行うことができ

ない。 

第2項の規定により指定された指定工事業者でなければ行うことが

できない。 

(工事材料) (工事材料) 

第8条 排水設備の新設等の工事に使用する材料は、市長が行う検査

に合格したものでなければならない。 

第8条 排水設備の新設等の工事に使用する材料は、管理者が行う検

査に合格したものでなければならない。 

(使用開始等の届出) (使用開始等の届出) 

第9条 使用者は、排水処理施設の使用を開始したときは、速やかに

市長に届け出なければならない。排水処理施設の使用を休止し、若

しくは廃止し、又は現に休止しているその使用を再開したときも、

また同様とする。 

第9条 使用者は、排水処理施設の使用を開始したときは、速やかに

管理者に届け出なければならない。排水処理施設の使用を休止し、

若しくは廃止し、又は現に休止しているその使用を再開したとき

も、また同様とする。 

2 使用者が排水設備を共用しようとするときは、代表者を定めて、

その旨を市長に届け出なければならない。当該代表者に異動があっ

たときも、また同様とする。 

2 使用者が排水設備を共用しようとするときは、代表者を定めて、

その旨を管理者に届け出なければならない。当該代表者に異動があ

ったときも、また同様とする。 

(特定事業場からの下水の排除の制限) (特定事業場からの下水の排除の制限) 

第11条 特定施設(規則で定めるものを除く。)を設置する工場又は事

業場(以下「特定事業場」という。)から下水を排除して排水処理施

設を使用する者は、規則で定める場合を除き、その水質が当該排水

処理施設への排出口において下水道法第12条の2の規定の適用を受

ける特定事業場から排除される下水について適用される下水道法

施行令及び下水道条例に規定する水質の基準に適合しない下水を

排除してはならない。 

第11条 特定施設(管理者が定めるものを除く。)を設置する工場又は

事業場(以下「特定事業場」という。)から下水を排除して排水処理

施設を使用する者は、管理者が定める場合を除き、その水質が当該

排水処理施設への排出口において下水道法第12条の2の規定の適用

を受ける特定事業場から排除される下水について適用される下水

道法施行令及び公共下水道条例に規定する水質の基準に適合しな

い下水を排除してはならない。 

(除害施設の設置等) (除害施設の設置等) 

第12条 使用者は、下水道条例第8条の2第1項及び第2項に定める水質

の基準に適合しない下水(水洗便所から排除されるものを除く。)を

継続して排除するときは、下水による障害を除去するための施設

(以下「除害施設」という。)を設置しなければならない。 

第12条 使用者は、公共下水道条例第8条の2第1項及び第2項に定める

水質の基準に適合しない下水(水洗便所から排除されるものを除

く。)を継続して排除するときは、下水による障害を除去するため

の施設(以下「除害施設」という。)を設置しなければならない。 

2 (略)  2 (略)  
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(分担金の徴収等) (分担金の徴収等) 

第13条の2 (略)  第13条の2 (略)  

2 分担金の額は、各年度ごとに当該年度の事業に要する経費の10分

の1に相当する額を住宅の戸数(住宅以外のものについては規則で

定める戸数)で除して得た額とし、その1戸当たりの総額は50万円を

超えないものとする。 

2 分担金の額は、各年度ごとに当該年度の事業に要する経費の10分

の1に相当する額を住宅の戸数(住宅以外のものについては管理者

が定める戸数)で除して得た額とし、その1戸当たりの総額は50万円

を超えないものとする。 

3 市長は、分担金を徴収しようとするときは、納期限その他分担金

の徴収に関し必要な事項を受益者に通知しなければならない。 

3 管理者は、分担金を徴収しようとするときは、納期限その他分担

金の徴収に関し必要な事項を受益者に通知しなければならない。 

4 (略)  4 (略) 

5 市長は、公益上その他特別の理由があると認めるときは、分担金

の徴収を猶予し、納期限を延長することができる。 

5 管理者は、公益上その他特別の理由があると認めるときは、分担

金の徴収を猶予し、納期限を延長することができる。 

(負担金の徴収等) (負担金の徴収等) 

第13条の3 市長は、供用開始後、排水処理施設の排水管又は排水渠
きょ

に

新たに汚水を流入させるための工事を行う場合は、その原因者から

当該工事に要する経費相当額を負担金として徴収することができ

る。ただし、その額は、前条第2項の規定により算定した総額の金

額を超えないものとする。 

第13条の3 管理者は、供用開始後、排水処理施設の排水管又は排水渠
きょ

に新たに汚水を流入させるための工事を行う場合は、その原因者か

ら当該工事に要する経費相当額を負担金として徴収することがで

きる。ただし、その額は、前条第2項の規定により算定した総額の

金額を超えないものとする。 

2 (略)  2 (略) 

(使用料) (使用料) 

第14条 市長は、使用者から排水処理施設の使用料を徴収する。 第14条 管理者は、使用者から排水処理施設の使用料を徴収する。 

2 (略)  2 (略) 

(行為の制限) (行為の制限) 

第15条 排水処理施設のうち排水施設の暗渠
きよ

である構造の部分に固

着して排水施設を設ける行為(第4条第1項及び第2項の規定により

第15条 排水処理施設のうち排水施設の暗渠
きよ

である構造の部分に固

着して排水施設を設ける行為(第4条第1項及び第2項の規定により
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排水設備を設けるもの及び規則で定める軽微なものを除く。)をし

ようとする者は、市長の許可を受けなければならない。 

排水設備を設けるもの及び管理者が定める軽微なものを除く。)を

しようとする者は、管理者の許可を受けなければならない。 

2 排水処理施設の付近地における掘削工事等排水処理施設に影響を

及ぼすおそれのある行為をしようとする者は、市長に届け出てその

指示を受けなければならない。 

2 排水処理施設の付近地における掘削工事等排水処理施設に影響を

及ぼすおそれのある行為をしようとする者は、管理者に届け出てそ

の指示を受けなければならない。 

第4章 占用 (削除) 

(占用の許可)  

第16条 排水処理施設及びその敷地(以下「処理施設敷」という。)を

占用しようとする者は、市長の許可を受けなければならない。許可

を受けた事項を変更しようとするときも、また同様とする。 

 

(占用料)  

第17条 市長は、前条の規定により占用の許可を受けた者(以下「占

用者」という。)から、占用料を徴収する。 

 

2 占用料の額及び徴収方法は、舞鶴市行政財産使用料条例(平成4年

条例第6号)に定めるところによる。この場合において、同条例中「使

用料」とあるのは「占用料」と、「使用」とあるのは「占用」とそ

れぞれ読み替える。 

 

(原状復旧)  

第18条 占用者は、処理施設敷の占用の期間が終了した場合又は占用

を廃止した場合は、直ちにこれを原状に回復するとともに、市長に

届け出てその検査を受けなければならない。 

 

第5章 雑則 第4章 雑則 

(確認申請審査手数料) (確認申請審査手数料) 

第19条 市長は、第6条第1項の確認の申請をした者から、下水道条例

別表第2に定める確認申請審査手数料を徴収する。 

第16条 管理者は、第6条第1項の確認の申請をした者から、公共下水

道条例別表に定める確認申請審査手数料を徴収する。 

(分担金等の減免) (分担金等の減免) 
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第20条 市長は、公益上その他特別の理由があると認めたときは、分

担金、負担金、占用料又は確認申請審査手数料を減免することがで

きる。 

第17条 管理者は、公益上その他特別の理由があると認めたときは、

分担金、負担金又は確認申請審査手数料を減免することができる。 

(補助管理人) (補助管理人) 

第21条 市長は、必要があると認めるときは、処理区域内に補助管理

人を置き、排水処理施設の維持管理の作業に当たらせることができ

る。 

第18条 管理者は、必要があると認めるときは、処理区域内に補助管

理人を置き、排水処理施設の維持管理の作業に当たらせることがで

きる。 

(監督処分等) (監督処分等) 

第22条 市長は、偽りその他不正な手段によりこの条例による許可を

受けた者又はこの条例若しくはこの条例の規定に基づく処分に違

反した者に対し、この条例に基づく許可を取り消し、若しくはこれ

に付した条件を変更し、又は行為若しくは工事の中止、変更その他

の必要な措置を命じることができる。 

第19条 管理者は、偽りその他不正な手段によりこの条例による許可

を受けた者又はこの条例若しくはこの条例の規定に基づく処分に

違反した者に対し、この条例に基づく許可を取り消し、若しくはこ

れに付した条件を変更し、又は行為若しくは工事の中止、変更その

他の必要な措置を命じることができる。 

2 市長は、排水処理施設の管理上又は公益上やむを得ない必要が生

じた場合は、前項に規定する処分をし、又は同項に規定する必要な

措置を命じることができる。 

2 管理者は、排水処理施設の管理上又は公益上やむを得ない必要が

生じた場合は、前項に規定する処分をし、又は同項に規定する必要

な措置を命じることができる。 

(委任) (委任) 

第23条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な

事項は、規則で定める。 

第20条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な

事項は、管理者が定める。 

第6章 罰則 第5章 罰則 

第24条 市長は、第22条の規定による市長の命令に違反した者に対し

て、5万円以下の過料に処することができる。 

第21条 市長は、第19条の規定による命令に違反した者に対して、5万

円以下の過料に処することができる。 

第25条 詐欺その他不正の行為により占用料又は確認申請審査手数

料の徴収を免れた者に対して、その徴収を免れた金額の5倍に相当

する金額(当該5倍に相当する金額が5万円を超えないときは、5万円

とする。)以下の過料に処することができる。 

第22条 詐欺その他不正の行為により確認申請審査手数料の徴収を

免れた者に対して、その徴収を免れた金額の5倍に相当する金額(当

該5倍に相当する金額が5万円を超えないときは、5万円とする。)以

下の過料に処することができる。 
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第26条 (略) 第23条 (略) 

    改正附則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行する。 
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舞鶴市公設浄化槽条例 舞鶴市合併処理浄化槽条例 

目次 目次 

第1章 総則(第1条・第2条) 第1章 総則(第1条・第2条) 

第2章 公設浄化槽の設置等(第3条―第7条) 第2章 合併処理浄化槽の設置手続等(第3条―第7条) 

第3章 排水設備の設置(第8条―第10条) 第3章 排水設備の設置(第8条―第10条) 

第4章 分担金の徴収(第11条・第12条) 第4章 分担金の徴収(第11条・第12条) 

第5章 公設浄化槽の使用(第13条―第19条) 第5章 合併処理浄化槽の使用(第13条―第19条) 

第6章 私設浄化槽の寄附(第20条) 第6章 私設浄化槽の寄附(第20条) 

第7章 雑則(第21条―第26条) 第7章 雑則(第21条―第26条) 

第8章 罰則(第27条―第29条) 第8章 罰則(第27条―第29条) 

附則 附則 

(設置) (趣旨) 

第1条 生活排水の適正な処理を推進し、もって生活環境の保全及び

公衆衛生の向上を図るため、公設浄化槽を設置する。 

第1条 この条例は、合併処理浄化槽の設置手続、管理及び使用につ

いて必要な事項を定めるものとする。 

(定義) (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

(1) 公設浄化槽 浄化槽(浄化槽法(昭和58年法律第43号)第2条第

1号に規定する浄化槽をいう。以下同じ。)のうち、舞鶴市が設置

し、及び管理する施設をいう。 

(1) 合併処理浄化槽 浄化槽(浄化槽法(昭和58年法律第43号)第

2条第1号に規定する浄化槽をいう。以下同じ。)のうち、舞鶴市

が設置し、及び管理する施設をいう。 

(2) (略)  (2) (略) 

(3) 住宅等所有者 次条に規定する対象区域内において、住宅等

を所有する者(住宅等を建築中の建築主又は建築しようとする建

築主(販売を目的とする者を除く。)を含む。)をいう。 

(3) 住宅等所有者 舞鶴市水道事業及び下水道事業の設置等に関

する条例(昭和41年条例第26号)別表第2に規定する合併処理浄化

槽事業の対象区域(以下「対象区域」という。)内において、住宅
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等を所有する者(住宅等を建築中の建築主又は建築しようとする

建築主(販売を目的とする者を除く。)を含む。)をいう。 

(4) 排水設備 住宅等から生活排水(し尿及び雑排水(工場廃水、

雨水その他の特殊な排水を除く。)をいう。以下同じ。)を公設浄

化槽に流入させ、又は公設浄化槽で処理した生活排水を放流する

ために必要な排水管、排水渠
きよ

その他の排水施設で住宅等所有者が

設置し、及び管理するものをいう。 

(4) 排水設備 住宅等から生活排水(し尿及び雑排水(工場廃水、

雨水その他の特殊な排水を除く。)をいう。以下同じ。)を合併処

理浄化槽に流入させ、又は合併処理浄化槽で処理した生活排水を

放流するために必要な排水管、排水渠
きよ

その他の排水施設で住宅等

所有者が設置し、及び管理するものをいう。 

(5) 使用者 生活排水を公設浄化槽に排除してこれを使用する者

をいう。 

(5) 使用者 生活排水を合併処理浄化槽に排除してこれを使用す

る者をいう。 

2 (略)  2 (略)  

第2章 公設浄化槽の設置等 第2章 合併処理浄化槽の設置手続等 

(対象区域)  

第3条 公設浄化槽の設置の対象となる区域(以下「対象区域」とい

う。)は、次に掲げる区域以外の区域で市長が定めるものとする。 

第3条 削除 

(1) 下水道法(昭和33年法律第79号)第4条第1項に規定する事業計

画において定められた予定処理区域 

 

(2) 舞鶴市農業及び漁業集落排水処理施設条例(平成6年条例第

28号)第3条第3号に規定する処理区域 

 

(設置の申請、工事計画書の作成等) (設置の申請、工事計画書の作成等) 

第4条 公設浄化槽の設置を希望する住宅等所有者(以下「申請者」と

いう。)は、市長に設置の申請をしなければならない。 

第4条 合併処理浄化槽の設置を希望する住宅等所有者(以下「申請

者」という。)は、水道事業及び下水道事業の管理者の権限を行う

市長(以下「管理者」という。)に設置の申請をしなければならない。 

2 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査の上、公設

浄化槽の設置の適否を決定するものとする。 

2 管理者は、前項の申請があったときは、その内容を審査の上、合

併処理浄化槽の設置の適否を決定するものとする。 

3 市長は、公設浄化槽を設置することを決定したときは、その旨及 3 管理者は、合併処理浄化槽を設置することを決定したときは、そ
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び当該公設浄化槽の規模を申請者に通知するとともに、工事計画書

を作成し、当該申請者の承認を求めるものとする。 

の旨及び当該合併処理浄化槽の規模を申請者に通知するとともに、

工事計画書を作成し、当該申請者の承認を求めるものとする。 

4 市長は、公設浄化槽を設置しないことを決定したときは、その旨

を申請者に通知するものとする。 

4 管理者は、合併処理浄化槽を設置しないことを決定したときは、

その旨を申請者に通知するものとする。 

5 第3項の工事計画書の内容を承認した申請者は、当該工事計画書に

基づく公設浄化槽の設置について、必要な協力をしなければならな

い。 

5 第3項の工事計画書の内容を承認した申請者は、当該工事計画書に

基づく合併処理浄化槽の設置について、必要な協力をしなければな

らない。 

(土地の無償使用) (土地の無償使用) 

第5条 前条第5項に規定する申請者及び公設浄化槽が設置される敷

地について権原を有する者は、公設浄化槽が設置されている間、当

該設置に係る土地を無償で舞鶴市の使用に供するものとする。 

第5条 前条第5項に規定する申請者及び合併処理浄化槽が設置され

る敷地について権原を有する者は、合併処理浄化槽が設置されてい

る間、当該設置に係る土地を無償で舞鶴市の使用に供するものとす

る。 

(設置完了の通知) (設置完了の通知) 

第6条 市長は、公設浄化槽の設置を完了したときは、当該申請者に

その旨を通知しなければならない。 

第6条 管理者は、合併処理浄化槽の設置を完了したときは、当該申

請者にその旨を通知しなければならない。 

(標準的な工事以外の工事に要する費用) (標準的な工事以外の工事に要する費用) 

第7条 公設浄化槽の設置において、標準的な工事として規則で定め

る工事以外の工事を必要とするときは、当該工事に要する費用は、

当該申請者の負担とする。 

第7条 合併処理浄化槽の設置において、標準的な工事として管理者

が定める工事以外の工事を必要とするときは、当該工事に要する費

用は、当該申請者の負担とする。 

(排水設備の設置義務) (排水設備の設置義務) 

第8条 公設浄化槽の設置を受けた者(以下「受益者」という。)は、

第6条の規定による通知後遅滞なく排水設備を設置し、生活排水を

公設浄化槽により処理しなければならない。ただし、市長が特別の

事情があると認める場合は、この限りでない。 

第8条 合併処理浄化槽の設置を受けた者(以下「受益者」という。)

は、第6条の規定による通知後遅滞なく排水設備を設置し、生活排

水を合併処理浄化槽により処理しなければならない。ただし、管理

者が特別の事情があると認める場合は、この限りでない。 

(排水設備の計画の確認等) (排水設備の計画の確認等) 

第9条 排水設備の新設、増設又は改造(以下「新設等」という。)を 第9条 排水設備の新設、増設又は改造(以下「新設等」という。)を
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行おうとする受益者は、あらかじめ、当該新設等の計画が排水設備

の設置及び構造に関して定めた法令に適合するものであることに

ついて、規則で定めるところにより、市長の確認を受けなければな

らない。確認を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

行おうとする受益者は、あらかじめ、当該新設等の計画が排水設備

の設置及び構造に関して定めた法令に適合するものであることに

ついて、管理者が定めるところにより、管理者の確認を受けなけれ

ばならない。確認を受けた事項を変更しようとするときも、同様と

する。 

2 排水設備の新設等を行った受益者は、その工事が完了したときは、

当該完了した日から起算して5日以内にその旨を市長に届け出て、

その検査を受けなければならない。 

2 排水設備の新設等を行った受益者は、その工事が完了したときは、

当該完了した日から起算して5日以内にその旨を管理者に届け出

て、その検査を受けなければならない。 

(排水設備の工事の施行等) (排水設備の工事の施行等) 

第10条 排水設備の新設等の工事は、市長又は舞鶴市下水道条例(昭

和44年条例第6号)の規定により指定された指定工事業者でなけれ

ば行うことができない。 

第10条 排水設備の新設等の工事は、管理者又は舞鶴市公共下水道条

例(昭和44年条例第6号)第6条第2項の規定により指定された指定工

事業者でなければ行うことができない。 

2 排水設備の新設等の工事に使用する材料は、市長が行う検査に合

格したものでなければならない。 

2 排水設備の新設等の工事に使用する材料は、管理者が行う検査に

合格したものでなければならない。 

3 (略) 3 (略)  

(分担金の徴収等) (分担金の徴収等) 

第11条 市長は、受益者から分担金を徴収する。 第11条 管理者は、受益者から分担金を徴収する。 

2 (略)  2 (略)  

3 市長は、分担金を徴収しようとするときは、納期限その他分担金

の徴収に関し必要な事項を受益者に通知しなければならない。 

3 管理者は、分担金を徴収しようとするときは、納期限その他分担

金の徴収に関し必要な事項を受益者に通知しなければならない。 

4 市長は、分担金を一括して徴収するものとする。ただし、特別の

理由があると認めるときは、分担金の徴収を猶予し、納期限を延長

することができる。 

4 管理者は、分担金を一括して徴収するものとする。ただし、特別

の理由があると認めるときは、分担金の徴収を猶予し、納期限を延

長することができる。 

第5章 公設浄化槽の使用 第5章 合併処理浄化槽の使用 

(使用開始等の届出) (使用開始等の届出) 

第13条 使用者は、公設浄化槽の使用を開始し、休止し、若しくは廃 第13条 使用者は、合併処理浄化槽の使用を開始し、休止し、若しく
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止し、又は現に休止しているその使用を再開しようとするときは、

速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

は廃止し、又は現に休止しているその使用を再開しようとするとき

は、速やかにその旨を管理者に届け出なければならない。 

(使用者等の責務) (使用者等の責務) 

第14条 使用者は、土砂、ごみ、油脂、農薬その他公設浄化槽の機能

を妨げ、又は公設浄化槽を損傷するおそれのあるものを公設浄化槽

に排除してはならない。 

第14条 使用者は、土砂、ごみ、油脂、農薬その他合併処理浄化槽の

機能を妨げ、又は合併処理浄化槽を損傷するおそれのあるものを合

併処理浄化槽に排除してはならない。 

2 受益者、使用者及び公設浄化槽が設置された敷地について権原を

有する者(以下「保管義務者」という。)は、公設浄化槽を損傷し、

その他公設浄化槽の機能を損なう行為をしてはならない。 

2 受益者、使用者及び合併処理浄化槽が設置された敷地について権

原を有する者(以下「保管義務者」という。)は、合併処理浄化槽を

損傷し、その他合併処理浄化槽の機能を損なう行為をしてはならな

い。 

3 市長は、保管義務者が前2項の規定に違反していると認めるとき

は、その改善のため必要な措置を命じることができる。 

3 管理者は、保管義務者が前2項の規定に違反していると認めるとき

は、その改善のため必要な措置を命じることができる。 

4 保管義務者は、市長が行う公設浄化槽の保守点検、清掃等の作業

が適正に実施できるよう必要な協力をしなければならない。 

4 保管義務者は、管理者が行う合併処理浄化槽の保守点検、清掃等

の作業が適正に実施できるよう必要な協力をしなければならない。 

(使用料) (使用料) 

第15条 市長は、使用者から公設浄化槽の使用料を徴収する。 第15条 管理者は、使用者から合併処理浄化槽の使用料を徴収する。 

2 (略)  2 (略)  

(確認申請審査手数料) (確認申請審査手数料) 

第16条 市長は、第9条第1項の規定により市長の確認を受けようとし

た者から舞鶴市下水道条例別表第2に定める確認申請審査手数料

(以下「手数料」という。)を徴収する。 

第16条 管理者は、第9条第1項の規定により管理者の確認を受けよう

とした者から舞鶴市公共下水道条例別表に定める確認申請審査手

数料(以下「手数料」という。)を徴収する。 

(分担金等の減免) (分担金等の減免) 

第18条 市長は、公益上その他特別の理由があると認めるときは、分

担金又は手数料を減免することができる。 

第18条 管理者は、公益上その他特別の理由があると認めるときは、

分担金又は手数料を減免することができる。 

(電気料金及び水道料金の負担) (電気料金及び水道料金の負担) 

第19条 公設浄化槽の使用に係る電気料金及び水道料金は、使用者の 第19条 合併処理浄化槽の使用に係る電気料金及び水道料金は、使用
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負担とする。 者の負担とする。 

(私設浄化槽の寄附) (私設浄化槽の寄附) 

第20条 対象区域内の住宅等に設置されている浄化槽(公設浄化槽を

除く。以下「私設浄化槽」という。)を所有する者は、規則で定め

るところにより、市長に対し当該私設浄化槽の寄附を申し出ること

ができる。 

第20条 対象区域内の住宅等に設置されている浄化槽(合併処理浄化

槽を除く。以下「私設浄化槽」という。)を所有する者は、管理者

が定めるところにより、管理者に対し当該私設浄化槽の寄附を申し

出ることができる。 

2 市長は、前項の規定による申出があったときは、受入れの適否を

審査し、その結果を当該申出を行った者に通知するものとする。 

2 管理者は、前項の規定による申出があったときは、受入れの適否

を審査し、その結果を当該申出を行った者に通知するものとする。 

3 前項の規定により市長が寄附を受け入れた私設浄化槽は、公設浄

化槽とみなし、この条例(分担金及び手数料に関する規定を除く。)

及びこの条例に基づく規則の規定を適用する。 

3 前項の規定により管理者が寄附を受け入れた私設浄化槽は、合併

処理浄化槽とみなし、この条例(分担金及び手数料に関する規定を

除く。)及びこの条例に基づく企業管理規程(地方公営企業法(昭和

27年法律第292号)第10条に規定する企業管理規程をいう。以下同

じ。)の規定を適用する。 

(受益者等の変更の届出) (受益者等の変更の届出) 

第21条 受益者又は使用者は、公設浄化槽が設置されている住宅等若

しくはその敷地の所有者又は使用者に変更があったときは、速やか

にその旨を市長に届け出なければならない。 

第21条 受益者又は使用者は、合併処理浄化槽が設置されている住宅

等若しくはその敷地の所有者又は使用者に変更があったときは、速

やかにその旨を管理者に届け出なければならない。 

(公設浄化槽の移動等) (合併処理浄化槽の移動等) 

第22条 受益者は、自己の都合により、既設の公設浄化槽を移動し、

又は撤去しようとするときは、市長に申請し、その承認を受けなけ

ればならない。 

第22条 受益者は、自己の都合により、既設の合併処理浄化槽を移動

し、又は撤去しようとするときは、管理者に申請し、その承認を受

けなければならない。 

2 前項の承認を受けた受益者は、自己の負担により、当該公設浄化

槽を移動し、又は撤去するものとする。 

2 前項の承認を受けた受益者は、自己の負担により、当該合併処理

浄化槽を移動し、又は撤去するものとする。 

3 受益者は、公設浄化槽が設置された住宅等の規模又は用途を変更

しようとするときは、あらかじめその旨を市長に届け出て、その指

示に従わなければならない。 

3 受益者は、合併処理浄化槽が設置された住宅等の規模又は用途を

変更しようとするときは、あらかじめその旨を管理者に届け出て、

その指示に従わなければならない。 
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(立入検査等) (立入検査等) 

第23条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、保管義務者

に対し必要な資料の提出若しくは報告を求め、又は職員若しくは市

長が委任した者(次項において「職員等」という。)に公設浄化槽が

設置されている住宅等若しくはその敷地に立ち入り、当該公設浄化

槽、排水設備等の検査をさせることができる。 

第23条 管理者は、この条例の施行に必要な限度において、保管義務

者に対し必要な資料の提出若しくは報告を求め、又は職員若しくは

管理者が委任した者(次項において「職員等」という。)に合併処理

浄化槽が設置されている住宅等若しくはその敷地に立ち入り、当該

合併処理浄化槽、排水設備等の検査をさせることができる。 

2 (略)  2 (略)  

(監督処分) (監督処分) 

第24条 市長は、偽りその他不正な手段により、この条例の規定によ

る処分を受けた者又はこの条例若しくはこの条例に基づく規則に

違反している者に対し、この条例の規定によってした処分を取り消

し、又は行為若しくは工事の中止、変更その他必要な措置を命じる

ことができる。 

第24条 管理者は、偽りその他不正な手段により、この条例の規定に

よる処分を受けた者又はこの条例若しくはこの条例に基づく企業

管理規程に違反している者に対し、この条例の規定によってした処

分を取り消し、又は行為若しくは工事の中止、変更その他必要な措

置を命じることができる。 

(損害賠償) (損害賠償) 

第25条 公設浄化槽を損傷し、若しくは滅失し、又はその機能に損害

を与えた者は、その損害を賠償しなければならない。ただし、市長

がやむを得ない理由があると認めるときは、その賠償額を減免する

ことができる。 

第25条 合併処理浄化槽を損傷し、若しくは滅失し、又はその機能に

損害を与えた者は、その損害を賠償しなければならない。ただし、

管理者がやむを得ない理由があると認めるときは、その賠償額を減

免することができる。 

(委任) (委任) 

第26条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 第26条 この条例の施行に関し必要な事項は、管理者が定める。 

第27条 市長は、第24条の規定による市長の命令に違反した者に対し

て、5万円以下の過料に処する。 

第27条 市長は、第24条の規定による命令に違反した者に対して、5万

円以下の過料に処する。 

 改正附則 

 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 
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(趣旨) (趣旨) 

第1条 この条例は、舞鶴市下水道条例(昭和44年条例第6号)第12条第

2項、舞鶴市農業及び漁業集落排水処理施設条例(平成6年条例第

28号)第14条第2項及び舞鶴市公設浄化槽条例(平成17年条例第

11号)第15条第2項の規定に基づき、舞鶴市が設置する公共下水道、

集落排水処理施設及び公設浄化槽(以下「公共下水道等」という。)

の使用に係る使用料(以下「使用料」という。)の額及び徴収方法等

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

第1条 この条例は、舞鶴市公共下水道条例(昭和44年条例第6号)第

12条第2項、舞鶴市農業及び漁業集落排水処理施設条例(平成6年条

例第28号)第14条第2項及び舞鶴市合併処理浄化槽条例(平成17年条

例第11号)第15条第2項の規定に基づき、舞鶴市が設置する公共下水

道、集落排水処理施設及び合併処理浄化槽(以下「公共下水道等」

という。)の使用に係る使用料(以下「使用料」という。)の額及び

徴収方法等に関し、必要な事項を定めるものとする。 

(定義) (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

(1) 公共下水道 下水道法(昭和33年法律第79号)第2条第3号に規

定する公共下水道をいう。 

(1) 公共下水道 舞鶴市公共下水道条例第3条第2号に規定する公

共下水道をいう。 

(2) 集落排水処理施設 舞鶴市農業及び漁業集落排水処理施設条

例第1条第2項に規定する排水処理施設をいう。 

(2) 集落排水処理施設 舞鶴市農業及び漁業集落排水処理施設条

例第1条に規定する排水処理施設をいう。 

(3) 公設浄化槽 舞鶴市公設浄化槽条例第2条第1項第1号に規定

する公設浄化槽をいう。 

(3) 合併処理浄化槽 舞鶴市合併処理浄化槽条例第2条第1項第

1号に規定する合併処理浄化槽をいう。  

(4) 使用者 舞鶴市下水道条例第3条第8号、舞鶴市農業及び漁業

集落排水処理施設条例第2条第4号又は舞鶴市公設浄化槽条例第

2条第1項第5号に規定する使用者をいう。 

(4) 使用者 舞鶴市公共下水道条例第3条第8号、舞鶴市農業及び

漁業集落排水処理施設条例第2条第4号又は舞鶴市合併処理浄化

槽条例第2条第1項第5号に規定する使用者をいう。 

(汚水排出量の認定等) (汚水排出量の認定等) 

第4条 前条第1項の汚水排出量は、次に定めるところによる。 第4条 別表の汚水排出量は、次に定めるところによる。 

 (1)及び(2) (略)  (1)及び(2) (略) 

2 前項第2号に該当する場合において、使用者は使用状況を市長に申

告しなければならない。この場合において、市長は、その申告に係

2 前項第2号に該当する場合において、使用者は使用状況を水道事業

及び下水道事業の管理者の権限を行う市長(以下「管理者」という。)



１２７ 

旧 新 

る使用状況を勘案して使用水量を認定する。 に申告しなければならない。この場合において、管理者は、その申

告に係る使用状況を勘案して使用水量を認定する。 

3 汚水排出量と使用水量が著しく異なる使用者は、使用状況を市長

に申告しなければならない。この場合において、市長は、その申告

に係る使用状況を勘案して汚水排出量を認定する。 

3 汚水排出量と使用水量が著しく異なる使用者は、使用状況を管理

者に申告しなければならない。この場合において、管理者は、その

申告に係る使用状況を勘案して汚水排出量を認定する。 

(使用料の徴収) (使用料の徴収) 

第5条 (略) 第5条 (略) 

2 使用料は、市長が定める納期限までに納入しなければならない。 2 使用料は、管理者が定める納期限までに納入しなければならない。 

3 公共下水道等の一時的な使用で市長が特に認めた場合において

は、第1項の規定にかかわらず、使用料を前納させることができる。

この場合において、使用料の精算及びこれに伴う追徴又は還付は、

使用者から公共下水道等の使用を廃止した旨の届出があったとき

又は市長が必要と認めたときに行う。 

3 公共下水道等の一時的な使用で管理者が特に認めた場合において

は、第1項の規定にかかわらず、使用料を前納させることができる。

この場合において、使用料の精算及びこれに伴う追徴又は還付は、

使用者から公共下水道等の使用を廃止した旨の届出があったとき

又は管理者が必要と認めたときに行う。 

4 (略)  4 (略) 

(報告又は資料の提出) (報告又は資料の提出) 

第6条 市長は、使用料を算出するため、必要な限度において使用者

から報告又は資料の提出を求めることができる。 

第6条 管理者は、使用料を算出するため、必要な限度において使用

者から報告又は資料の提出を求めることができる。 

(使用料の減免等) (使用料の減免等) 

第8条 市長は、規則で定めるところにより、使用料を減免し、又は

その徴収を猶予することができる。 

第8条 管理者は、別に定めるところにより、使用料を減免し、又は

その徴収を猶予することができる。 

(委任) (委任) 

第9条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な

事項は、規則で定める。 

第9条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な

事項は、管理者が定める。 

    改正附則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行する。 



１２８ 

舞鶴市特別会計条例旧新対照表 

旧 新 

(設置) (設置) 

第1条 地方自治法(昭和22年法律第67号)第209条第2項の規定によ

り、次の各号に掲げる特別会計を、当該各号に定める目的のため、

設置する。 

第1条 地方自治法(昭和22年法律第67号)第209条第2項の規定によ

り、次の各号に掲げる特別会計を、当該各号に定める目的のため、

設置する。 

(1) 水道事業会計 水道事業 (1) 水道事業会計 水道事業 

 (2) 下水道事業会計 下水道事業 

(2) 病院事業会計 病院事業 (3) 病院事業会計 病院事業 

(3) 国民健康保険事業会計 国民健康保険事業 (4) 国民健康保険事業会計 国民健康保険事業 

(4) 貯木事業会計 貯木事業 (5) 貯木事業会計 貯木事業 

(5) 下水道事業会計 下水道事業 (削除) 

(6)から(8)まで (略)  (6)から(8)まで (略) 

    改正附則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



１２９ 

重要な公の施設の長期かつ独占的な利用及び廃止に関する条例旧新対照表 

旧 新 

(特別議決を要する特に重要な公の施設の範囲) (特別議決を要する特に重要な公の施設の範囲) 

第3条 次の各号に掲げる公の施設について、これを廃止し、又は10年

を超える期間にわたり独占的な利用をさせる場合は、議会において

出席議員の3分の2以上の者の同意を得なければならない。 

第3条 次の各号に掲げる公の施設について、これを廃止し、又は10年

を超える期間にわたり独占的な利用をさせる場合は、議会において

出席議員の3分の2以上の者の同意を得なければならない。 

(1) 上水道 (1) 水道 

(2) 下水道 (2) 公共下水道 

(3)及び(4) (略) (3)及び(4) (略) 

    改正附則 

 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



１３０ 

分担金等に係る規制等に関する条例旧新対照表 

旧 新 

(督促) (督促) 

第3条 分担金、使用料、加入金、手数料及び過料その他の市の歳入

を納期限までに納付しない者があるときは、市長は、納期限後30日

目までに15日以内の期限を指定して、督促状を発しなければならな

い。 

第3条 分担金、使用料、加入金、手数料及び過料その他の市の歳入

を納期限までに納付しない者があるときは、市長(公営企業の管理

者の権限を行う市長を含む。以下同じ。)は、納期限後30日目まで

に15日以内の期限を指定して、督促状を発しなければならない。 

2から7まで (略)  2から7まで (略) 

(滞納処分) (滞納処分) 

第4条 市長又はその委任を受けた市職員は、分担金、加入金、過料

又は法律で定める使用料その他の市の歳入につき前条第1項の規定

による督促状を受けた者が同条同項の規定により指定された期限

までにその納付すべき金額を納付しないときは、当該歳入並びに当

該歳入に係る同条第2項及び第3項の手数料及び延滞金について、そ

の指定期限後60日目までに市税の滞納処分の例により滞納処分に

着手しなければならない。 

第4条 市長又はその委任を受けた市職員(公営企業職員を含む。以下

同じ。)は、分担金、加入金、過料又は法律で定める使用料その他

の市の歳入につき前条第1項の規定による督促状を受けた者が同条

同項の規定により指定された期限までにその納付すべき金額を納

付しないときは、当該歳入並びに当該歳入に係る同条第2項及び第

3項の手数料及び延滞金について、その指定期限後60日目までに市

税の滞納処分の例により滞納処分に着手しなければならない。 

2及び3 (略)  2及び3 (略) 

    改正附則 

 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



１３１ 

舞鶴市水洗便所等改造資金貸付条例旧新対照表 

旧 新 

(定義) (定義) 

第1条の2 この条例において次の各号に定める用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

第1条の2 この条例において次の各号に定める用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

(1) 処理区域 舞鶴市下水道条例(昭和44年条例第6号。以下「下

水道条例」という。)第3条第3号に規定する処理区域及び舞鶴市

農業及び漁業集落排水処理施設条例(平成6年条例第28号。以下

「集落排水条例」という。)第3条第3号に規定する処理区域をい

う。 

(1) 処理区域 舞鶴市公共下水道条例(昭和44年条例第6号。以下

「公共下水道条例」という。)第3条第3号に規定する処理区域及

び舞鶴市農業及び漁業集落排水処理施設条例(平成6年条例第

28号。以下「集落排水条例」という。)第3条第3号に規定する処

理区域をいう。 

(2)から(4)まで (略)  (2)から(4)まで (略) 

(貸付対象者) (貸付対象者) 

第2条 資金の貸付けの対象となる者(以下「貸付対象者」という。)

は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

第2条 資金の貸付けの対象となる者(以下「貸付対象者」という。)

は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 処理区域内の住宅の所有者等で当該住宅の既設の便所の水洗

式のものへの改造等を行い、下水道条例第4条第2号に規定する汚

水を同条例第3条第2号の公共下水道に排除しようとするもの 

(1) 処理区域内の住宅の所有者等で当該住宅の既設の便所の水洗

式のものへの改造等を行い、公共下水道条例第4条第2号に規定す

る汚水を公共下水道条例第3条第2号の公共下水道に排除しよう

とするもの 

(2) 処理区域内の住宅の所有者等で当該住宅の既設の便所の水洗

式のものへの改造等を行い、集落排水条例第2条第1号の下水を同

条例第1条第2項の排水処理施設に排除しようとするもの 

(2) 処理区域内の住宅の所有者等で当該住宅の既設の便所の水洗

式のものへの改造等を行い、集落排水条例第2条第1号の下水を集

落排水条例第1条の排水処理施設に排除しようとするもの 

(3) (略)  (3) (略) 

2 (略)  2 (略)  

(資金の貸付け) (資金の貸付け) 

第6条 市長は、水洗式の便所への改造等に係るものにあっては下水

道条例第5条第2項又は集落排水条例第6条第2項の規定による工事

完了の検査をした後に、合併処理浄化槽付設の便所への改造等に係

第6条 市長は、水洗式の便所への改造等に係るものにあっては公共

下水道条例第5条第2項又は集落排水条例第6条第2項の規定による

工事完了の検査の後に、合併処理浄化槽付設の便所への改造等に係



１３２ 

旧 新 

るものにあっては当該工事完了の検査をした後に資金を貸し付け

るものとする。 

るものにあっては当該工事完了の検査の後に資金を貸し付けるも

のとする。 

    改正附則 

 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



１３３ 

舞鶴市水道事業給水条例旧新対照表(第32号議案関係) 

旧 新 

(給水区域) (給水区域) 

第2条 舞鶴市水道事業の給水区域は、別表第1のとおりとする。ただ

し、地勢その他の事由により舞鶴市水道事業の管理者の権限を行う

市長(以下「管理者」という。)が給水することが困難と認める場合

は、給水しないことができる。 

第2条 水道事業の給水区域は、別表第1のとおりとする。ただし、地

勢その他の事由により水道事業及び下水道事業の管理者の権限を

行う市長(以下「管理者」という。)が給水することが困難と認める

場合は、給水しないことができる。 

    改正附則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



１３４ 

舞鶴市都市下水路の構造及び維持管理に関する基準を定める条例旧新対照表 

旧 新 

(都市下水路の構造の基準) (都市下水路の構造の基準) 

第3条 都市下水路の構造の基準は、舞鶴市下水道条例(昭和44年条例

第6号)第3条の3、第3条の4及び第3条の6の規定を準用する。この場

合において、同条例第3条の3各号列記以外の部分中「排水施設(こ

れを補完する施設を含む。次条において同じ。)及び処理施設(これ

を補完する施設を含む。第3条の5において同じ。)に共通する」と

あるのは「排水施設(これを補完する施設を含む。次条において同

じ。)の」と、同条第5号中「下水の排除及び処理」とあるのは「下

水の排除」と、同条例第3条の6各号列記以外の部分中「前3条」と

あるのは「第3条の3及び第3条の4」と、「公共下水道」とあるのは

「都市下水路」と読み替えるものとする。 

第3条 都市下水路の構造の基準は、舞鶴市公共下水道条例(昭和44年

条例第6号)第3条の3、第3条の4及び第3条の6の規定を準用する。こ

の場合において、同条例第3条の3各号列記以外の部分中「排水施設

(これを補完する施設を含む。次条において同じ。)及び処理施設(こ

れを補完する施設を含む。第3条の5において同じ。)に共通する」

とあるのは「排水施設(これを補完する施設を含む。次条において

同じ。)の」と、同条第5号中「下水の排除及び処理」とあるのは「下

水の排除」と、同条例第3条の6各号列記以外の部分中「前3条」と

あるのは「第3条の3及び第3条の4」と、「公共下水道」とあるのは

「都市下水路」と読み替えるものとする。 

    改正附則 

 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 

  



１３５ 

舞鶴市上下水道事業審議会条例旧新対照表 

旧 新 

(所掌事務) (所掌事務) 

第2条 審議会は、市長の諮問に応じ、水道事業及び下水道事業の運

営に関する重要な事項について調査し、及び審議するとともに、そ

の結果を答申する。 

第2条 審議会は、水道事業及び下水道事業の管理者の権限を行う市

長(以下「管理者」という。)の諮問に応じ、水道事業及び下水道事

業の運営に関する重要な事項について調査し、及び審議するととも

に、その結果を答申する。 

(委員) (委員) 

第4条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 第4条 委員は、次に掲げる者のうちから管理者が委嘱する。 

(1) 学識経験を有する者 (1) 学識経験を有する者 

(2) 水道又は下水道の使用者 (2) 水道又は下水道の使用者 

(3) その他市長が適当と認める者 (3) その他管理者が適当と認める者 

2から4まで (略) 2から4まで (略) 

    改正附則 

  (施行期日) 

 1 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

  (経過措置) 

 2 この条例の施行の際現に改正前の舞鶴市上下水道事業審議会条例

(以下「旧条例」という。)第4条第1項の規定により委嘱されている

委員は、改正後の舞鶴市上下水道事業審議会条例第4条第1項の規定

により委嘱された委員とみなし、その任期は、旧条例第4条第1項の

規定により委嘱された日から起算する。 

 

  



１３６ 

舞鶴市都市公園条例旧新対照表 

旧 新 

(公園施設の設置基準) (公園施設の設置基準) 

第1条の5 （略） 第1条の5 （略） 

2から5まで （略） 2から5まで （略） 

 6 令第8条第1項の条例で定める割合は、100分の50とする。 

    改正附則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

  



１３７ 

舞鶴市公共下水道条例旧新対照表 

旧 新 

(手数料) (手数料) 

第17条 手数料は、別表のとおりとする。 第17条 手数料は、別表に掲げる種類に応じ、それぞれ同表に定める

金額とし、申請者から徴収する。 

別表(第17条関係) 別表(第17条関係) 

手数料表 種類 金額(1件につき) 

確認申請審査手数料(第

5条第1項の確認) 

排水設備の新設等にお

いて設置する便器が

2個以下である場合 

4,500円 

排水設備の新設等にお

いて設置する便器が

3個以上である場合 

4,500円に便器の数

が2個を超え1個増

すごとに1,000円を

加算した額 

指定工事業者指定手数料

(第6条第1項の規定によ

る指定) 

従前から指定を受けて

いた者が継続して指定

を受ける場合 

5,000円 

上記以外の場合 10,000円 
 

種類 金額 

1 確認申請審査手数料(第5条第1項に

規定する確認申請の審査) 

(1) 排水管工事 

  

      

  排水管の最大内径100ミリメート

ル以下のもの 

1件につき 3,000円 

排水管の最大内径100ミリメート

ルを超え150ミリメートル以下の

もの 

1件につき 4,000円 

排水管の最大内径150ミリメート

ルを超えるもの 

1件につき 5,000円 

      

(2) 水洗便器工事 便器1個につき 1,000円 

2 指定工事業者指定手数料(第6条第

1項に規定する指定工事業者の指定

申請) 

1件につき 10,000円 

ただし、従前から指定を

受けていた者が継続して指

定を受ける場合 1件につ

き 5,000円 
 

    改正附則 

 (施行期日) 

 1 この条例は、平成30年10月1日から施行する。 



１３８ 

旧 新 

 (適用区分) 

2 この条例による改正後の別表の規定による確認申請審査手数料は、

この条例の施行の日以後の申請に係る確認から適用し、同日前の申

請に係る確認については、なお従前の例による。 

 

  



１３９ 

公営住宅法及び住宅地区改良法による舞鶴市営住宅等管理条例旧新対照表 

旧 新 

(入居者の資格) (入居者の資格) 

第5条 （略） 第5条 （略） 

2から6まで （略） 2から6まで （略） 

7 前項の場合において、改良住宅又はコミュニティ住宅の入居者の

公募等については、第3条、第4条及び次条の規定を準用する。 

7 前項の場合において、改良住宅又はコミュニティ住宅の入居者の

公募等については、前2条及び次条の規定を準用する。 

8 同居親族がない者が入居することができる市営住宅等の規格は、

居室(台所を除く。)の数が2以下又は床面積が55平方メートル以下

のものとする。ただし、市長が特に必要と認めた場合は、この限り

ではない。 

8 同居親族がない者が入居することができる市営住宅等の規格は、

居室(台所を除く。)の数が2以下又は床面積が55平方メートル以下

のものとする。ただし、市長が特に必要と認めた場合は、この限り

でない。 

9 （略） 9 （略） 

(入居者の選考) (入居者の選考) 

第8条 市長は、入居の申込みをした者の数が入居させるべき市営住

宅等の戸数を超える場合は、入居の申込みをした者について公開抽

選を行い、抽出された者のうちから、次に掲げる者を選考し、入居

者を決定する。 

第8条 市長は、入居の申込みをした者の数が入居させるべき市営住

宅等の戸数を超える場合は、入居の申込みをした者について公開抽

選を行い、抽出された者のうちから、次に掲げる者を選考し、入居

者を決定する。 

(1)から(4)まで （略） (1)から(4)まで （略） 

(5) 住宅がないため勤務場所から著しく遠隔の地に居住を余儀な

くされている者又は収入に比して著しく過大な家賃の支払いを

余儀なくされている者 

(5) 住宅がないため勤務場所から著しく遠隔の地に居住を余儀な

くされている者又は収入に比して著しく過大な家賃の支払を余

儀なくされている者 

(6) （略） (6) （略） 

(同居の承認) (同居の承認) 

第11条 市営住宅等の入居者は、当該市営住宅等への入居の際に同居

した親族以外の者を同居させようとするときは、公営住宅法施行規

則(昭和26年建設省令第19号)第10条で定めるところにより、市長の

承認を得なければならない。 

第11条 市営住宅等の入居者は、当該市営住宅等への入居の際に同居

した親族以外の者を同居させようとするときは、公営住宅法施行規

則(昭和26年建設省令第19号。以下「省令」という。)第11条で定め

るところにより、市長の承認を得なければならない。 



１４０ 

旧 新 

2 （略） 2 （略） 

(入居の承継) (入居の承継) 

第12条 市営住宅等の入居者が死亡し、又は退去した場合において、

その死亡時又は退去時に当該入居者と同居していた者が引き続き

当該市営住宅等に居住を希望するときは、当該入居者と同居してい

た者は、公営住宅法施行規則(以下「省令」という。)第11条で定め

るところにより、市長の承認を得なければならない。 

第12条 市営住宅等の入居者が死亡し、又は退去した場合において、

その死亡時又は退去時に当該入居者と同居していた者が引き続き

当該市営住宅等に居住を希望するときは、当該入居者と同居してい

た者は、省令第12条で定めるところにより、市長の承認を得なけれ

ばならない。 

2 （略） 2 （略） 

(収入の申告等) (収入の申告等) 

第14条 （略） 第14条 （略） 

2 前項に規定する収入の申告は、省令第8条に規定する方法によるも

のとする。 

2 前項に規定する収入の申告は、省令第7条に規定する方法によるも

のとする。 

3及び4 （略） 3及び4 （略） 

(割増賃料) (割増賃料) 

第24条 改良住宅等に係る収入超過者は、当該認定に係る期間(当該

入居者がその期間中に改良住宅等を明け渡した場合にあっては、当

該認定の効力が生じる日から当該明渡しの日までの間)、毎月、法

定限度額に住宅地区改良法施行令(以下「改良法政令」という。)第

13条の2の規定により読み替えてその例によることとされる旧政令

第6条の2第2項の表第2種公営住宅の項の中欄に定める区分に応じ

てそれぞれ下欄に定める倍率を乗じて得た額(その額に100円未満

の端数があるときは、その端数の額を切り捨てた額。)以下の割増

賃料を支払わなければならない。 

第24条 改良住宅等に係る収入超過者は、当該認定に係る期間(当該

入居者がその期間中に改良住宅等を明け渡した場合にあっては、当

該認定の効力が生じる日から当該明渡しの日までの間)、毎月、法

定限度額に住宅地区改良法施行令(昭和35年政令第128号。以下「改

良法政令」という。)第13条の2の規定により読み替えてその例によ

ることとされる旧政令第6条の2第2項の表第2種公営住宅の項の中

欄に定める区分に応じてそれぞれ下欄に定める倍率を乗じて得た

額(その額に100円未満の端数があるときは、その端数の額を切り捨

てた額。)以下の割増賃料を支払わなければならない。 

2及び3 （略） 2及び3 （略） 

(高額所得者に対する家賃等) (高額所得者に対する家賃等) 

第26条 高額所得者は、第13条第1項及び第23条第1項の規定にかかわ 第26条 高額所得者は、第13条第1項及び第23条第1項の規定にかかわ



１４１ 

旧 新 

らず、当該認定に係る期間(当該入居者が期間中に市営住宅を明け

渡した場合にあっては、当該認定の効力が生じる日から当該明け渡

しの日までの間)、毎月、近傍同種の住宅の家賃を支払わなければ

ならない。 

らず、当該認定に係る期間(当該入居者が期間中に市営住宅を明け

渡した場合にあっては、当該認定の効力が生じる日から当該明渡し

の日までの間)、毎月、近傍同種の住宅の家賃を支払わなければな

らない。 

2及び3 （略） 2及び3 （略） 

(市営住宅建替事業に係る家賃の特例) (市営住宅建替事業に係る家賃の特例) 

第32条 市長は、前条の申出により市営住宅の入居者を新たに整備さ

れた市営住宅に入居させる場合において、新たに入居する市営住宅

の家賃が従前の市営住宅の最終の家賃を超えることとなり、当該入

居者の居住の安定を図るため必要があると認めるときは、第13条第

1項、第23条第1項又は第26条第1項の規定にかかわらず、政令第11条

の規定により当該入居者の家賃を減額するものとする。 

第32条 市長は、前条の申出により市営住宅の入居者を新たに整備さ

れた市営住宅に入居させる場合において、新たに入居する市営住宅

の家賃が従前の市営住宅の最終の家賃を超えることとなり、当該入

居者の居住の安定を図るため必要があると認めるときは、第13条第

1項、第23条第1項又は第26条第1項の規定にかかわらず、政令第12条

の規定により当該入居者の家賃を減額するものとする。 

(市営住宅等の用途の廃止による他の市営住宅等への入居の際の家

賃の特例) 

(市営住宅等の用途の廃止による他の市営住宅等への入居の際の家

賃の特例) 

第33条 市長は、法第44条第3項(改良法第29条第1項において準用す

る場合を含む。)の規定に基づく市営住宅等の用途の廃止による市

営住宅等の除却に伴い、当該市営住宅等の入居者を他の市営住宅等

に入居させる場合において、新たに入居する市営住宅等の家賃が従

前の市営住宅等の最終の家賃を超えることとなり、当該入居者の居

住の安定を図るため必要があると認めるときは、第13条第1項若し

くは第3項、第23条第1項又は第26条第1項の規定にかかわらず、政

令第11条(改良法政令第12条において準用する場合を含む。)の規定

により当該入居者の家賃を減額するものとする。 

第33条 市長は、法第44条第3項(改良法第29条第1項において準用す

る場合を含む。)の規定に基づく市営住宅等の用途の廃止による市

営住宅等の除却に伴い、当該市営住宅等の入居者を他の市営住宅等

に入居させる場合において、新たに入居する市営住宅等の家賃が従

前の市営住宅等の最終の家賃を超えることとなり、当該入居者の居

住の安定を図るため必要があると認めるときは、第13条第1項若し

くは第3項、第23条第1項又は第26条第1項の規定にかかわらず、政

令第12条(改良法政令第12条において準用する場合を含む。)の規定

により当該入居者の家賃を減額するものとする。 

(使用者の資格) (使用者の資格) 

第36条 駐車場を使用できる者は、現に自動車を所有し、若しくは使

用する、又は所有し、若しくは使用しようとする当該市営住宅の入

居者等で、次の条件を具備するものでなければならない。 

第36条 駐車場を使用できる者は、現に自動車を所有し、若しくは使

用する、又は所有し、若しくは使用しようとする当該市営住宅の入

居者等で、次の条件を具備するものでなければならない。 



１４２ 

旧 新 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

(3) 第35条第1項第1号から第6号までのいずれにも該当せず、市営

住宅を適正に使用していること。 

(3) 前条第1項第1号から第6号までのいずれにも該当せず、市営住

宅を適正に使用していること。 

(4) （略） (4) （略） 

別表(第1条関係) 別表(第1条関係) 

名称 位置 

浜団地 舞鶴市字浜 

行永東町団地 舞鶴市行永東町 

市場団地 舞鶴市字市場 

市場コミュニティ住宅 舞鶴市字市場 
 

名称 位置 

浜団地 舞鶴市字浜 

市場団地 舞鶴市字市場 

市場コミュニティ住宅 舞鶴市字市場 
 

    改正附則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

  



１４３ 

舞鶴市水道事業給水条例旧新対照表(第36号議案関係) 

旧 新 

(手数料) (手数料) 

第29条 手数料は、別表第4のとおりとし、同表に掲げる種類に応じ

て申込者から申込みの際、これを徴収する。ただし、管理者が特別

の理由があると認めた申込者からは、申込後徴収することができ

る。 

第29条 手数料は、別表第4に掲げる種類に応じ、それぞれ同表に定

める金額(開栓手数料、閉栓手数料及び証明手数料にあっては、当

該額に100分の108を乗じて得た額(1円未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てた額))とし、申込者から徴収する。 

別表第4(第29条関係) 別表第4(第29条関係) 

手数料金表 手数料金表 

種類 金額(1件につき) 

  給水管の呼び径 新設工事 その他の工事 

1 設計審査手数料 

第7条第2項に規

定する設計審査

(材料確認を含

む。) 

20ミリメートル以下 300円 150円 

25ミリメートル、

40ミリメートル及び

50ミリメートル 

600円 300円 

75ミリメートル以上 1,800円 900円 

2 しゅん工検査手数

料 

第7条第2項に規

定する工事検査 

20ミリメートル以下 500円 250円 

25ミリメートル、

40ミリメートル及び

50ミリメートル 

900円 450円 

75ミリメートル以上 1,800円 900円 

3 指定給水装置工事事業者指定手数料 

第7条第1項に規定する事業者の指定申

請 

10,000円 

4 証明手数料 200円 
 

種類 
金額(1件に

つき) 

設計審査・しゅん工検

査手数料(第7条第2項

の設計審査及び同項

の工事検査) 

給水管の呼び径が20ミリメート

ル以下である場合 

2,100円 

給水管の呼び径が25ミリメート

ル、40ミリメートル又は50ミリメ

ートルである場合 

2,700円 

給水管の呼び径が75ミリメート

ル以上である場合 

3,200円 

指定給水装置工事事業者指定手数料(法第16条の2第1項

の指定) 

10,000円 

開栓手数料及び閉栓手数料 500円 

証明手数料 186円 
 

    改正附則 

  (施行期日) 

 1 この条例は、平成30年10月1日から施行する。 



１４４ 

旧 新 

 (適用区分) 

2 この条例による改正後の別表第4の規定による設計審査・しゅん工

検査手数料は、この条例の施行の日(以下「施行日」という。)以後

の申請に係る設計審査及び工事検査から適用し、同日前の申請に係

る設計審査及び工事検査については、なお従前の例による。 

 3 この条例による改正後の別表第4の規定による開栓手数料及び閉栓

手数料は、施行日以後に行われる開栓及び閉栓から適用し、同日前

に行われる開栓及び閉栓については、なお従前の例による。 

 

 



１４５ 

廃止する条例 

○舞鶴市下水道基金条例 

平成22年6月29日 

条例第14号 

(設置) 

第1条 舞鶴市が設置する特定環境保全公共下水道、集落排水処理施

設及び公設浄化槽の改良等に要する経費の財源に充てるため、舞鶴

市下水道基金(以下「基金」という。)を設置する。 

(定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

(1) 特定環境保全公共下水道 舞鶴市下水道条例(昭和44年条例

第6号)第11条第1項に規定する公共下水道をいう。 

(2) 集落排水処理施設 舞鶴市農業及び漁業集落排水処理施設条

例(平成6年条例第28号)第1条第2項に規定する排水処理施設をい

う。 

(3) 公設浄化槽 舞鶴市公設浄化槽条例(平成17年条例第11号)第

2条第1項第1号に規定する公設浄化槽をいう。 

(積立額) 

第3条 基金として積み立てる額は、予算で定める額とする。 

(管理) 

第4条 基金に属する現金は、金融機関への預金、有価証券の保有そ

の他の最も確実かつ有利な方法により管理しなければならない。 

(運用益金の処理) 

第5条 基金の運用から生ずる益金は、これを予算に計上して、基金

に編入するものとする。 

(繰替運用) 

第6条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方

法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替 

えて運用することができる。 

(処分) 

第7条 基金は、特定環境保全公共下水道、集落排水処理施設及び公

設浄化槽の改良、修繕、維持管理又は災害復旧に要する経費の財源

に充てる場合に限り、これを処分することができる。 

(委任) 

第8条 この条例に定めるもののほか、基金の管理等に関し必要な事

項は、市長が別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、規則で定める日から施行する。 

2 (略) 

 

 


